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特  集  

「世代とジェンダー」の視点から見た少子高齢社会の国際比較研究 その2  

わが国における家族形成のパターンと要因  

津 谷 典 子＊   

本研究では，2004年に実施された『結婚と家族に関する国際比較調査』のミクロ・データを用い，  

結婚と同棲を含むパートナーシップ形成，およびパートナーシップ形成と出生との関係を中心に，  

わが国における家族形成パターンとその要因を検証した．分析の結果，以下のような知見が得られ  

た．①最近の出生コホートほど初婚確率は有意に低い一方で，同棲や婚前妊娠の経験確率は年齢が  

若いほど有意に高く，この傾向は特に女性で顕著である．②学歴は初婚タイミング，同棲，および  

婚前妊娠の全てに有意な負の影響があり，それは特に男性よりも女性で顕著である．③同棲は初婚  

や婚前妊娠と結びついており，同棲経験者は，経験のない者と比べて，初婚確率が有意に高いだけ  

でなく，婚前妊娠の経験確率も高く，さらに男性の場合は未婚で父親になることの確率も高くなる．   

ここから，今後わが国では未婚化がさらに進行する一方で，同棲や結婚に先立つ妊娠は増加する  

と考えられる．この意味で，今後わが国が欧米型の「第2の人口転換」に接近していく可能性は否  

定できないが，わが国の家族主義の文化的伝統を考えると，1960年代以降の北欧や西欧で起こった  

ような急激な同棲の浸透や結婚と出産との帝離が起こる可能性は低いと考えられる．また，同棲は  

結婚や婚前妊娠と結びついており，わが国では同棲は未だ結婚の前段階である傾向が示唆される．  

Ⅰ．はじめに  

本稿は，2004年に実施された『結婚と家族に関する国際比較調査』のミクロ・データを  

用い，わが国の家族形成パターンとその要因を検証することを目的とする．特にここでは，  

結婚のみならず同棲を含む広い意味でのパートナーシップ形成，およびパートナーシップ  

形成と出生との関係に焦点を当て，わが国における近年の変化とその要因を分析する．わ  

が国は，1970年代半ば以降，未婚化や離婚の増加および置換水準以下への出生率低下（つ  

まり少子化）など家族形成パターンの急速な変化を経験している．特に少子化は，進行す  

る超高齢化と今後継続することが予想される急速な人口減少の最大の要因となっている．  

未婚化や離婚の増加に代表されるパートナーシップ形成行動の変化は，少子化や超高齢化  

を引き起こしている主要な要因であり，この意味で，パートナーシップ形成と出生との関  

係を検証することは重要である．   

多くの先進諸国は，1970年代以降「第2の人口転換（Second Demographic  

Transition）」と呼ばれる出生率の置換水準以下への低下と，それに伴う様々な家族変化  

を経験しており，わが国も例外ではない．この「第2の人口転換」の開始時期，速度，お  

＊慶鷹義塾大学経済学部  
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よびその構成要素には相当な国・地域間格差が存在するが，少子化とシングル化に加えて，  

未婚期の同棲と婚外出生の増加は西欧先進諸国に共通する特徴としてあげられている  

（Lesthaeghe1995，VandeKaa1987）1）．わが国は，超低水準への出生力低下および急速  

な未婚化という他の先進諸国と共通の現象を経験しながらも，西欧や北米諸国とは異なり，  

同棲および婚外出生率が低水準に止まっているという意味で，興味深い研究対象と言える  

（LesthaegheandMoors2000，Rindfussetal．2004）．   

また，近年わが国で婚前妊娠（いわゆる「できちゃった結婚」）が増加していることが  

指摘されている（IwasawaandRaymo2005，RaymoandIwasawa2004）．婚前妊娠の  

増加は，シングル化が進行する中で，婚外出生割合が1～2％の超低水準に止まっている  

主な理由であると考えられ（Iwasawa2002），わが国の出産・家族形成が依然結婚によっ  

て規定される傾向は根強い（Raymo1998，2003）．日本は唯一の非西洋ポスト工業化社会  

であり，わが国の家族形成パターンの変化と社会制度としての結婚や家族との関係につい  

て実証的に考察することは，人口変動理論としての「第2の人口転換」を考える上でも，  

またわが国の将来人口の展望を探る上でも重要である．  

Ⅱ．データと分析方法  

本稿の分析は，2004年2月24日～3月31日に実施された『結婚と家族に関する国際比較  

調査』（JGGSと略称）のミクロ・データを用いる．JGGSは，18～69歳の全配偶関係の  

日本人男卑を対象とした全国調査である．2000年国勢調査の調査区より無作為に抽出され  

た530地点から，層化二段確率サンプルによって抽出された15，000人の男女を対象として，  

留め置き法によりデータ収集を行った結果，60．5％にあたる9，074人から有効回答を得た2）．  

本稿の家族形成パターンに関する形式人口学的分析は，主に8，765人の20～69歳男女（う  

ち既婚者7，300人）を対象とし，一方，家族形成の要因に関する多変量解析は，8，199人の  

25～69歳の男女（うち既婚者7，242人）を対象とする．JGGSの回答率には居住地，性別  

および年齢により格差がみられたことから，2000年の国勢調査の人口構成を基礎として  

sampleand responserateweightsが算出された．本稿の形式人口学的分析ではこの  

weightを用いた加重値を示すが，多変量解析ではweightは用いない．   

本研究における多変量解析のためのモデルは被説明変数のタイプにより異なり，未婚期  

の同棲経験，婚前妊娠，および婚前出産の有無に関する分析では，被説明変数が0か1か  

の値をとる2分化変数（dichotomousvariable）であるため，ロジスティック回帰分析モ  

デル（binarylogisticregressionmodel）を用いる3）．一方，初婚タイミングの分析は，  

選択性バイアスのかからないよう，実際に初婚を経験した既婚男女に限定するのではなく，  

1）南欧諸国では同棲と婚外出生は低水準にとどまっている．また，西欧でも，1950～60年代には離死別者の同  

棲（post－maritalcohabitation）の方が未婚者の同棲よりもずっと一般的であった．詳細はKiernan（2001）  

を参照されたい．  

2）調査の詳細は，西岡等（2005，pp．177－197）を参照されたい．  

3）ロジスティック回帰分析モデルの詳細は，Cox（1970），RetherfordandChoe（1993），およびMaddala  

（1983）を参照されたい．  
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全ての配偶関係の男女を対象とする必要がある．このためのモデルとしてはイベント・ヒ  

ストリー分析モデルが最適であり，ここでは説明変数の中に時間依存性があるものが存在  

するため，時間依存性ハザード・モデル（time－dependenthazardmodel）を用いる4）．   

これらのモデルに投入される説明変数には，性別や年齢および学歴といった回答者の基  

本的属性に加え，兄弟姉妹数や生育地，および回答者が15歳時の父親の存在といったライ  

フコース変数が含まれる5）．また，初婚タイミング，婚前妊娠，および婚前出産の分析に  

は，（未婚期の）同棲経験の有無も説明変数として導入する．   

回答者の年齢は8つの5歳階級グループからなり，一番若い年齢階級をレファレンス  

（準拠集団）とする7つのダミー変数により測定される．学歴は，中学以下，高校，各種  

専門学校，短大・高専，大学・大学院，および不明・無回答の6つからなるカテゴリー変  

数であり，高校をレファレンスとして，5つのダミー変数を構築する．兄弟姉妹数は，兄，  

姉，弟，妹のそれぞれについて，ゼロ，1人，2人以上という3つのカテゴリーからなる  

変数により測定し，ゼロがレファレンスとなっている．生育地は回答者が15歳になるまで  

の間，最も長く暮らした地域が，農村・山村・漁村か，地方小都市か，大都市圏かを示す  

カテゴリー変数であり，最初のカテゴリーをレファレンスとし，地方小都市と大都市圏を  

示す2つのダミー変数により測定される．回答者が15歳時の父親の存在（正確には父親の  

不在）は，父親が死亡もしくは離別により不在であった場合には1，それ以外の場合には  

0の値をとる2分化変数である．なお，初婚タイミング（年齢別初婚確率）のハザード分  

析では，年齢はベースライン・ハザード率を決定する変数であるため，説明変数としてモ  

デルに加えることはできない．そこで，この分析では，回答者の出生年次（西暦年次から  

1900を引いたもの）を説明変数として導入する．この変数は，回答者の生まれ育った時期  

の社会状況や社会通念を示す代替変数と考えることもできる．   

本分析では，これらの基本的属性変数とライフコース変数を順次1つずつモデルに投入  

する（つまりnestedmodelingを行う）ことにより，各変数の影響の大きさと統計的有  

意性，および変数間の多重線形性を検証した．年齢と学歴（そして男女のデータをプール  

した分析では性別）という回答者の基本的属性は，統計的有意性にかかわらず常にモデル  

に含まれるが，それ以外の変数については，変数自体の影響力が統計的に有意か，もしく  

はその変数がモデル全体の説明力を有意に増加させる場合にのみモデルに残している．  

Ⅲ．同棲経験  

1960年代から1970年代にかけて，欧米諸国（特に西欧と北欧および北米）では未婚期の  

4）イベント・ヒストリー分析モデルー般，および時間依存性ハザード・モデルの詳細は，Cox（1972），  

RetherfordandChoe（1993），Yamaguchi（1991），および津谷（2002）を参照されたい．  

5）この他の重要なbackground変数として，JGGSでは回答者が15歳時の父母の就業状況と職業，および父  

母の学歴についても尋ねている．しかし，父母の就業状況と職業については，安定した優位な影響がみられな  

かった．また，父母の学歴は調査時に父母が生存している者のみが対象となっており，年齢の高い回答者には  

父母（特に父親）が死亡している割合が高く，欠測値が多くなっている．そのため，これら2つのライフコー  

ス変数は説明変数としてモデルに導入しなかった．  
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同棲が急速に広まった（BumpassandSweet1989，Kiernan1999，津谷2003）．一方，  

わが国では同棲は低い水準に止まっているとされており，例えば，『出生動向基本調査」］  

の独身者調査によると，1980年代後半以降増加傾向にあるとはいえ，2002年における18～  

34歳の未婚男女の同棲経験割合は7～8％，最も割合の高い25～29歳でも10％となってい  

る（国立社会保障・人口問題研究所2003）．しかし，同棲は結婚と連関しており，また年  

齢による選択性も高い．さらに，同棲は比較的短期間しか継続しないことも多く  

（RindfussandVandenHeuvel1990，WillisandMichael1988），わが国のように同棲が  

結婚に代わるパートナーシップの形として広く認知されていない社会では特にその傾向が  

強い．その結果，未婚者を対象として，その同棲経験（現在同棲中もしくは過去に同棲し  

たことがあるか）をクロスセクション調査により測定している限り，その推計にはバイア  

スがかかり，未婚期の同棲経験割合はunderestimateされることになる．  

JGGSでは，同棲を「異性との結婚の届出なしで一緒に住むこと」と定義して，未婚者  

に対して現在同棲中であるか，もしくは以前同棲していたかを尋ねるだけでなく，既婚者  

に対しても，結婚前に同  

棲したことがあるか否か  

を質問している．そこで，  

これら既婚者と未婚者を  

合わせて，全配偶関係の  

男女における年齢別の同  

棲経験のパターンをみて  

みたい．表1には，2004  

年に20～69歳の日本人男  

女の性・年齢階層別同棲  

表1性・年齢階層別同棲経験者割合（％）：20～69歳の全配偶関係の男女，2004年  

女  男  男女計  
年齢  

％  （N）   ％   （N）   ％ （N）   
20～24歳   11．7   （322）   11．0   （243）   11．4   （565）   

25～29歳   20．2   （352）   20．6   （289）   20．4   （641）   

30～34歳   16，5   （345）   20．6   （296）   18．6   （641）   

35～39歳   15．7   （602）   15．9   （472）   15．8  （1，074）   
40～44歳   11．5   （456）   15．5   （400）   13．5   （856）   

45～49歳   7．5   （504）   10．7   （418）   9．1   （922）   

50～54歳   7．0   （558）   12．1   （523）   9．5  （1，081）   
55～59歳   8・3   （492）   6．9  （1，019）   
60～64歳   6．9 （1，033）   
65～69歳   5．4   （527）  9．5   （498）  3．7   （914）   

総計   」些0  （4，626）   12．6 （4，120）  14．6  （8，746）   

経験者割合が示されてい 注：割合（％）は全て，SamPleandresponserateweightsによる加重平  
均である．  

る．この表から，就学中   

で親と同居している可能性の高い20～24歳を除き，年齢が若いほど，同棲経験割合が高く  

なっていることがわかる．特に25～39歳では，男女とも16～21％と，およそ5～7人に1  

人が同棲経験者である6）．また，男性と比べて，女性で同棲経験割合の年齢パターンがよ  

り明確であり，年齢が若くなるにしたがって，男女格差は縮小傾向にある．ここから，も  

しこれらの年齢パターンがコホート変動をとらえているとすれば，同棲の広がりは女性で  

より急速であることが示唆される．   

次に，未婚期の同棲経験の要因を分析するため，大部分が学校教育を終了していると考  

えられる25歳以上の男女を対象として，同棲経験確率のロジスティック回帰分析を行った．  

JGGSでは同棲の経験（同棲したことがあるか）については尋ねているが，詳細な同棲暦  

6）2004年に毎日新聞社人口問題調査会により実施された20～49歳の女性を対象とした全国無作為抽出調査のデー  

タを使用した岩澤（2005）の分析によると，同棲経験のある者の割合は20～24歳で12％，25～29歳で20％，30  

～34歳で20％，そして35～39歳では17％であり，ここに示されている同年次のJGGSデータの分析結果とほ  

ぼ合致している．ここからも，本分析結果の信頼性は高いと考えられる．  
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は調査しておらず，同棲がいつ（何歳の時）に始まり，どれほどの期間続き，いつ解消さ  

れたのか，また何度同棲したことがあるのか，など，同棲の時期と期間，および経験回数  

に関する情報は収集されていない7）．したがって，本分析では，同棲経験があるか否かを  

被説明変数としたロジスティック回帰分析モデルを用いる．表2には，この分析に用いら  

れた説明変数の記述統計量が示され，表3には，この分析により推計された同棲経験確率  

の説明変数のオッズ比（oddsratio）が示されている．オッズ比は変数の係数の指数であ  

り，したがってこれは掛け算のモデルである．オッズ比が1．0よりも高ければ，その変数  

の影響はプラスであり，1．0未満であれば，変数の影響はマイナスであり，1．0であれば，  

表2 同棲経験のロジスティック回帰分析の説明変数の記述統計量：25～69歳の全配偶関係の男女，2004年  

説明変数   男女計  女  男  

平均   標準偏差   平均   標準偏差   平均   標準偏差   

性別＝女   0．527   0．499  

年齢  

25～29歳†   0．078  0．083  0．074  
30～34歳   0．078   0．269   0．080   0．272   0．076   0．265   
35～39歳   0．131   0．338   0．140   0．347   0．122   0．327   
40～44歳   0．105   0．306   0．106   0．308   0．103   0．304   
45～49歳   0．113   0．316   0．117   0．322   0．108   0．310   
50～54歳   0．132   0．338   0．129   0．336   0．135   0．341   
55～59歳   0．125   0．330   0．122   0．328   0．127   0．333   
60～64歳   0．126   0．332   0．124   0．330   0．128   0．334   
65～69歳   0．112   0．315   0．099   0．299   0．127   0．333   
学歴  

中学以下   0．153   0．360   0．147   0．354   0．160   0．367   
高校†   0．429  0．546  0．419  
各種専門学校   0．100   0．300   0．127   0．333   0．070   0．255   
短大・高専   0．122   0．328   0．187   0．390   0．050   0．218   
大学・大学院   0．186   0．389   0．093   0．291   0．290   0．454   
不明・無回答  0．010  0．098  0．008  0．090  0．011  0．105   
兄の数  

ゼロ†   0．610  0．614  0．606  
1人   0．274   0．446   0．264   0．441   0．285   0．451   
2人以上  0．116  0．321   0．123  0．328   0．109  0．312   

姉の数  

ゼロ†  0．581  0．582  0．581  
1人   0．282   0．450   0．282   0．450   0．282   0．450   
2人以上  0．137  0．343   0．137  0．343   0．137  0．344   

弟の数  

ゼロ†  0．620  0．610  0．630  
1人   0．284   0．451   0．297   0．457   0．270   0．444   
2人以上  0．096  0．295   0．093  0．290   0．100  0．300   

妹の数  

ゼロ†  0．621  0．621  0．620  
1人   0．283   0．451   0．280   0．449   0．287   0．452   
2人以上   0．096   0．295   0．099   0．298   0．093   0．291   
15歳時に父親不在a   0．091   0．287   0．091  0．287  0．091  0．287   

注：†－－レファレンス・カテゴリー  

a一一回答者が15歳時に父親が死亡や離別のため不在．  

7）婚姻と異なり，同棲の開始期および期間を特定することば難しいことが多い．同棲初期にはそれぞれのパー  

トナーが別個の住居を維持していることが多く，徐々に一方が他方の住居で長い間時間を過ごすようになり同  

居が成立する場合が多いことが，既存研究によって指摘されている（e．g，，RindfusSandVandenHeuve11990）．  
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変数の影響はゼロである．   

まず，男女合計の分析結果から，同棲経験には有意な男女差があり，男性に比べて，女  

性の同棲経験確率は約31％低いことがわかる（表3参照）．また，年齢と同棲経験との間  

にはほぼ線形の関係があり，年齢が上がるにしたがって，同棲経験確率は有意に低下する．  

男女合計でみると，25～29歳と比べて，35～39歳の同棲経験確率は28％低く，40～44歳で  

は41％，そして50～54歳では65％低くなり，最高年齢層である65～69歳の同棲経験確率は  

25～29歳の10分の1以下である．また，女性と男性を比べると，加齢による同棲経験確率  

の低下は，女性の方がより顕  

著であり，先ほどの形式人口  

学的分析により示された同棲  

経験割合の年齢パターンにお  

ける男女差は，学歴や兄弟姉  

妹数，および15歳時の父親の  

不在などの回答者の属性の影  

響をコントロール（除去）し  

た後も，明確である．ここか  

ら，男性に比べて，女性では  

同棲の広がりがより最近起こ  

り，またより急速であること  

が確認される．   

学歴も同棲経験に有意な影  

響を与える．表3に示されて  

いるように，高校卒と比べて，  

中学卒以下の者の同棲経験確  

率は有意に高く，一方短大・  

大学・大学院といった高学歴  

者の経験確率は有意に低い．  

高校卒の男女と比べて，中学  

卒以下の低学歴男女の同棲経  

験確率は約1．7倍であり，一  

方短大・高専・大学卒の確率  

は約4割低くなっている．男  

女別にみた場合にも，男女合  

計と同様に，学歴と同棲経験  

との間には有意な負の関係が  

表3 同棲経験のロジスティック回帰分析による説明変数の推計値の  

オッズ比（Odds Ratios）：25～69歳の全配偶関係の男女，2004年  

説明変数   男女計   女   男   

性別＝女   0．694＊＊  

年齢  

25～29歳†   1．000   1．000   1．000   
30～34歳   0．863   0．737   0．970   
35～39歳   0．716＊   0．695＊   0．708＃   

40～44歳   0．590＊＊   0．482＊＊   0．698＃   

45～49歳   0．355＊＊   0．276＊＊   0．428＊＊   

50～54歳   0．351日   0．218＊＊   0．500＊＊   

55～59歳   0．213＊＊   0．153＊＊   0．275＊＊   

60～64歳   0．177＊＊   0．092＊＊   0．288＊＊   

65～69歳   0．092＊＊   0．039＝   0．152＊＊   

学歴  

中学以下   1．674＊＊   1．390†   1．940＊＊   

高校†   1．000   1．000   1．000   
各種専門学校   1．114   1．175   0．928   
短大・高専   0．608＊＊   0．440＊＊   1．043   
大学・大学院   0．618＊＊   0．388日   0．750＊   

不明・無回答   1．661   0．818   2．478＊   

兄の数  

ゼロ†   l．000   1．000   1．000   

1人   1．077   0．989   1．141   
2人以上  1．209   0．986   1．416＊  

姉の数  

ゼロ†  1．000   1．000   1．000   
1人   0．987   1．074   0．909   
2人以上  0．952   1．275   0．762  

弟の数  

ゼロ†  1．000   1．000   1．000   
1人   1．006   1．105   0．898   
2人以上  0．945   1．214   0．768  
妹の数  

ゼロ†  1．000   1．000   1．000   
1人   1．005   1．034   0．961   
2人以上   1．133   1．660＊   0．805   
15歳時に父親が不在   1．623＝   1．608＊   1．600＊＊   

Loglikelihood   －2596．0   －1214．8   －1354．3   

LRchi－Square（d．f．）   349．5（23）   232．9（22）   153．7（22）   

Prob．＞Chi－Square   0．000   0．000   0．000   

（Numberofcases）  （8，024）  （4，214）  （3，810）  
＊＊1％で有意． ＊5％で有意．†10％で有意．  

あることがわかる・わが国の 注：オッズ此とは推計された変数の係数（c。。ffici。nt）の指数である．  

同棲は低学歴層で高く高学歴   
†－－レファレンス●カテゴリー・  

－6－   



層で低いというこの分析結果は，20～49歳の日本女性の同棲経験を多変量解析した岩澤  

（2005）の研究結果とも合致する8）．わが国では1970年代以降高学歴化が進行しているが  

（国立社会保障・人口問題研究所2005，pp．149－150），それにもかかわらず，若年層で同  

棲経験確率が有意に高いことは注目に値する．もし高学歴化が起こっていなければ，未婚  

期の同棲がより急速に広まった可能性も否定できない．   

兄弟姉妹数も同棲経験にある程度の影響がある．兄が2人以上いる男性の同棲経験確率  

は，兄がいない男性と比べて約42％高く，一方妹が2人以上いる女性の同棲経験確率は，  

妹がいない女性と比べて66％高い．しかしながら，わが国の出生率は1950年代末以降ほぼ  

置換水準水準かそれ以下で推移しており，表2に示されているように，2人以上兄のいる  

男性の割合は11％，2人以上妹のいる女性の割合は10％と低い．したがって，兄弟姉妹数  

が同棲経験確率に与える影響は比較的限られたものであると言える．   

最後に，思春期における父親の不在は男女の同棲経験確率を有意に上昇させる．回答者  

が15歳の時に父親が死亡もしくは離別により不在であった者は，そうでない者に比べて，  

同棲経験確率がおよそ6割高い．15歳時に父親が不在であった者の割合は男女とも約9％  

と低く，同棲経験確率全体を大きく左右する要因ではないが，ここから，思春期における  

一家の担い手たる父親の存在がその後の子どものライフコースに与える影響の一端がうか  

がわれる．  

Ⅳ．初婚タイミング  

次に，男女のパートナーシップ形成の主要形態である結婚について，初婚タイミングに  

注目して，そのパターンと要因を検討してみたい．表4には，20～69歳の男女の性・年齢  

階級別の未婚者割合と既  

婚者の平均初婚年齢が示  

されている．この表から，  

55歳以上の男女では未婚  

者は4％未満とほぼ皆婚  

である一方，未婚者割合  

は年齢が低くなるにした  

がって大きく増加し，特  

に40歳未満では年齢によ  

る格差が男女とも大きい．  

したがって，わが国の未  

婚化は過去20年間急激に  

加速していることが示唆  

表4 性・年齢階級別未婚者割合（％）および平均初婚年齢：20～69歳の男女，2004年  

男  男女合計  

未婚割合  平均初婚  未婚割合  平均初婚  未婚割合  平均初婚  

年齢   女                      （％）  年齢a   （％）   年齢a   （％）   年齢a   

20～24歳   88．2   20．5   91．9   20．5   89．9   20．5   
25～29歳   50，3   23．6   65．0   24．2   57．5   23．9   
30～34歳   25．3   25．1   33．4   25．7   29．3   25．4   
35～39歳   10．3   25．4   19．0   27．6   14．4   26．4   
40～44歳   5．1   25．3   11．0   27．8   8．1  26．5   
45～49歳   6．6   24．8   8．8   28．2   7．6  26．4   
50～54歳   3．8   24．0   7．3   27．4   5．6  25．7   
55～59歳  2．6  24．1   3．9   26．9   3．2  25．4   
60～64歳   1．6   23．6   1．3   26．6   1．4  25．0   
65～69歳   1．4   23．7   0．6   27．1   1．0  25．5   
総計  16．91  24．4  20．6   27．1   18．7 25．7   

注：割合（％）および平均は全て，SamPleandresponserateweightsに  
よる加重平均である．  

a－一皮婚者における平均初婚年齢．  

8）米国においても，同棲経験率は学歴の低い層でより高いことが既存研究により示されている（Bumpassand  

Sweet1989，Bumpass，SweetandCherlin1989）．  
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される．2004年現在，20～24歳の男女の約9割が未婚であり，25～29歳でも女性で約半分，  

男性では3分の2が未婚である．さらに，30歳代の男女の未婚者割合も相当水準あり，30  

～34歳の女性で4分の1，同年齢の男性では3分の1が未婚であり，30歳代後半でも，女  

性の10分の1，男性では5分の1が未婚である．ここから，2000年の国勢調査以降，未婚  

化はさらに進行していることが窺われる（国立社会保障・人口問題研究所2005，pp．110－  

111）．   

一方，既婚者の平均初婚年齢は，20歳代の者を除き，女性で24～25歳，男性では26～28  

歳という比較的狭い年齢幅に収まっており，未婚者割合に見られたような年齢による大き  

な差異は見られない．20歳代の既婚男女の平均初婚年齢が目立って低いのは，主に，非常  

に若い年齢での結婚（つまり早婚）が若い年齢層で高い割合を占めているためである．こ  

のような早婚者の集中という年齢による選択性バイアスがかからない30歳以上をみると，  

特に既婚女性の平均初婚年齢は，緩やかではあるが年齢と共に低くなる傾向がみられ，結  

婚した女性も晩婚化したことがわかる．   

次に，時間依存性  
表5 初婚タイミングの時間依存性ハザード分析の説明変数の記述統計量：25～69歳の男女，2004年  

ハザード分析モデル  

を用いて，25～69歳  

の全配偶関係の男女  

を対象として，年齢  

別初婚確率の決定要  

因を分析してみたい．  

ここでいう「時間」  

とは初婚を経験する  

可能性のある年齢を  

さし，各説明変数の  

影響が「時間」によ  

り有意に変化するか  

否かを検証し，有意  

な時間依存性が見ら  

れる場合，その変数  

と時間の交叉項  

（interaction）をモ  

デルに導入した．表  

5には，この分析に  

用いられる説明変数  

の平均と標準偏差が  

示されている．ここ  

では，初婚タイミン  

三 ．、  女  男   

平均   標準偏差   平均   標準偏差   

出生コホートa   55．40   12．33   54．34   13．66   

出生コホートⅩ時間b   2498．71   179．71   2503．38  175．94   
学歴  

中学以下   0．147   0．354   0．160  0．367   

高校†   0．437  0．419   

各種専門学校   0．127   0．333   0．070  0．255   

短大・高専   0．187   0．390   0．050  0．218   

大学・大学院   0．093   0．291   0．290  0．454   

不明・無回答   0．008   0．090   0．011  0．105   

兄の数  

ゼロ†   0，614  0．606  

1人   0．264   0．441   0．285   0．451   

2人以上  0・123   0．328   0．109  0．312   

姉の数  

ゼロ†  0．582  0．581  

1人   0．282   0．450   0．282   0．450   
2人以上  0．137  0．343   0．137  0．343   

弟の数  

ゼロ†  0．610  0．630  

1人   0．297   0．457   0．270   0．444   

2人以上  0．093  0．290   0．100  0．300   

妹の数  

ゼロ†  0，621  0．620  
1人   

2人以上  0．280   0．449   0．287   0．452  
15歳までの主な生育地  

農村・漁村・山村†   0．360  0．365  

地方小都市   0．374   0．484   0．375   0．484   

大都市圏  0．266  0．442  0．259   0，438   
同棲経験あり   0．096  
国華経験Ⅹ時間b   3．928   0．295  0．125 0．331  
注：†－－レファレンス・カテゴリー  

a－一西暦出生年一1900．  

b－－「時間」とは初婚が起こる可能性のある年齢（初婚のリスク期間）をさす．  
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グの決定構造に男女間で差異が  

あるため，男女別に分析を行う．   

表6には，男女別に，時間依  

存性ハザード・モデルにより推  

計された年齢別初婚確率の説明  

変数のリスク比（hazard ra－  

tio）が示されている．リスク  

比は変数の係数の指数であり，  

relativeriskとも呼ばれる．リ  

スク比が1．0よりも高ければ，  

その変数の影響はプラスであり，  

1．0未満であれば，変数の影響  

はマイナスであり，1．0であれ  

ば，変数の影響はゼロである．  

まず，この表に示されている推  

計結果から，男女とも出生コホー  

トと初婚確率との間には有意な  

負の関係があり，最近出生した  

コホートほど初婚確率が有意に  

低下していることがわかる．さ  

らに，出生コホートの年齢別初  

婚確率への影響にはプラスの時  

間依存性がみられ，これは特に  

女性で顕著である．これは，出  

生コホートの初婚確率への影響  

は，女性の年齢が上がるにつれ  

て弱くなることを示している．  

ただ，わが国の女性の初婚の多  

表6 初婚タイミングの時間依存性ハザード分析による説明変数の  

推計値のリスク比（RetativeRisk）：25～69歳の男女，2004年  

説明変数   女   男   

出生コホート   0．988■＊   0．980…   

出生コホート Ⅹ時間a   1．001＊＊   1．000＃   

学歴  

中学以下   1．265…   1．083   
高校   1．000   1．000   
各種専門学校   0．801＝   0．960   
短大・高専   0．844＝   0．960   
大学・大学院   0．659＝   0．896＊   

不明・無回答   1．035   1．002   

兄の数  

ゼロ†   1．000   1．000   

1人   0．971   1．040   
2人以上  1．057   1．001  

姉の数  

ゼロ†  1．000   1．000   

1人   1．017   1．006   
2人以上  1．057   1．057  

弟の数  

ゼロ†  1．000   1．000   
1人   1．004   0．941   
2人以上  1．031   1．016  

妹の数  

ゼロ†  1．000   1．000   

1人   1．127…   0．935   
2人以上   1．179＊＊   0．923   
15歳までの主な生育地  

農村・漁村・山村†   1．000   1．000   

地方小都市   0．917＊   0．883＊＊   

大都市圏   0．773＊＊   0．833＊＊   

同棲経験あり   2．208＊＊   3．029＊＊   

同棲経験Ⅹ時間a   0．983＊＊   0．979＊＊   

Loglikelihood   －26812．9  －22725．8   

LRchi－Square（d．f．）   530．3（19）   247，6（19）   

Prob．＞Chi－Square   D．000   0．000   

（Numberofcases）   （3，992）   （3，580）   

＊1％で有意． ＊5％で有意． ＃10％で有意．  
注：リスク比とは推計された変数の係数（coefficient）の指数である．  

†一－レファレンス・カテゴリー  

a－－「時間」とは初婚が起こる可能性のある年齢（初婚のリス   

ク期間）をさす．  

くは20歳代半ばから後半に起こっているため（国立社会保障・人口問題研究所2005，  

p．100），総体的に，女性の年齢別初婚確率は，最近の出生コホートになるほど減少してい  

るといえる．   

学歴も初婚タイミングに有意な影響を与えるが，それは特に女性で顕著である．表6に  

示されているように，女性の学歴と初婚確率との間には強い負の関係があり，高校卒の女  

性と比べて，中学卒かそれ以下の女性の初婚確率は約27％高く，一方，各種専門学校およ  

び短大・高専卒の女性の初婚確率はおよそ16～20％低くなっている．大学以上の高学歴の  

女性の初婚確率はさらに低く，高校卒の女性と比べて34％低い．一方，男性の初婚確率へ  

の学歴の影響は女性への影響ほど強くはないが，高校卒と比べて，大学以上の高学歴の男  
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性の初婚確率は約10％低い．先述したように，わが国の男女の教育水準は1970年代以降向  

上しており，特に女性の高学歴化のスピードは急速である（国立社会保障・人口問題研究  

所2005，pp．149－150），今後もこの高学歴化が続けば，女性（そして男性）の晩婚化・非  

婚化はさらに進行すると予想される．   

妹の数もまた女性の初婚タイミングに影響を与える．妹がいない女性と比べて，妹が1  

人いる女性の初婚確率は13％高く，妹が2人以上いる女性の確率は18％高い．これは，自  

分より若い「結婚予備軍」が家族内にいることによる，一種の「玉突き効果」を示唆して  

いるのではないかと考えられる．   

男女ともに，生育地が都市部である者は，村落部で育った者に比べて初婚確率が有意に  

低く，またその都市の人口規模が大きいほど，初婚タイミングは遅い．15歳までの生育地  

が主に農村や漁村や山村である女性に比べて，地方の小都市で生まれ育った女性の初婚確  

率は約8％低く，生育地が大都市圏の女性の確率は23％も低い．一方，村落部で生まれ育っ  

た男性に比べて，生育地が地方小都市の男性の初婚確率は12％，大都市圏の男性のそれは  

17％低くなっている．ここから，都市部で生まれ育つことと男女の初婚確率との間には負  

の関係があることがわかる．近年そのスピードは緩やかになってきているとはいえ，わが  

国の都市化は続いており（国立社会保障・人口問題研究所2005，p．166），この結果から  

も未婚化は今後も進むことが予想される．   

最後に，未婚期の同棲経験と初婚タイミングとの関係をみると，男女ともに同棲経験自  

体の影響は非常に強いプラスであるが，その時間依存性はマイナスである．これは，未婚  

期の同棲は男女の初婚確率を大きく上昇させるが，その影響は年齢が上がるにしたがって  

徐々に弱くなることを示している．言い換えれば，若い年齢（特に20歳代）では同棲経験  

があるか否かで初婚確率に大きな差があるが，年齢が上がるにつれて同棲経験が初婚確率  

に与える影響は小さくなる．   

以上の分析結果から，わが国のシングル化は進んでおり，それには高学歴化や都市化，  

および同棲の増加が一因となっていることが示唆される．特に高学歴化とシングル化との  

関係は女性において顕著である．社会経済発展の下で結婚・家族をめぐる社会通念が変化  

し，伝統的価値観からの帝離が進むにしたがって，わが国の男女のシングル化はさらに進  

行することが予想される．  

Ⅴ．パートナーシップ形成  

では，このような未婚期の同棲経験と結婚行動の変化を，パートナーシップ形成として  

ひとつに捉えると，どのような性・年齢別パターンがみられるのであろうか．パートナー  

シップ形成には，①同棲経験をへて結婚，②同棲経験なしで結婚，③同棲のみで結婚なし，  

④同棲も結婚も経験なし，という4つのタイプが考えられる．表7には，25～69歳の男女  

におけるこれら4つのパートナーシップ形成タイプの年齢別パーセント分布が示されてい  

る．この表の一番上のパネルから，未婚期に同棲を経験した後に結婚した者の割合は45歳  
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表7 性・年齢階層別パートナーシップ形成パターンのパーセント分布：25～69歳の男女，2004年  

パートナーシップ形成パターン（％）：  

性・年齢  
（N）  

男女計  

25～29歳   13．5   28．8   6．9   50．8   （641）   

30～34歳   14．7   57．6   3．4   24．3   （811）   

35～39歳   13．9   72．9   1．8   11．4   （904）   

40～44歳   13．3   78．6   0．2   7．9   （856）   

45～49歳   7．5   84．8   1．5   6．1   （922）   

50～54歳   9．0   85．4   0．5   5．0   （1，081）   
55～59歳   6．7   90．0   0．2   3．2   （1，091）   

60～64歳   6．7   91．9   0．2   1．3   （1，033）   

65～69歳   3．5   95．4   0．1   1．0   （914）   

総計   9．8   77．3   1．5   11．4   （8，181）   

女  

25～29歳   15．4   33．9   4．8   45．9   （352）   

30～34歳   14．9   62．0   2．5   20．7   （447）   

35～39歳   13．4   77．4   1．4   7．8   （500）   

40～44歳   11．5   83．3   0．0   5．2   （456）   

45～49歳   6．2   87．2   1．3   5．3   （504）   

50～54歳   7．0   89．1   0．0   3．8   （558）   

55～59歳   92．0   0．0   2．6   （527）   

60～64歳   1．3   （535）   

65～69歳   5．4            4．2   1．4   （425）   

総計   8．8   94．2  0．2  9．7   （4，304）   

男  

25～29歳   11．4   23．6   9．1   55．8   （289）   

30～34歳   14．5   53．0   4．3   28．2   （364）   

35～39歳   14．5   67．9   2．3   15．4   （404）   

40～44歳   15．1   73．9   0．4   10．6   （400）   

45～49歳   8．9   82．4   1．8   7．0   （418）   

50～54歳   11．0   81．7   1．1   6．2   （523）   

55～59歳   87．9   0．4   3．7   （492）   

60～64歳   9．4   89．3   0．2   1．2   （498）   

65～69歳   4．8   94．4   0．2   0．6   
総計  

（489）  

8．0                                       10．8   74．1   2．0   13．2   （3，877）  

注：割合（％）は全て，Sampleandresponserateweightsによる加重平均である．  

未満で13～15％と，それより上の年齢層と比べて目立って高いことがわかる．その分，同  

棲経験なしに結婚という伝統的なパートナーシップ形成をした者の割合は低くなっており，  

また25～29歳および30～34歳では，同棲のみの割合がそれぞれ7％と3％あり，さらに同  

棲も結婚もなしの割合が51％と24％と，未だパートナーシップ形成の経験のない者が相当  

水準に上っている．   

とはいえ，40歳以上の男女では，「同棲のみ」の割合はほぼゼロに近いことから，同棲  

が安定したパートナーシップの形態の1つとして広まっている北欧（B．Hoem1988，  

HoemandRennermalm1985）などとは異なり，わが国では同棲は結婚の前段階という  

傾向が強いことが示唆される．事実，JGGSでは婚前同棲経験のある既婚者男女に対し，  

同棲相手と結婚したか尋ねているが，約8割（女性の83％，男性では75％）が結婚したと  

答えており，男女とも明確な年齢パターンはみられない．ここからも，わが国では同棲は  

結婚前の一種のトライアルとしての役割を果たしており，それには大きな変化がみられな  

いことが示唆される．  
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このようなパートナーシップ形成における年齢パターンは男女に共通するが，男女差に  

注目すると，同棲経験なしに結婚という伝統的タイプの割合は女性でより高く，一方同棲  

も結婚も経験していない者の割合は，特に40歳未満の男性でより高い．これは，女性の初  

婚年齢が男性よりも低い傾向が強く，また1970年代半ば以降の少子化により，結婚適齢期  

人口において「男余り」の状況が続いていることに一因があると考えられる．なお，同棲  

を経験をした後に結婚した者や同棲のみ者の割合は，女性よりも男性で若干高くなってい  

るが，目立った男女差はみられない．  

Ⅵ．婚前妊娠と婚前出産  

最後に，前節でみたパートナーシップ形成と出生との関係を分析してみたい．わが国を  

含むアジア諸国では，出生は結婚と強く結びついており，子どもを持つ事が結婚の目的の  

1つである傾向が強い．しかし一方，近年わが国では「できちゃった結婚」という言葉の  

広まりからも窺われるように，婚前妊娠（結婚に先立つ妊娠）が増加している（Iwasawa  

andRaymo2005）．進行する未婚化と少子化を考えると，結婚を含むパートナーシップ  

形成と出生の順序（sequentialorder）を検証することは重要である．   

表8には，子どものいる既婚男女の年齢階層別にみた婚前妊娠および婚前出産経験者の  

割合が示されている．ここでいう「婚前出産」とは，初婚以前に第1子出生を経験してい  

る者をさし，結婚相手が実際に子どもの親であるかどうかの確証はない．一方，「婚前妊  

娠」は第1子出生が初婚から8ヶ月未満で起こっている者と定義する．この場合も，婚前  

出産と同様，婚前妊娠が結婚相手によるか否かの確定はできないが，婚前出産と比べて，  

婚前妊娠では結婚までの間隔が短い場合が多いことから，妊娠の当事者同士が結婚する可  

能性は高いと考えられる．   

この表から，第1子が婚前妊娠であると考えられる既婚者の割合は，男女とも年齢が低  

表8 性・年齢階層別婚前出産および婚前妊娠割合（％）：子どものいる20～69歳の既婚男女，2004年  

男       男女計  

（％）  
年齢  女     ／               婚前出産  婚前妊娠   婚前出産  婚前妊娠  （N）  M  婚前出産  婚前妊娠  （N）   （％）  （％）   （N）   （％）   （％）  （％）   

20～24歳   0．0   95．5   （23）   6．2   69．5   （15）   2．7  84．0   （38）   

25～29歳   4．5   37．5   （117）   7．5   42．5   （67）   5．7   39．6   （184）   

30～34歳   2．3   25．8   （217）   5．2   21．8   （150）   3．6   24．0   （367）   

35～39歳   1．7   17．4   （461）   3．2   20．3   （308）   2．3   18．7   （769）   

40～44歳   1．2   14．9   （387）   4．4   11．4   （298）   2．7   13．3   （685）   

45～49歳   1．8   12．3   （411）   3．2   12．6   （328）   2．5   12．4   （739）   

50～54歳   2．2   7．9   （469）   3．0   10．2   （406）   2．6   9．0   （875）   

6．5   （442）   2．9   2．5   5．7   （846）   

5．7   （470）   3．2   3．0   5．2   （876）   

4．5   4．8  （404）  （752）   

総計   2．2 12．8  （3，351）   3．7   11．9  （2，780）   2．9   12．4   （6，131）   

注：割合（％）は全て，少なくとも子どもが1人いる既婚者を対象としたsampleandresponserateweights  
による加重平均である．「婚前出産」は，既婚者のうち第1子出生が初婚より前に起こっている者をさし，  

初婚相手が第1子の親であるかどうかば不明である．また，「婚前妊娠」は，既婚者のうち第1子出生が  
初婚から8ヶ月未満（結婚と同年次・同月も含む）に起こっている者をさし，婚前妊娠が結婚相手による  
か否かは不明である．  
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くなるにしたがって劇的に増加していることがわかる．ほとんどが妊娠したため結婚した  

（つまり「できちゃった結婚」した）であろう少数の20歳代前半の男女は別にしても，25  

～29歳の既婚男女のおよそ4割が婚前妊娠経験者である．また，それより上の年齢層でも  

婚前妊娠割合は相当な水準にあり，30～34歳の女性の26％，そして35～39歳の女性では17  

％が結婚後8ヶ月未満に第1子出生を経験している．同年齢の男性の婚前妊娠経験割合は，  

それぞれ22％と20％である．ここから，わが国における近年の婚前妊娠の急速な増加が示  

唆される．   

一方，婚前出産の割合には明確な年齢パターンは見られず，またその割合も非常に低い．  

これは，わが国の婚外出生率が1960年以降1～2％の水準で推移していることからも予想  

された結果であり，出産は依然として結婚のなかで起こる傾向が強いことが再確認される．   

次に，25～69歳の全既婚男女の婚前妊娠と婚前出産の決定要因を，ロジスティック回帰  

分析モデルを用いて探ってみたい．表9には，これらの分析モデルに導入された説明変数  

表9 婚前妊娠および婚前出産のロジスティック回帰分析の説明変数の記述統計量：25～69歳の既婚男女，2004年  

説明変数   男女合計  女  男  

平均   標準偏差   平均   標準偏差   平均   標準偏差   

性別＝女   0．537   0．499  

年齢  

25～29歳†   0．038  0，045  0．045  
30～34歳   0．064   0．244   0．068   0．251   0．059   0．236   
35～39歳   0．127   0．334   0．139   0．346   0．114   0．317   
40～44歳   0．109   0．312   0．112   0．315   0．106   0．308   
45～49歳   0．118   0．323   0．121   0．327   0．114   0．318   
50～54歳   0．141   0．348   0．138   0．345   0．144   0．351   
55～59歳   0．137   0．344   0．132   0．339   0．142   0．349   
60～64歳   0．141   0．348   0．136   0．343   0．147   0．354   
65～69歳   0．126   0．331   0．108   0．311   0．146   0．353   

学歴  

中学以下   0．165   0．371   0．160  0．366   0．172   0．377   
高校†   0．439  0．454  0．423  
各種専門学校   0．096   0．295   0．124   0．329   0．064   0．245   
短大・高専   0．119   0．324   0．180   0．384   0．048   0．214   

大学・大学院   0，176   0．381   0．080   0．271   0．287   0．452   

不明・無回答   0．009   0．096   0．008   0．091   0．010   0．101   

兄の数  

ゼロ†   0．601  0．608  0．593  

1人   0．273   0．445   0．259   0．438   0．289   0．453   
2人以上  0．126  0．332   0．133  0．339   0．118  0．322   

姉の数  

ゼロ†  0．569  0．572  0．565  
1人   0．285   0．452   0．284   0．451   0．286   0．452   
2人以上  0．146  0．353   0．144  0．351   0．148  0．355   

弟の数  

ゼロ†  0．611  0．602  0．622  
1人   0．285   0．452   0．299   0．458   0．270   0．444   

2人以上  0．104  0．305   0．100  0，300   0．108  0．311   

妹の数  

ゼロ†  0．615  0．613  0．617  
1人   0．282   0．450   0．281   0．450   0．282   0．450   
2人以上   0．104   0．305   0．106   0．308   0．101   0．301   

婚前同棲経験あり   0．110   0．312  0．096    0．295   0．125   0．331   

注：†－－レファレンス・カテゴリー．  
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の記述統計量が示されている．まず，これら既婚男女の婚前妊娠確率のロジスティック回  

帰分析の結果，男性と女性の間には有意な差のないことがわかる（表10参照）．一方，年  

齢による影響は男女ともに大きく，年齢が上がるにしたがって，婚前妊娠確率は有意に低  

下する．この年齢と婚前妊娠との間のほぼ線形の負の関係は，特に女性において顕著であ  

り，婚前妊娠の広がりは女性においてより最近かつ急速に起こっていることが示唆される．   

表10に示されているように，男女ともに学歴と婚前妊娠との間にも有意な負の関係がみ  

られる．高校卒に比べて，中学卒（特に女性）の婚前妊娠確率は有意に高い一方，短大や  

高専および4年制大学以上  

といった高学歴者の確率は  

ずっと低い．『出生動向基  

本調査』のデータを用いた  

先行研究（Iwasawa and  

Raymo2005）でも，1980  

～97年に結婚した女性の婚  

前妊娠経験確率は低学歴層  

の女性で高く，高学歴層で  

顕著に低いという結果が得  

られており，ここでの分析  

結果は支持されている．   

姉の存在は婚前妊娠確率  

を押し上げ，これは特に女  

性に顕著である．姉がいな  

い女性に比べて，姉が1人  

いる女性の婚前妊娠確率は  

51％高く，姉が2人以上い  

れば92％高い．弟が1人い  

る男性の婚前妊娠経験確率  

も，弟がいない男性に比べ  

て有意に高い．しかし，こ  

れらの姉や弟の数の婚前妊  

娠への影響が何を意味する  

のかは明確ではない．   

最後に，婚前同棲と婚前  

妊娠との間には非常に強い  

プラスの関係がある．男女  

表10 婚前妊娠のロジスティック回帰分析による説明変数の推計値  

のオッズ比（OddsRatios）：25～69歳の既婚男女，2004年  

説明変数   男女合計   女   男   

性別＝女   0．941  

年齢  

25～29歳   1．000   1．000   1．000   
30～34歳   0．543■＊   0，646＃   0，366…   

35～39歳   0．425＊書   0．420＊＊   0．404＊＊   

40～44歳   0．283…   0．338…   0．199＊♯   

45～49歳   0．268■†   0．278■＊   0．235…   

50～54歳   0．156…   0．137書＊   0．159＊＊   

55～59歳   0．093…   0．115…   0．064…   

学歴  

中学以下   1．414…   1．522■   1．324   
高校   1．000   1．000   1．000   
各種専門学校   0．949   1．110   0．739   
短大・高専   0．647＊■   0．712＊   0．478＊   

大学以上   0．457…   0．575＊   0．397＊＊   

不明・無回答   1．980＊   3．085＊   1．134   
兄の数  

ゼロ†   1．000   1．000   1．000   
1人   1．031   0．858   1．285＃   

2人以上  1．129   0．977   1．358  
姉の数  

ゼロ†  1．000   1．000   1．000   
1人   1．303＊＊   1．530＊＊   1．040   
2人以上  1．665＊■   1．953…   1．394＃  

弟の数  

ゼロ†  1．000   1．000   1．000   
1人   1．168   0．949   1．531…   

2人以上  1．037   0．854   1．258  
妹の数  

ゼロ†  1．000   1．000   1．000   

廼重岡横線験あり   2，391…   2．455…   2．366…   

Loglikelihood   －1919．9   －1070．1   －833．9   

LRchi－Square（d．f．）   444．5（23）   255．5（22）   219．8（22）   
Prob．＞Chi－Square   0．000   0．000   0．000   
（Numberofcases）   （6，026）   （3，292）   （2，734）  

＝1％で有意． ＊5％で有意． ＃10％で有意．  
とも，婚前同棲の経験のあ 注：オッズ比とは推計された変数の係数（c。effici。nt）の指数である．  
る者の婚前妊娠確率は，そ   トーレファレンス・カテゴリー  
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うでない者に比べて，約2．5倍高くなっている．前述したように，JGGSでは未婚期の同  

棲のタイミングや期間などの詳細についての情報は収集されていないため確言できないと  

はいえ，この結果から，同棲中に妊娠し，それが結婚と結びついている可能性が高いこと  

が示唆される．   

次に，婚前出産のロジスティック回帰分析の結果に目を向けると，婚前出産とは対照的  

に，婚前出産への年齢や学歴の影響は有意ではない（表11参照）．ここから，婚前出産確  

率はあまり変化しておらず，  

高学歴化による影響もほと  

んどないことが示唆される．  

一方，女性が結婚前に出産  

を経験する確率は，男性に  

比べて有意に低い．婚前妊  

娠確率には男女差がない一  

方で，婚前出産確率には有  

意な差があることについて  

は，未婚男女同士が「でき  

ちゃった結婚」することが  

多いと思われる婚前妊娠と  

は異なり，婚前出産では相  

手が未婚者でない場合がよ  

り多いのではないかと考え  

られる．また，結婚してい  

ない者が子どもをもつこと  

への社会的認識は男性より  

も女性に対してより厳しい  

と考えられることから，女  

性回答者が何らかの方法で  

婚前出産を過少申告した可  

能性も否定できない．   

さらに，未婚期の同棲経  

験者の婚前出産確率は，同  

棲経験がない者と比べて有  

意に高いが，これは特に男  

性で顕著である．25～69歳  

の女性の場合，同棲経験者  

における婚前出産経験割合  

は3．7％である一方で，同  

表‖ 婚前出産のロジスティック回帰分析による説明変数の推計値  

のオッズ比（OddsRatios）：25～69歳の既婚男女，2004年  

説明変数   男女合計   女   男   

性別＝女  0．571＊＊  

年齢  

25～29歳   1．000   1．000   1．000   
30～34歳   0．675   0．586   0．748   
35～39歳   0．505＃   0．457   0．536   
40～44歳   0．577   0．336＃   0．760   
45～49歳   0．523   0．473   0．561   
50～54歳   0．554   0．686   0．468   
55～59歳   0．510   0．629   0．443   
60～64歳   0．637   0．864   0．508   
65～69歳   0．813   1．044   0．711   
学歴  

中学   1．240   0．958   1．419   
高校   1．000   1．000   1．000   
各種専門学校   1．155   1．144   1．222   
短大・高専   0．701   0．681   0．736   
大学以上   0．770   0．910   0．765   
不明・無回答   1．623   

a   2．508   

兄の数  

ゼロ†   1．000   1．000   1．000   
1人   0．892   0．875   0．902   
2人以上  0．846   0．525   1．151  
姉の数  

ゼロ†  1．000   1，000   1．000   
1人   1．198   1．041   1．336   
2人以上  1．288   1．309   1．300  

弟の数  

ゼロ†  1．000   1．000   1．000   
1人   1．127   0．988   1．239   
2人以上  0．947   0．767   1．103  
妹の数  

ゼロ†  1．000   1．000   1．000   
1人   0．660■   0．761   0．593＊   

2人以上   0．614＃   0．534   0．686   
婚前同棲経験あり   2．138＝   1．876＃   2．251＝   

Loglikelihood   －786．8   －345．1   －435．4   

LRchi－Square（d．f．）   51．9（23）   16．6（21）   32．4（22）   

Prob．＞Chi－Square   0．001   0．736   0．070   
（Numberofcases）   （6，026）   （3，263）   （2，734）   

＝1％で有意． 書5％で有意． ＃10％で有意．  
注：オッズ比とは推計された変数の係数（coefficient）の指数である．  
トーレファレンス・カテゴリー．  

a－一字歴が不明・無回答の27人の中で婚前出産を経験した者はゼロ  
であるため，分析に含まれていない．  
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棲経験のない者の割合は2．1％であるのに対し，男性では，同棲経験のある者とない者の  

婚前出産経験割合は，それぞれ8．0％と3．3％と，同棲経験による差は女性よりも大きい．  

この男女差は回答者の属性をコントロールした後にも有意であることが，この多変量解析  

の結果により確認される．先述したように，同棲は既婚男女の婚前妊娠の確率を有意に上  

昇させるが，男性の場合は，同棲は婚前妊娠とも結びついていることがわかる．  

Ⅶ．結語  

近年，わが国のパートナーシップ形成パターンは目覚しく変化している．本研究の分析  

により，未婚化の進行に加え，未婚期の同棲と婚前妊娠の増加が示唆された．最近の出生  

コホ「トほど初婚確率は有意に低い一方で，同棲や婚前妊娠の経験確率は年齢が若いほど  

有意に高く，この傾向は特に女性で顕著である．ここから，今後わが国では未婚化が継続  

する一方で，同棲や結婚に先立つ妊娠（おそらくその相当部分は妊娠したことによる結婚）  

は増加していくのではないかと予想される．この意味で，今後わが国が欧米型の「第2の  

人口転換」に接近していく可能性は否定できないが，わが国の家族主義の文化的伝統を考  

えると，1960年代以降の北欧や西欧で起こったような急激な同棲の浸透や結婚と出産の帝  

離が起こる可能性は低いのではないか．   

また，本研究による分析の結果，学歴は初婚タイミング，未婚期の同棲，および婚前妊  

娠の全てに有意な負の影響があり，それは特に男性よりも女性で顕著であることが見出さ  

れた．わが国では1970年代以降急速な高学歴化が進行しており，男性に比べて女性のそれ  

はより急速であることから，女性の高学歴化は急速な未婚化の主要要因の1つであり，少  

子化の主な要因ともなっていることが確認される．さらに，高学歴化がなければ，同棲や  

婚前妊娠はより高くなっていた可能性が示唆されると同時に，今後これらの非伝統的家族  

形成行動が低学歴層により集中していくことも考えられる．   

さらに，未婚期の同棲は初婚や婚前妊娠と結びついており，同棲経験者は，経験のない  

者と比べて，初婚確率が有意に高いだけでなく，婚前妊娠の経験確率も高く，さらに男性  

の場合は未婚で父親になることの確率も高くなることが，本研究により見出された．ここ  

から，わが国においては，同棲は結婚のトライアル段階である傾向が未だ強いことが示唆  

されるが，同棲中の妊娠により結婚に踏み切る可能性もあると思われる．いずれにしても，  

結婚すなわち家族形成の開始という状況が今後も変化を続けることは確実であると思われ  

る．ただ，同棲が結婚に代わるパートナーシップの形として広く認知されるようになるの  

か，また出生が結婚と切り離されていくのかについては，見方の分かれるところであろう．   

2004年のJGGSでは同棲のタイミングや期間および頻度などに関する情報が収集され  

なかったこともあり，同棲と結婚と妊娠・出産の3著聞の因果関係についての明確な説明  

は，現時点では不可能である．しかし，少子化と未婚化の急速な進行の下で，パートナー  

シップの変容と出生行動の関係についてより緻密な分析が必要とされており，今後パネル  

調査を含むさらなる情報収集と，ミクロ・データを用いた多変量解析に基づく詳細な実証  
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研究の積み重ねが必要とされている．  
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PattemsandCovariatesofPartnershipFormationinJapan  

Noriko O．TsuYA  

ThisstudyexaminesthepatternSandcovariatesofpartnershipformationinJapan，uSlngdata  

from the2004NationalSurvey On Mamage and the Family，The results ofthe analysis are  

Summarized asfo1lows．First，While birth cohortisin generalnegatively associatedwith the  

age－SPeCinc probability ofnrst marriage，ageis negatively associated with thelikelihood of  

COhabitation andpremaritalpregnancy，eSPeCially among women．To the extentthat these age  

di蝕rencescapturecohortchanges，theseresults suggestfurtherdecreasesinfirstmamageand  

futureincreasesincohabitationandpremaritalpregnancy．Second，educationslgnincantlyreduces  

the probabilities of且rst mamage，COhabitation，and premaritalpregnancy，eSPeCially among  

WOmen．Third，COhabitationis strongly and positively associated with thelikelihoods of丘rst  

marrlage，Premaritalpregnancyand，amOngmen，PremaritalbirthAltogether，theseresultsimply  

furtherchangesandincreasingvariabilityinpartnershipfbrmationpatternSinJapan．  
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人口問題研究（］．ofPopulationProblems）62－1・2（2006．6）pp．20～34  

特集：「世代とジェンダー」の視点から見た少子高齢社会の国際比較研究 その2  

女性の就業が出生意欲に及ぼす影響の  
ジェンダー比較1）  

岩 間 暁 子＊   

本稿は，女性の就業が夫婦の出生意欲に及ぼす影響について，2004年に実施された「結婚と家族  

に関する国際比較調査」のデータを用いて検討する．   

分析に先立ち，出生意欲や出生行動の規定要因に関する先行研究のレビューをおこない，（1）女性  

の就業，世帯年収，家族に関する価値観の3要因が出生意欲や出生行動の主な規定要因として重要  

である，（2）子どもを生み育てるプロセスで障壁となる要因は既にいる子ども数によって異なる，（3）  

女性の出生意欲だけではなく，男性の出生意欲も夫婦の出生行動に一定の影響を及ぼしている，と  

いう知見を踏まえて，以下の4つの仮説を構築する．   

第一に，子どもを持とうとする意欲に影響を及ぼす要因は既にいる子ども数によって異なる．第  

二に，性別役割分業が固定的な日本社会では，男性では稼ぎ手役割を果たせるか否か，女性では自  

分が子育てを中心的に担えるか否かにかかわる変数が有意な効果を持つだろう，すなわち，女性の  

就業は女性の出生意欲を抑制するのに対し，男性の出生意欲を高めると予測される．第三に，子育  

てには一定以上の経済力が必要となるため，世帯収入が低かったり，子育て費用の負担が重い場合  

には出生意欲は抑制されるだろう．第四に，肯定的な子育てイメージや，結婚生活において子ども  

の存在を重視する価値観を持っている人ほど出生意欲が高いと予測される．ロジット分析を用いた  

分析の結果，全般的にいずれの仮説も支持されている．   

女性のフルタイム就業は女性の第二子出生意欲を低める一方，男性の第二子出生意欲を高める効  

果を持っという分析結果は，二人の子どもを育てているフルタイム共働き世帯を対象に，女性の子  

育て負担を軽減する政策の必要性を示している．また，第二子，第三子を持とうとする際には経済  

的要因の影響が大きいため，第二子以降を対象とする経済支援策の拡充も必要である．子育てイメー  

ジが出生意欲に及ぼす影響が大きいという分析結果は，このような政策を早急に進めることの重要  

性を示している．  

Ⅰ．問題設定  

日本では1989年の「1．57ショック」以降，夫婦出生力の低下傾向が続いている．合計特  

殊出生率の変化の要因を調べた研究によると（岩澤2002），1990年代までの合計特殊出生  

率低下のほとんどは結婚行動の変化によって説明されるのに対し，1990年代以降では夫婦  

の出生行動パターンの与える影響が増加している．また，2002年に実施された「第12回出  

生動向基本調査（夫婦調査）」によって，結婚後5～14年という出生途上の夫婦で出生の  

＊ 和光大学人間関係学部  

1）本稿は厚生労働科学研究費補助金政策科学推進研究事業「国際比較パネル調査による少子社会の要因と政策   

的対応に関する総合的研究（平成17～19年度）」による研究成果の一部である．  
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ペースが落ちており，1960年代生まれの世代において夫婦出生率が低下していることも明  

らかになっている（国立社会保障・人口問題研究所2003）．これらの知見は，子どもを持  

とうとする意欲そのものが低下している可青巨性や，意欲はあってもそれを実現させるため  

に必要となる社会経済的諸条件の獲得がより困難になっている可能性を示していると考え  

られる．   

子どもを持ちたいという意欲が直ちに出生行動につながるわけではなく，子どもを持ち  

たいと希望しても，健康上の理由等で妊娠・出産に至らない場合も少なくない．しかし，  

一般的に，子どもを持とうと決心した夫婦はその実現に向けて具体的な行動をとることが  

知られており（Miller1992，MillerandPasta1995，ThomsonandHoem1998），子ども  

を持ちたくないと考える人々が増加すれば，出生率は低下する可能性が高い．また，子ど  

もをもちたいという気持ちは前の世代と同水準であったとしても，バブル経済崩壊以降の  

経済停滞によって，それを実現するための社会経済的障壁が高くなっている可能性も考え  

られる．このようなさまざまな可能性を考慮すると，日本における近年の夫婦出生力の低  

下がどのような要因によって引き起こされているのか，を解明する上で，子どもをもとう  

という意欲が子どもに対する価値観や子育てイメージなどの主観的要因によって規定され  

ているのか，それとも，女性の就業など社会経済的要因によって規定されているのか，を  

明らかにすることば重要な課題の一つと考えられる．   

横断的データを用いた先行研究では，出生意欲は出生行動の潜在的な代理変数として広  

く用いられており（Thomson1997），パネルデータの収集・利用が未整備の段階にとど  

まる日本では，夫婦の出生行動を解明する一つのアプローチとして，出生意欲を取り上げ  

る意義があると考えられる．欧米では，既に出生意欲の規定要因に関する分析が積み重ね  

られてきているものの（WaiteandStoIzenberg1976，Beckmanetal．1983，Miller1992），  

日本では先行研究が少なく，出生意欲の規定要因は必ずしも明らかにされていない．   

このような問題意識に基づき，本稿では既婚男女の出生意欲がどのような要因によって  

規定されているのか，について特に女性の就業が及ぼす影響に着目して分析を進める．ま  

た，世帯収入などの社会経済的要因や，子どもに対する価値観や子育てイメージが与える  

影響についてもあわせて検討する．   

本稿の特徴の一つは，男女別の比較分析をおこない，子どもをもとうとする意欲を規定  

する要因がジェンダーによってどのように異なるのか，を検討する点である．欧米でもか  

っては女性のみを対象とした研究が一般的だったが，近年では夫の意志が出生行動に対し  

て妻の意志と同等程度の効果を持つことが明らかになっており（Thompson1997），男性  

データや夫婦データの分析の重要性が指摘されている．   

性別役割分業が固定的な日本では，子どもを生み育てるプロセスの中で必要とされるさ  

まざまな資源のうち，女性は自らの時間や労働力を提供してケアを担い，男性は経済的資  

源を獲得することが期待されているため（Brinton1993，目黒・西岡2004），子どもを  

持とうとする際に考慮する要因が性別によって異なる可能性が考えられる．例えば，日本  

では子育て負担の大半が女性にのしかかり，「仕事と子育ての両立」は主に女性の問題と  
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みなされている．日本の低出生率の背景を理解する上では，このような子育て負担のジェ  

ンダー差を考慮する必要がある．   

第二の特徴は，何番目の子どもに関する出生意欲なのかを区別し，子ども数別にモデル  

を推定する点である．子どもをもつことによって生じる負担の量やそのあり方は，既にい  

る子ども数によって異なると考えられる．実際，次節で述べるように，既にいる子ども数  

によって（追加）出生に影響を及ぼす要因は異なることが先行研究によって明らかにされ  

ている．したがって，本稿でも現在いる子ども数別に出生意欲の規定要因を検討する．   

本稿の構成は以下のとおりである．Ⅱ節では先行研究を検討した後，仮説を提示する．  

Ⅲ節では分析に用いるデータと変数について説明する．Ⅳ節では子どもを持ちたいという  

意欲が性別によってどのように異なるのか，を子ども数別に比較し，全体的な傾向を確認  

する．Ⅴ節では子どもを持とうとする意欲がどのような要因によって規定されているのか，  

を子ども数別，男女別に比較分析する．以上の分析結果に基づいて，Ⅵ節では結論と今後  

の政策課題を示す．  

Ⅱ．先行研究の検討と仮説の提示  

1．先行研究の検討   

先進国における出生意欲または出生行動の規定要因に関する先行研究では，主な要因と  

して，（1）女性の就業，（2）世帯収入，（3）家族に関する価値観の3つが検討されてきた2）．   

家庭外での雇用労働が一般化し，子育て役割の遂行が女性に期待されている社会では，  

女性が就業しながら子育てをすることは一般的に難しく（BrewsterandRindfuss2000，  

福田2004），また，高学歴化や出産前の就業期間の延長による人的資本の増加とともに，  

就業中断による機会費用（仮に仕事を中断しなければ得られたはずの収入やキャリアの損  

失など）も大きくなるため（Becker1981），女性の就業は出生行動に対して負の効果をも  

つと考えられている．実際，スウェーデンやアメリカでは就業女性の出生率は専業主婦の  

出生率よりも低いことが確認されている（HoemandHoem1989，SpainandBianchi19  

96）．また，出生意欲に関する分析によると，出産後も仕事を継続したいと望む女性は，  
専業主婦の女性よりも出生意欲が低いことが明らかになっている（Waite and  

StoIzenberg1976）．   

第二に，子どもに対する価値観など他の要因の影響を一定にコントロールするならば，  

世帯収入によって代表される経済力は出生率を高めると理論的には考えられてきた  

2）最近では，夫婦関係の安定性が及ぼす影響に着目した研究もおこなわれている．夫婦関係の安定性について  

は二つの相反する仮説が提出されている．一つは，夫婦関係が安定的であれば子どもを持とうとし，不安定で  

あれば子どもを持つことを回避しようという夫婦関係の安定性が出生意欲や出生行動に対して正の効果を持つ，  

という説明である（LillardandWaite1993）．逆に，夫婦関係が不安定であるほど子どもを持つことによっ  

てその不安定性を解消しようとするという，夫婦関係の安定性が負の効果を持つと予測する仮説も提出されて  

いるが（Friedmanetal．1994），パネルデータを用いた分析では否定されている（Myers1997）．なお，結婚  

の安定性が負の効果を持つと予測する仮説は主に第一子の出生について構築されている．  
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（Becker1960）．この理論に関して多くの実証的検討がなされてきたものの，一貫した効  

果は必ずしも得られていない（WhiteandKim1987）．収入の有意な効果を見出した研  

究の中では，妻の収入が世帯にとって不可欠である場合には出生意欲が低い（Beckman  

1984），子育てにかかる教育費の負担は収入によって異なり，その負担感の違いが出生意  

欲に影響を及ぼす（Rindfussetal．1988）ことが明らかになっている．   

第三に，家族に関する価値観については，性別役割分業を肯定し，女性のアイデンティ  

ティとして母親役割を重視する価値観を持つ女性ほど出生意欲や出生率が高いと考えられ  

る（Nock1987）．実際，性別役割分業を否定する非伝統的な家族観を持つ女性ほど出生  

意欲が低く（Nock1987），子ども数も少ないことが明らかにされている（Nock1987，  

WhiteandKim1987，Myers1997）．   

このように，出生意欲や出生行動の規定要因として主に3つの要因が理論的実証的に検  

討されてきたが，それぞれの影響の及ぼし方は，既にいる子どもの数によって異なること  

も明らかにされている（WhiteandKim1987，HoemandHoem1989，Myers1997）．例  

えば，女性の就業が及ぼす効果については，第一子が生まれ，実際に子育てを経験する中  

で女性たちは子育てと仕事の両立の難しさを実感し，追加出生をためらうようになる，仕  

事満足感が高い女性ほど3年後の第一子出生確率が高い，といった知見も得られている  

（WhiteandKim1987）．   

日本では，首都圏在住の満20～49歳の既婚男女を対象に1994年に実施された調査データ  

のうち，40歳未満の男女のデータを用いて出生意欲の規定要因が検討されている（岩間  

2004）．分析の結果，（1）既にいる子ども数によって出生意欲に影響を及ぼす要因は男女と  

もに異なる，（2）出生意欲を規定する要因は性別によって異なり，男性の場合には稼ぎ手役  

割を果たせるか否か，女性の場合には自分が子育て負担を担えるか否か，という性別役割  

分業に関わる諸変数が有意な効果を持つ，（3）「結婚しても必ずしも子どもをもつ必要はな  

い」という価値観を持っているほど出生意欲は低い，（4）個人主義志向が強い女性は出生意  

欲が低い，（5）年齢の上昇と共に出生意欲は低くなる，という知見が得られている．しかし，  

そこで用いられたデータは首都圏に限定されているため，知見の一般化可能性については  

さらなる検討が必要である．また，フルタイムかパートタイムかという女性の就業に関わ  

るより詳細な検討はなされていないという問題がある．このような制約を踏まえ，本稿で  

は全国データを用いて女性の就業が出生意欲に及ぼす影響についてより詳細に検討する．  

2．仮説の提示   

先行研究の検討に基づき，本稿では以下の4つの仮説を検討する．   

第一に，先行研究でも明らかにされているように，子どもを持とうとする意欲に影響を  

及ぼす要因は既にいる子ども数によって異なるだろう．   

既述したように，日本社会はジェンダーに基づく性別役割分業が固定的な社会であり，  

男性には稼ぎ手役割，女性には家事や育児の遂行が期待されている．したがって，このよ  

うなジェンダーによって異なる役割期待を果たせるか否かによって，出生意欲が規定され  
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ていると考えられる．すなわち，男性では稼ぎ手役割を果たせるか否か，女性では自分が  

子育てを中心的に担えるか否かにかかわる変数が有意な効果を持つことが予測される．就  

業女性は，家事や育児の時間を捻出するための時間や人手のやりくりを日々の生活の中で  

直接的に担わざるを得ない立場におかれるため（RindfussandBrewster1996），就業は  

女性の出生意欲を下げる効果があると考えられる．他方，男性にとって妻の就業は自らの  

稼ぎ手役割を将来的にも軽減する効果を持つため，出生意欲を高めることが予測される．   

第三に，子育てには一定以上の経済力が必要となるため，世帯収入が低かったり，教育  

費の負担が大きい場合，出生意欲は低くなるだろう．   

第四に，価値観の効果については，肯定的な子育てイメージを持っていたり，結婚生活  

において子どもの存在を重視する価値観をもつ人ほど，出生意欲が高いと予測される．  

Ⅲ，データと変数  

本稿では「結婚と家族に関する国際比較研究会」が2004年2月から3月にかけて全国の  

満18歳～69歳の男女15，000名を多段抽出法で抽出し，留置法で実施した「結婚と家族に関  

する国際比較調査」のデータを用いる3）．有効回収票は9，074票（男性4，265名，女性4，809  

名）であり，回収率は60．5％である．本稿では満20～49歳の既婚者を分析対象とする．   

出生意欲は，「あなたは，これから子どもが（もうひとり）ほしいですか」という質問  

に対する回答（「ぜひほしい」「ほしい」「どちらともいえない」「あまりほしくない」「絶  

対ほしくない」）を用いる．Ⅳ節では分析に先立ち，ジェンダーと出生意欲の関連を確認  

するため，現在いる子ども数別に男女の回答分布を比較する．   

Ⅴ節では，「ぜひほしい」または「ほしい」と回答した場合を出生意欲があるとみなし  

て1を与え，それ以外の回答を出生意欲がないとみなして0とするダミー変数を作成した  

上で，被説明変数が二値の場合の分析に適したロジット分析をおこなう．分析には，表1  

に示す説明変数を含める（コントロール変数として，年齢と学歴を含める）．  

Ⅳ．ジェンダーと出生意欲  

女性は男性以上に出産や育児に関わるコストが高いため，子どもを持つことに対してよ  

り消極的である，という知見がアメリカで得られている（Beckman1984）．日本の場合  

にもこのような関係性は見られるのだろうか．ここでは，男女別，現在いる子ども数別に，  

出生意欲がどのように異なるのかを確認する．   

図1は第一子についての希望を尋ねた結果であるが，「ぜひほしい」および「ほしい」  

の割合は女性よりも男性でそれぞれ約5％多い．図2の第二子の希望については，「ぜひ  

ほしい」について同様の傾向が確認できる．図3の第三子の希望については，男性では  

3）調査の詳細については（西岡2005）を参照のこと．  
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表1 分析に含める変数の測定  

＜被説明変数＞  

1）第一子出生意欲   これから子どもを「ぜひほしい」または「ほしい」と回答した   

（まだ子どものいない場合）   場合に1．「どちらともいえない」「あまりほしくない」「絶対  

ほしくない」と回答した場合に0．   

2）第二子出生意欲   これからもう一人子どもを「ぜひほしい」または「ほしい」と   

（既に子どもが1人いる場合）  回答した場合に1．「どちらともいえない」「あまりほしくない」  

「絶対ほしくない」と回答した場合に0．   

3）第三子出生意欲   これからもう一人子どもを「ぜひほしい」または「ほしい」と   

（既に子どもが2人いる場合）  回答した場合に1．「どちらともいえない」「あまりほしくない」  

「絶対ほしくない」と回答した場合に0．   

＜説明変数＞  

女性の就業（2つのダミー変数）  （基準カテゴリーは無職）   

①フルタイム就業   フルタイム就業は1．それ以外は0．   

（診パートタイム就業   パートタイム就業は1．それ以外は0．  

備考）女性には本人，男性には妻の情報を用いる．   

経済階層  

世帯年収（4つのダミー変数）   （基準カテゴリーは300万円未満）   

③世帯年収1   夫婦の年収が300万円以上500万円未満は1．それ以外は0．   

④世帯年収2   夫婦の年収が500万円以上700万円未満は1．それ以外は0．   

（9世帯年収3   夫婦の年収が700万円以上1，000万円未満は1．それ以外は0．   

（参世帯年収4   夫婦の年収が1，000万円以上は1．それ以外は0．   

子育て費用  

⑦一ケ月あたりの平均子育て費用  過去1年間の子育て費用（教育費・学費や習い事のための費用   

（第二子出生意欲，第三子出生意  などを含む）の一ケ月平均について，各回答カテゴリーの中央   

欲のモデルのみに含める）   値（0円，5，00q円，15，000円，25，000円，40，000円，60，000円，  
85，000円，125，000円，150，000円）を与える．   

家族観  

⑧子どもの重要性   「結婚の主な目的は，子どもをもつことである」という質問に  

対して，「反対（1）」「どちらかと言えば反対（2）」「どちら  

ともいえない（3）」「どちらかと言えば賛成（4）」「賛成（5）」  

の5つの選択肢を用意し，1から5の5段階で測定．   

⑨子育てイメージ   「（もう1人）子どもがいると仮定すると，生活全体の満足度  

は現在と比べて，どう変わると思いますか」という質問に対し  
て，「ずっと悪くなる（1）」「少し悪くなる（2）」「変わらな  

い（3）」「少し良くなる（4）」「ずっと良くなる（5）」の5  
つの選択肢を用意し，1から5の5段階で測定．   

⑲年齢   満年齢   

⑪学歴   教育年数   

「絶対ほしくない」と回答した人が約3割であるのに対し，女性では約半数に達しており，  

男女差が大きい．総じて，女性の出生意欲は男性よりも低い傾向が確認できる．   

このような知見は，本稿と同じデータを用いて子どもを持つことに対する意識構造のジェ  

ンダー差を検討した分析結果と整合的である（福田2005）．福田は，（a）生活水準，（b）やり  

たいことをやる自由，（C）就職や昇進の機会，（d）心のやすらぎ，（e）生活全般の満足度の5領  

域について，「あなたに（もう1人）子どもがいると仮定すると，あなたの生活は現在と  

比べて，どう変わると思いますか」という質問によって得られた回答（選択肢は「ずっと  
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匡＝ ジェンダーと出生意欲（子どものいない人のみ）  

口男性（N＝165）臼女性（N＝176）  
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図2 ジェンダーと出生意欲（子どもが1人いる人のみ）  

田男性（N＝280）囚女性（N＝351）  
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図3 ジェンダーと出生意欲（子どもが2人いる人のみ）  

□男性（N＝620）匝女性（N＝845）  
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良くなる」「少し良くなる」「変わらない」「少し悪くなる」「ずっと悪くなる」の5段階）  

を潜在クラス・モデルによって分析した．分析の結果，男女ともに，「悪化型」「中立型」  

「改善型」という3パターンが析出されるものの，男性では子どもを持つことによって生  

活が改善すると考える「改善型」の割合が相対的に高いのに対し，女性では子どもを持つ  

ことによって生活が悪化すると考える「悪化型」の割合が相対的に高いというジェンダー  

差が明らかになっている．これらの結果は，子育て負担感が女性でより強く感じられてい  

る日本の現状を示している．  

Ⅴ．出生意欲の規定要因  

第何子についての出生意欲であるのかを区別するため，以下では現在の子ども数別にロ  

ジット分析をおこなう．  

1．第一子出生意欲の規定要因に関するロジット分析   
現在子どもがいない男女についての分析結果は表2に示すとおりである．   

まず注目されるのは，男性では，妻のフルタイム就業が負の有意な効果を持つ点である．  

このような結果が得られた背景として二つの可能性が考えられる．一つは，妻がフルタイ  

ムで働く共働き世帯では専業主婦世帯よりも生活における時間的ゆとりが不足しているこ  

とが推測され，子どもを生み育てることによってより厳しい状況になる事態を夫が回避し  

ようとする可能性である．また，一般的に，妻がフルタイムで働く場合には妻の収入が世  

帯収入に占める割合は高い．したがって，妻がフルタイム就業する世帯では，妻の離職が  

家計にもたらす経済的損失は相対的に大きく，夫の稼ぎ手としての負担を増大させる見込  

表2 「第一子出生意欲」のロジット分析  

説明変数   ＜男性：N＝163＞   
回帰係数   回帰係数   

切片   6．428…   －0．099   

フルタイム就業   －1．513日   0．495   

パートタイム就業   －0．905   0．313   

世帯年収1（300万円以上500万円未満）   －2．201…   0．280   

世帯年収2（500万円以上700万円未満）   －0．872   0．055   

世帯年収3（700万円以上1，000万円未満）   －1．663＊   －0．186   

世帯年収4（1，000万円以上）   －1．090   0．048   

子どもの重要性   0．295   0．606＊＊■   

肯定的子育てイメージ   1，003＊＊＊   1．008＊＊■   

年齢   －0．180＊＊■   －0．201＊＊＊   

学歴   －0．087   0．150   

－2LogL   200．971   230．648   

尤度比（自由度）   63．255（10）…＊   95．308（10）…   

注）…は1％水準で有意，♯＊は5％水準で有意，■は10％水準で有意．  
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みも高いため，妻のフルタイム就業が夫の出生意欲を低めている可能性も考えられる．本  

稿ではこれ以上の換討はできないが，なぜ妻のフルタイム就業が男性の第一子出生意欲を  

低めるのか，については今後さらに換討する必要があるだろう．なお，女性の場合には就  

業や世帯年収は有意な効果を持たない．   

男女ともに有意な効果を持つ変数は子育てイメージと年齢の二つである．子どもが生ま  

れることによって生活全般の満足感が高まることを期待している人ほど出生意欲が高い．  

女性の場合には，さらに，「結婚の主な目的は，子どもをもつことである」という価値観  

を持っている人の方が出生意欲は高い．また，子育てが長期にわたって親に時間やお金，  

労力といった負担を強いる面があることを考えれば当然とも言えるが，年齢が高いほど出  

生意欲が低いことも確認された．   

男性のみに有意な効果としては世帯年収がある．世帯年収が300万円以上500万円未満の  

層および700万円以上1，000万円未満の層では300万円未満の層よりも出生意欲が低いとい  

う効果が得られた．単純に考えるならば，収入が多いほど子どもを持つことの経済的障壁  

は低いと考えられるが，このような結果か得られた背景として，子育てにかける（かけよ  

うとする）教育費が階層によって異なることが関係していると考えられる．  

2．第二子出生意欲の規定要因に関するロジット分析   

現在子どもが一人いる男女について，二番目の子どもを望むかどうかに関する分析結果  

を表3に示す．   

男女ともに女性のフルタイム就業は出生意欲に対して有意な効果を持つが，効果の方向  

性が正反対である点が興味深い．男性の場合には，妻のフルタイム就業は第二子の出生意  

欲を高める効果を持つのに対し，女性の場合には自分自身のフルタイム就業は出生意欲を  

表3 「第二子出生意欲」のロジット分析  

説明変数   
＜男性：N＝248＞   
回帰係数   回帰係数   

切片   1．156   4．918＊＊■   

フルタイム就業   1．213…   －1．060＊＊■   

パートタイム就業   －0．244   －0．051   

世帯年収1（300万円以上500万円未満）   1．586■＊＊   －0．758   

世帯年収2（500万円以上700万円未満）   1．069＊＊   0．356   

世帯年収3（700万円以上1，000万円未満）   1．279＊＊   －0．064   

世帯年収4（1，000万円以上）   0．244   －0．135   

一ケ月あたりの平均子育て費用   －6．26E－6   －2．58E－6   

子どもの重要性   0．149   0，408■＊   

肯定的子育てイメージ   1．111＊＊■   0．983＊…   

年齢   －0．175＝＊   －0．215＊＝   

学歴   －0．043   

－2LogL   0．041      335．953   433．651   

尤度比（自由度）  107．163（11）…  156．371（11）＝＊  

注）…は1％水準で有意，＊＊は5％水準で有意．  
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低める．なぜこのような正反対の効果が得られたのだろうか．   

男性では，世帯年収が300万円以上1，000万円未満の収入階層と比べて，300万円未満の  

階層で出生意欲が低いという結果と併せて総合的に考えると，仮説構築の際に指摘したよ  

うに，性別役割分業が固定的な日本社会では，子どもを育てるプロセスで期待される役割  

が性別によって異なるため，男性は稼ぎ手役割を果たせるか否か，女性は育児を担えるか  

否か，に準拠して子どもを持とうとするかどうかを判断していると考えられる．一般的に，  

フルタイム就業はパートタイム就業よりも雇用の安定性が相対的に高く，また，将来的に  

も一定程度の安定的な収入が期待できる可能性が高い．したがって，妻のフルタイム就業  

は夫の稼ぎ手役割を軽減し，その結果として男性の第二子出生意欲を高めていると考えら  

れる．他方，女性の場合には，フルタイム就業はパートタイム就業よりも労働時間が長い  

など，育児と仕事の競合性がより高くなるため，二人目の子どもを持つことに対する消極  

的な態度につながっていると考えられる．   

また，第一子と同様に第二子についても，子育てイメージは男女ともに有意な効果を及  

ぼしており，子どもを生み育てることに対する肯定的なイメージが出生意欲の形成に寄与  

する効果が確認された．さらに，女性では，第一子出生意欲と同じく，結婚における子ど  

もの意味づけが大きい価値観を持つ人ほど第二子出生意欲も高いことが明らかになった．   

また，第一子出生意欲と同様に，性別に関係なく，年齢は出生意欲を抑制する効果を持っ  

ている．  

3．第三子出生意欲の規定要因に関するmジット分析   

現在子どもが二人いる男女について，三番目の子どもを望むかどうかに関する分析結果  

は表4のとおりである．  

表4 「第三子出生意欲」のロジット分析  

説明変数   ＜男性：N＝由0＞   
回帰係数   回帰係数   

切片   －0．938   1．805   

フルタイム就業   0．146   －0．202   

パートタイム就業   0．286   －0．564   

世帯年収1（300万円以上500万円未満）   0．571   0．493   

世帯年収2（500万円以上700万円未満）   0．232   0．863＊   

世帯年収3（700万円以上1，000万円未満）   0．116   0．555   

世帯年収4（1，000万円以上）   0．334   1．319＊＊   

一ケ月あたりの平均子育て費用   －5．5E－7   －0．00001＊＊＊   

子どもの重要性   －0．041   －0．025   

肯定的子育てイメージ   0．932＊＊＊   0．741＊＊＊   

年齢   －0．126＊＊＊   －0．176＊＊＊   

学歴   0．021   0．025   

－2LogL   402．793   518．863   

尤度比（自由度）   66．826（11）＊＊＊   132．911（11）綿＊   

注）＊＊＊は1％水準で有意，＊＊は5％水準で有意，＊は10％水準で有意．  
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第三子についても，第一子，第二子の出生意欲と同様に，男女ともに肯定的な子育てイ  

メージが出生意欲を高めることが確認された．男性については，この他に有意な影響を及  

ぼす変数は年齢のみであり，年齢が高くなるほど第三子を持とうとする意欲は低下する．   

女性では，世帯年収が500万円以上700万円未満の層および1，000万円以上の層では，300  

万円未満の層よりも出生意欲が高く，また，一ケ月あたりの平均子育て費用が多いほど出  

生意欲が低下することから，全般的に女性の第三子出生意欲は経済的要因によって規定さ  

れていることが明らかになった．  

Ⅵ．結論と今後の課題  

Ⅴ節の分析結果を仮説と対応づけながら整理すると，仮説1については，予想通り，何  

番目の子どもに関する出生意欲であるかによって規定要因が異なり，支持されている．   

性別役割分業社会であることを踏まえて構築した仮説2についても分析結果全体として  

みると支持されていると言えるだろう．女性自身がフルタイム就業する場合，就業は第二  

子の出生を躊躇させる要因となっており，子育て負担が女性にのしかかる状況の改善がな  

ければ働きながら二人目を生むことは難しいと感じられている．男性では，第二子出生意  

欲に対して世帯年収が与える影響は大きく，また，妻のフルタイム就業が夫の第二子出生  

意欲を高める効果を持つことと併せて考えるならば，男性にとって，共働きのメリットは  

自らの稼ぎ手役割の負担軽減であり，そのことが子どもを持ちたいという意欲につながっ  

ていると言えるだろう．   

仮説3に関わって，男性では年収300万円未満の層では他の収入階層と比べて第二子出  

生意欲が低いことが確認され，また，女性では第三子出生意欲が世帯年収だけではなく，  

子育て費用によっても規定されていることが明らかになった．つまり，男性の場合には第  

二子を持つかどうか，女性の場合には第三子を持つかどうかを考えるにあたって，経済的  

要因の影響は大きい．   

また，男女ともに，肯定的な子育てイメージは，第何番目の子どもであるかに関わりな  

く，出生意欲を高めることに寄与しており，仮説4も支持されている．   

この他に，年齢はすべての出生意欲に対して男女ともに有意な効果を及ぼしており，年  

齢が高くほど出生意欲は低下することが明らかになった．晩婚化による出生タイミングの  

遅れが結果的に少子化につながる可能性が示されている4）．  

4）年齢と共にコントロール変数として加えた学歴については有意な効果は得られなかった．教育年数の代わり  

に，中学校卒を基準カテゴリーとした4つのダミー変数（高校卒，専門学校卒，短大卒，大学卒）を加えたモ  

デルも第一子出生意欲，第二子出生意欲，第三子出生意欲の各々について検討したが，いずれのモデルでも学  

歴の有意な効果は得られなかった．また，2002年に実施された「第12回出生動向基本調査（夫婦調査）」のデー  

タを集計した研究によって，結婚持続期間が5年以上で結婚5年未満に第一子を出生した初婚どうしの夫婦で  

は，両親からの育児援助を受けた就業継続女性の方が，両親からの育児援助を受けなかった就業継続女性より   

も平均出生子ども数が多い可能性が示されている（岩澤2004）．このような育児援助が及ぼす影響を検討する  

ため，本稿でも親を含めた親族からの育児援助が出生意欲に与える効果について別途検討したが，多変量解析  

を用いた分析では有意な効果は見いだされなかったため，最終的なモデルには含めていない．  
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以上の分析結果は，どのような政策的課題の必要性を示しているのだろうか．二人目の  

子どもを持とうとする夫婦にとって，女性のフルタイム就業にはメリットとデメリットの  

両面がある．すなわち，フルタイムで働く女性にとっては，もう一人子どもが生まれるこ  

とで仕事と子育ての両立がさらに難しくなることがデメリットとして感じられ，子どもを  

持つことに対する消極的態度につながっているのに対し，男性にとっては，妻の安定的な  

雇用や収入は自らの稼ぎ手負担を軽減するメリットがあり，もう一人子どもを持とうとす  

る意欲を高める．以上の知見は，特に，二人の子どもを育てているフルタイム共働き世帯  

を対象に，女性の子育て負担を軽減する政策の必要性を示している．   

なお，本稿では検討できなかったが，フルタイム就業の女性はパートタイム就業の女性  

よりも仕事に対するコミットメントが相対的に高いことが予想され，このようなキャリア  

志向の高さが出生意欲の低さにつながった可能性も考えられる．フルタイムで一定期間働  

いた女性たちは仕事を通じて一定程度の社会的評価や経済的報酬を既に獲得していると考  

えられ，そのような女性たちにとっては，子育てと就業の両立が困難と予測される場合に  

は就業継続を優先させるという選択肢も現実的と思われる．女性の子育て負担を軽減する  

政策の拡充と併せて，労働市場からの一時的退出が不利にならない労働環境の整備が，少  

子化政策としても重要になりつつある現状を示唆しているのかもしれない．   

また，経済面に関しては，第二子，第三子を持つかどうかに対して世帯収入や教育費が  

影響を及ぼしていることから，二人目以降の子どもに対する経済的支援の拡充が求められ  

ていると考えられる．例えば，現行の児童手当の支給額は第一子と第二子で同額の5，000  

円，第三子からは10，000円となっているが（所得制限あり），第二子，第三子を対象とし  

た児童手当の増額は二人目，三人目の子どもを持ちたいと思っている人々を支援する一つ  

の方策となるだろう．このような子ども数に応じた経済的支援策の拡充が，第二子出生，  

第三子出生の増加につながる可能性がある．   

最後に，子どもを持つことによって生活全般の満足度は上がるだろうという期待は出生  

意欲を高めており，子どもを生み育てることの楽しさに触れることの重要性が示されてい  

るが，実際の子育てが負担感の少ない，楽しみをより多く感じられるものでなければ肯定  

的な子育てイメージの形成は難しい．女性に負担感がより多く感じられている現在の子育  

て環境の改善を急がなければ，否定的な子育てイメージが若い世代で広まり，第一子出生  

意欲さえ低下する可能性も考えられる．迅速な政策的対応が求められている．   

本稿では横断調査で収集されたデータを用いているため，子どもを持とうとする意欲が  

世帯収入や子育て費用の変化によって影響を受けているのか，等の因果関係を厳密に検討  

することはできなかった．また，このような意欲が実際の出生行動にどのように結びつい  

ているのか，という課題も残されている．これらについては，2007年に予定されているパ  

ネルデータの収集を待って検討したい．  
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TheEfrtctofWomen’sEmploymentonMenandWomen’sDesirefor  
ChildreninJapan  

Akiko IWAhlA 

Thepurpose ofthis articleis to explorethe relationship betweenwomenls employment and  

desire ofJapanese marriedcouplesforchildrenuslngthe dataofThe Comparative SurveyOn  

MarriageandFamiliesinJapan（2004）．First，IreviewextantStudiesconcemingthedeterminants  

of desirefor children and of childbirthinindustrialized societies．These studiesindicate the  

importanceofwomen’semployment，familyincomeandfamilyvalues．Basedonthesestudies，I  

COnStruCtfourhypotheses．Second，Iexaminetheempiricalsupportforthesehypothesesamong  

married couples，Which has not been studied thus fhrinJ叩an．Using Logit regressions，the  

fo1lowlngmainresultsareobtained：  

1）thedeterminantsofdesireforchildrenvarybyparity，   

2）thedeterminantsofdesireforchildrenvarybygender，namely，Whilelowfamilyincome  

discourages and wives．employment encourages husbands－desirefor children，WOmen’s  

employmentlowerswives’desireforchildrenwithrespecttoasecondchild，   

3）basically，familyincomesubstantiallyaf托ctsdesireforchildren；inparticular，menWithlow  

familyincomehesitatetohaveasecondchild，Whilewomenwithlowfamilyincomeandhigh  

educationalexpensestendtoavoidathirdchild，   

4）thepositiveperceptionofchildrearingincreasesthedesiretohavechildrenamongbothmen  

andwomen，WhileperceivedimportanCeOfchildreninmamageincreaseswomen－sdesirefor  

children．  

Insum，WOmen’semploymentaffbctsdesireforchildrenamongmamiedcouplesincontemporary  

J叩an．Basedontheresults，IdiscusspolicylmPlicationsfromagenderperspective．  
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資  
料  

現代日本の家族変動1）  

一第3回全国家庭動向調査（2003年）の結果より－  

西岡八郎・小山泰代・星教士2）・白波瀬佐和子3）  

1．調査の概要   

1．調査の概要  

近年、出生率の低下など人口動態の変化、その結果としての人口の高齢化などが急速に  

進み、わが国の家族は、単独世帯、夫婦世帯やひとり親世帯の増加、女性の社会進出によ  

る共働き家庭の増加など、その姿とともに機能も大きく変化している。この家庭機能の変  

化は、家庭内における子育て、老親扶養・介護などのあり方に大きな影響を及ばすだけで  

なく、社会全般に多大な影響を与える。本格的な少子高齢・人口減少社会の到来で、家族  

変動の影響を大きく受ける子育てや高齢者の扶養・介護などの社会サービス政策の重要性  

が高まっている。わが国の家族の構造や機能の変化、それに伴う出産、子育てなどの実態、  

およびその変化要因や動向などを正確に把握することがますます重要となっている。   

国立社会保障・人口問題研究所は、平成15年7月、出産や子育てなどの家族機能や家族関  

係の実態、家族に関する意識などを明らかにするため、第3回目の全国調査を実施した。  

2．調査手続きと調査票の回収状況  

本調査は、全国のすべての世帯を調査対象とした。調査対象地区は、平成15年に実施さ  

れた国民生活基礎調査のために全国から系統抽出法によって選定された1，083の国勢調査  

区のなかから、さらにもう一度無作為に抽出した300の国勢調査区である。調査方法は配票  

自計方式で行った。   

調査票配布数は14，332票、回収された調査票は12，681票で回収率は88．5％であった。た  

だし、回収票のうち記入状況の悪い票（1，663票）を除いた有効回収票は11，018票であり、  

有効回収率は76．9％であった。一般に家庭、家族に対する意識や行動は、有配偶者と未婚者、  

離死別者では著しく異なっていると考えられる。本報告では有配偶の妻が回答した票を対  

1）本稿は，2006年6月9日の公表資料に依拠する．  

2）甲南大学文学部  

3）東京大学大学院  
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象に分析した（過去の調査との比較では、世帯内に二組以上夫婦がいる場合、若い世代の  

妻票を分析した）。  

表1・1標本数  

妻の年齢   
標本数  

（1）   （2）   

29歳以下   496（ 6．4％）  496（ 6．8％）   
30～34歳   781（  781（10．8）   
35～39歳   825（  825（11．4）   
40～44歳   806（  806（11．1）   
45～49歳   804（  795（11．0）   
50～54歳  1，137（  1，090（15．0）   
55～59歳   860（  809（11．2）   
由歳以上  2062（  1，650（22．8）  

注（1）全有配偶女性票．  

（2）複数世代を含む世帯のうち若い方の妻票．  

2．子育て資源としての親との関係   

1．子育て資源としての母親  

妻、あるいは夫の母親は出産、子育てに対するもっとも重要な支援者であり、サポート  

資源といえ、直接的な援助を期待できる。ここでは、おもに再生産年齢にあたる49歳まで  

の妻に限って夫妻の親の状態について確認している。30歳代までの妻にとって、夫妻それ  

ぞれの母親が生存している割合は、いずれもがほぼ9割を越している。妻、あるいは夫どち  

らかの母親のうち少なくとも一人が生存している割合は、30歳代までは97～98％が生存し  

ている。45～49歳代でも9割を超えている。  

表2－1両親の生存割合  

総 数   
妻の親  夫の親  夫婦どちらかの母親  

父親  母親   父親  母親   第3回  第2回   

29歳以下   496   89．3％  96．5％   87．8％  94．8％   98．2％  99．8％   
30～34歳   781   84．2  94．8  80．3  94．5  98．2  99．9   
35～39歳   825   78．9  91．7  73．8  90．4  97．0  98．3   
40～44歳   806   65．3  86．8  54．8  82．0  93．8  97．6   
45～49歳   795   51．7  82．0  44．5  76．9  92．3  91．5  
注）「総数」は各年齢のケース総数。各親ごとの母数は異なる。  

親との居住関係を妻の年齢別にみると、妻または、夫どちらかの母親との同居率、夫妻  

双方の親のうちだれかとの同居率は、20歳代から45～49歳代まで漸増している。20歳代30  

歳代前半では10％台、30歳代後半で4人に1人、40歳代前半で3割程度、40歳代後半では37％  

まで高くなる。同居の余数として得られる別居割合は、逆に、若い年齢層に向かうごとに  

高くなり、20歳代では8割強が別居となっている。45～49歳代では別居率が低下し、この年  

齢層では親との同居率を高めている。別居志向とは別の次元、すなわち、45歳～49歳代の  
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親世代との同居率が高まったのは、親世代の長寿化によるものと考えられる。  

表2－2 年齢別親との同・別居割合  

どちらかの  

総 数   妻の親と 同居  夫の親と 同居   母親と同  別 居  

居   居  第3回  第2回   

29歳以下   496   4，3％  14．5％  16．7％  18．1％     81．9％  82．8％   
30～34歳   781   6．7  14．6  19．4  19．8  80．2  79．2   
35～39歳   825   6．9   21．4   25．4   25．5  74．5  74．0   
40～44歳   806   9．6  26．6  30．2  30．6  69．4  68．5   
45～49歳   795   10．6  35．1  36．7  36．7  63．3  69．6  
注）「総数」は各年齢のケース総数。各親ごとの母数は異なる。  

親との居住関係は地域によって差異がある。農村的地域を示す非人口集中地区では夫側  

に傾斜して同居率が高く、また、どちらかの母親と同居する割合は4割を超えている。これ  

に対し人口集中地区では母親と同居する割合は2割程度となっている。このように親世代と  

の同別居関係は、居住する地域によって大きな違いがみられる。  

表2・3 地域別親との同居割合  

総 数   妻の親と  別 居  

同居   同居   

全 国   3，703   7．7％  22．5％  26．1％  26．7％     73．3％  73．8％   

非人口集中地区   1，337   10．2  36．8  40．2  40．5  59．5  58．4   
人口集中地区   2，366   6．4  14．4  18．0  18．7  81．3  82．5  
注）「総数」は各地域のケース組数。各親ごとの母数は異なる。  

親と別居している場合でも、居住地が近接していれば親の援助は受け易い。親との別居  

の状況を時間距離帯別に検討してみる。親世代との居住関係では若い年齢層ほど別居志向  

が強いことをすでに述べた。しかし、その一方で、20歳代では、3分の2が親と「30分以内」  

の場所に居住している。30歳代前半でもほぼ6割が「30分以内」に親が住んでいる。逆に、  

20歳代、30歳代前半に比べ、それ以降の年齢層では、親と「60分以上」の遠距離に居住す  

る割合が高くなっている。若い世代では同居より別居を、別居であれば親からの便宜を享  

受しやすい近居別居を選択する傾向があり、その傾向は前回と同様である。   

比較的近距離といえる「15分以内」、「30分以内」に親が居住している割合は、非人口  

集中地区で高く、別居している親であっても夫妻双方の親の半数以上がそれぞれ「30分以  

内」のところに住んでいる。また、どちらか近い方の親は「15分以内」で半数強、「30分  

以内」であればほぼ7割を占めている。一方、人口集中地区では30分以内に双方の母親が居  

住する割合は、それぞれ3分の1強程度で、どちらか近い方の親が「15分以内」は3割弱、「30  

分以内」でも4割強で、半数以上が「30分以上」の距離に居住している。人口集中地区では  

非人口集中地区に比べると、同居率、近居率とも低く、その意味では親の直接的援助を得  

にくい状況にある。  
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表2・4 年齢別、別居親との距離  

総 数   敷地内別居  15分未満  30分未満  60分未満  60分以上  

第2回l第3回  第2回  第3回  第2回  第3回  第2回  第3回  第2回  第3回  第2回  第3回   

29歳以下  436  388  3．9％ 5．3％ 43．1％ 39．5％ 22．7％ 21．9％13．5％10．7％16．7％ 22．7％   

30～34歳  516  605  7．2  4．8  32．9  38．0 21．3 18．0 14．3 13．4 24．2 25．9   

35～39歳  51・6  591  5．7  5．8  27」1 31．0  22．5 19．5 13．4 15．7  31．4  27．9   

40～44歳  465  521  7，9  7．5 27．6 32．1 20．0 13．5 12．0 19．6 32．5 27．3   

45～49歳  381 459  5．3  9．2  26．5  30．0 16．5 15．1 13．7 12．8  38．1 32．9   

表2－5 地域別、別居親との距離  

総 数  15分未満  15～30分  30分以上   

第2回  第3回  第2回  第3回  第2回  第3回  第2回  第3回   

全 国  

妻の母親  

夫の母親  

より近い方の母親  

非人口集中地区  

妻の母親  

夫の母親  

より近い方の母親  

人口集中地区  

妻の母親  

夫の母親  

より近い方の母親  

19．7％ 23．3％ 19．8％  

24．1  26．8  17．2  

36．7  42．5120．9  

24．4  30．1  26．4  

34．6  44．9  19．2  

48．9  62．0  20．8  

17．4  19．8  16．5  

19．4％ 60．5％ 57．3％  

14．9  58．7  58．2  

17．1  42．4  40．4  

23．2  49．2  46．7  

15．9   46．2  39．3  

15．1  30．4  22こ8  

17．4  66．1  62．8  

3，255 2，784  

2，593 2，285  
2，128 1，955  

1，088  949   
764   675   

583   548  

2，167 1，835  

1，289 1，610  

1，545 1，407  

19．7  19．3  16．4  14．5  63．9  66．2  

32．1  34．8  20．9  17．9  47．0  47．3  

2．別居している親の居住状態  

別居している夫妻双方の母親の居住状態をみると、妻の年齢が若い層では、親は「未婚  

のきょうだい」、あるいは「親夫婦だけ」で生活している割合が高い。妻の年齢の上昇に  

対応して、次第に「既婚のきょうだい」と同居する割合が高くなる。「単身」での生活も  

徐々に増加していく。これは妻の年齢の上昇とともに、親世代も高齢化することと符合す  

る。  

表2－6 年齢別、母親の居住状態  
単身生活  親夫婦の生活  既婚のきょうだい  未婚のきょうだい  病院・施設  

夫の母親   
総 数   
29歳以下   

30～34歳   

35～39歳   

40～44歳   

45～49歳  

妻の母親   
総 数   
29歳以下   

30～34歳   

35～39歳   

40～44歳   

45～49歳  

2，794 2，234   

496  356   

577  572   

603  521   

567  429   

551  356  

13．9％ 13．7％  

7．2   7．0  

12．2 10．8  

11．8 13．2  

17．8 17．9  

20．4  20．5  

43．1％ 47．7％  

45．1 45．5  

52．8  55．8  

48．9  53．2  

38．7  45．7  

28．7  31，2  

36．5％ 40．8％  

32．6  35．0  

45．3  47．3  

41．9  47．4  

36．4  41．2  

25．6  28．8  

19．8％ 14．3％  

7．8  7．0  

12．0 10．1  

20．8 10．6  

26．0  21．0  

31．6  25．8  

25．5％ 20．1％   

9，9   8．1  

12．2  11．5  

23．6 18．5  

34．9  24．7  

42．5  36．9  

15．3％ 18．0％  

31．4  30．9  

17．1 17．7  

12．3  19．0  

8．8 11．0  

8．3 12．9  

20．7％ 22．0％  

40．8  42．1  

27．2  25．3  

17．さ 19，9  

11．3  15．3  

11．2  12．2  
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3．親の健康状態と介護状況  

子育てサポート資源としての親を考えた場合、親自身の健康状態も重要になってくる。  

親が介護を必要とする状況では、子育てサポート資源として親をあてにすることはできな  

い。夫と妻双方の両親について、介護が必要かどうかについてみたのが表2・7である。29歳  

以下の若い妻の親では0．7％～2．5％であり、30歳代では夫と妻、いずれの母親も3％台であ  

る。40歳代では、いずれの親も1割を超す。20歳代、30歳代の妻の親のうち介護を要する親  

は比較的少ない。しかし、今後は、出産・子育て期世代の親世代は、寿命の伸長で長寿化  

した自分たちの親世代の介護を担うケースが増える、つまり、親世代が健康であっても、  

さらに高齢の自分の親の世話で孫の子育てには関われない、サポート資源としての役割を  

十分には担えないケースが増加することも予想される。  

表2・7 妻の年齢別親の介護要否  

妻 の 親  夫 の 親  

妻の年齢  
父 親  母 親  父 親  母 親  

総数  介護  介護  総数  介護  介護  総数  介護  介護  総数  介護  介護    不要  必要   不要  必要   不要  必要   不要  必要   

29歳以下  415  98．1％ 1．9％   449  98．7％ 1．3％   402  97．5％ 2，5％   432  99．3％ 0．7％   
30～39歳  1，220  94．8  5．2   1，397  96．5  3．5   1，122  95．7  4．3   1，346  96．3  3．7   

40～49歳  871  85．4 14．6   1，241  86」9 13．1  700  88．1 11．9   1，131  84．8 15．2  

つぎに、別居しているそれぞれの親の介護状況をみる。介助や介護の必要がある親はそ  

れぞれ3～6％程度、全面的な介助が必要な親は1～2％程度みられる。妻本人が別居してい  

る親の介助役割をどう担っているかをみると、夫の親か、妻の親か、父親か母親かによっ  

て多少差がみられる。しかし、主たる介護者になっているのは1割程度で、別居している親  

の介護の主体者にはなりにくい状況がある。  

表2－8 別居している親の介護の要否  

介護の要否  
続柄  

総 数   介護不要  おおむね自立  一部介助  全面介助   

2，404   94．9％  1．8％  2．1％  1．2％  

妻  3，269   93．9  2．2  2．4  1．5  

1，830   97．0％  0．7％  1．3％  1．0％  

2，512   93．9  1．5  2．4  2．2   

表2－9 別居親の介護役割  

総 数  主たる介護者  る 

11．9％  88．1％  主た介護者 ではない  妻 志望  252          433  14．8      85．2    123  7．3％     92．7％   304  8．2      91．8   
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3．夫婦の役割関係  

夫の家事や育児への参加は、費やす時間の量とともに、夫婦間の分担の程度も問題にな  

る。日本の夫婦間では、今日でも伝統的な性別役割分業に基づいた家事や育児分担が続い  

ている。ここでは、妻の家事時間、夫の家庭役割の遂行実態、夫婦間の役割分担の程度、  

そして、夫の家事や育児参加の実態を妻がどう認識、評価しているかをみる。  

1．妻の家事時間と夫妻の家事分担鹿  

妻の1日の家事時間についてたずねている（自己申告）。平日の場合、妻の年齢別にみ  

ると、平均家事時間の多い順に60歳代、30歳代、40歳代、50歳代、そして20歳代の順であ  

り、ほぼ6時間が家事に費やされている。60歳代と20歳代が最大と最少であるが、その差は  

36．3分の開きとなっている。家事時間1日6時間以上割合の最多は60歳代で31．6％、30歳代  

でも30％を超える（30．7％）。2時間未満の家事時間は、20歳代で最多で16．3％となってい  

る。休日の場合は、平日とは年齢別の家事量に差異がみられる。20歳代、30歳代で平日と  

の家事量に差異がないのに対し、40歳代、50歳代では休日の方が30分程度仕事量が増える。  

40，50歳代妻の35％は、休日に6時間を超す家事をこなしている。休日の平均家事時間の最  

大である40歳代と最少の20歳代の妻では、家事時間にほぼ60分の善がある。   

40、50歳代で、平日に比べ日曜で家事量が増えるのは、パートなどで働く妻が多いこの  

世代で、平日分の家事を休日にカバーしていることが考えられる。休日の家事量が20歳代  

で短縮されるのは、夫の家事参加、協力とも関係があるかもしれない。  

図3・1妻の年齢別にみた家事時間（平日、休日）  

＜休 日＞  ＜平 日＞  
（N＝6，101）  加＝5，994）  
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つぎに、妻の従業上の地位別に家事時間をみる。常勤フルタイムで働く女性の平均家事  

時間は、パートや自営の妻に比べるとほぼ80～100分近く、専業主婦に比べると170分以上  
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短い。しかし、常勤でも平日に4時間以上家事を行うものは25．8％いる。  

図3－2 妻の従業上の地位別にみた家事時間（平日）  

（N＝5，833）  
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妻の従業上の地位  
（N）  

親との居住関係別に家事時間をみたのが図3－3である。同居の方が家事時間は15分程度短  

く、さらに自分の親と同居している妻の場合、夫の親との同居よりも若干家事量は少ない。   

また、夫の帰宅時間帯別に妻の家事時間をみると、帰宅時間帯別の差（7時までに帰宅と  

23時以降に帰宅の差）は約30分程度あり、早い時間に夫が帰宅した方が妻の家事時間は短  
縮される。夫の帰宅時間によって妻の家事負担が多少軽減される。  

図3・3親との同別居別にみた家事時間（平日）図3－4夫の帰宅時間別にみた家事時間（平日）  
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同居している母親の家事協力についてたずねている（表3－1）。妻方夫方で、多少差はみ  

られるが、多くの家事領域で同居の母親の協力を得ている。とくに、掃除、洗濯、食事の  

支度・後片付け・食器洗いで、ほぼ6～8割の妻が母親の協力を得ている。妻方夫方で差が  

あるのは、食事の支度、食器洗いで、妻方の母親がそれぞれ9．9ポイント、7．8ポイント上回  

っている。働き方の違いによっても差がみられる。常勤で働く場合、それ以外の形態に比  

べ母親が家事参加する割合は高くなっている。とくに、食事の支度では、夫の母親の場合、  

常勤と専業主婦では15ポイントほどの差があり、妻の母親では28ポイントほど常勤で働く  

場合の方が高くなっている。  

表3・1同居している母親の家事協力   

総車中画鹿l儀恒匡画食器洗い   

母親の家事時間については、表3・2に示してある。妻方の母親のほうが家事時間は多く、  

2時間以上のケースが4割を超えている。夫方の母親の場合も、3割が2時間以上となってい  

る。  

表3・2 同居している母親の家事時間  

15分以下  15～30分  

妻の母親  

16．1％  5．2％ 10．1％ 12．7％ 13．1％  42．7％  総 
＿＿＿＿．……  

常 勤  
パート  

自営・家族従業  

専業主婦  

10．5  7．9  9．2  11．8   60．5  
8．3  4．2  12．5  16．7   27．1  31．3  

27．0  8．1  5．4  18．9    8．1  32．4  
21．9  9．4  12．5  12．5   8．3   35，4  

夫の母親  

19．6％  5．4％ 13．6％ 15．7％ 15．7％  30．1％  総 ………‥  
常 勤  
パート  

自営・家族従業  

専業主婦  

11．4  3．5  11．9  13．4  18．3   41．6  

13．6  6．2  12．4   22．6  15．8   29．4  
24．1  8．8  16．1  16．8  15．3  19．0  
28．6  4．7  14．1  11．5  13．7   27．4   

夫妻の家事分担度は、家事の時間量よりも家庭での性別役割分業の程度を知る指標とな  

る。調査では、妻が家事全体のうちどの程度を担っているかについてたずねている。   

家事分担度を年齢別にみたのが囲3・5である。家事の80％以上を妻が担っている妻集中型  
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は、20歳代（77．1％）を除いたすべての年齢層で8割を超え、妻30、40、50歳代では85％が  

このタイプである。妻集中型100％で夫はまったく家事をしないケースは、50歳代では4割  

近く（37．8％）に達し、60歳代や40歳代でもほぼこれに近い。20、30歳代ではその割合は  

低くなるものの、20歳代でも2割程度（19．1％）は全く家事をしていない。家事は委任せ  

となっている。  

図3・5 妻の年齢別にみた妻の家事分担割合   

「  
（N＝5，607）  
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妻の従業上の地位別にみた家事分担度をみたのが図3・6である。どの就業形態別にみても  

妻への集中型（80％以上は妻分担）は高い。パート、自営・家族従業、専業主婦の場合では、  

妻集中型が9割近くを占めているのに対し、常勤では7割弱（68．7％）と20％程度の開きがあ  

る。妻が常勤の場合、平等分担型（40～59％）、夫傾倒型（40％未満）を合わせると15％  

近くになる。夫が全く家事をしない妻完全遂行型は、パート、自営、専業主婦では34～38％  

となっている。常勤雇用で妻が働く場合でも、2割程度（20．6％）の夫は全く家事をしない。  

図3・6 妻の従業上の地位別にみた妻の家事分担割合  
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2．夫の家事参加の実態と変化  

6つの家事関連項目（「ゴミ出し」、「日常の買い物」、「掃除」、「洗濯」、「炊事」  
「風呂洗い」に、今回、「食後の後片付け」を加えた）について、夫が「週1～2回」以上、  

遂行している者の割合をみたのが図3・7である。前回との共通項目についての比較では、「週  
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1～2回」以上遂行が4割を越える項目はなく、「ゴミ出し」で若干遂行率の上昇がみられる  
もののほかの項目では、いずれも前回に比べ低下している。「炊事」の低下については、  

「後片づけ」を加えたための影響もある。しかし、夫の家事分担は停滞している。   

家事全体の夫の遂行実態を、家事簡域別に尺度化し、この得点のトータルをみたのが図  

3・8である。40、50、60歳代で前回との帝離幅が若い世代に比べ大きい。40歳代が最も低待  

点であり、この年代を底にした浅いU字型を表すような遂行行動は前回と同様である。60  

歳代で家事遂行率が比較的高いのは、退職後に時間的なゆとりが生じ、家庭へ回帰したこ  

とも理由であろう。また、この世代は他の世代に比べ、「遂行する／しない」に分化する  

傾向がみられるが、夫や妻の身体的状況が影響していることも考えられる。  

図3・7 夫の家事遂行割合（週1～2回以上）   図3・8 妻の年齢別夫の家事合計得点  
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注）家事得点の計算は、各便域別に「月1～2  

回」行う場合は1点を付与、同様に「週1  

～2回」程度2点、「週3～4回」程度3   

点、「毎日・毎回」行う場合は4点、「やら   

ない」場合0点とし、第2回との継続項  
目（ゴミ出し・日常の買い物・部屋の掃  

除・洗濯・炊事（第3回は食後の後片付  

け）5領域全ての得点を合算したもの）。   

注1）風呂洗い：n＝5，735，食後の後片付け；  

n＝5，595（全ての項目に回答したケー  

スを集計対象とした，）  

夫の家事遂行の程度を属性別に示したのが表3・3である。まず、年齢別にみると、年齢別  

家事得点でみたように、家事項目別にみても若い世代の方が遂行率は高く、年齢の上昇と  

ともに40歳代、あるいは50歳代まで遂行率は低下し、60歳代ではすべての項目で反転する。   

末子の年齢別にみると、子どもが小さいほど家事遂行の割合は高くなっている。多くの  

項目で末子1歳未満のケースで遂行率はもっとも高いが、「ゴミ出し」以外の項目はすべ  

て前回の遂行率を下回っている。   

親との同別居状態別には、親と同居する夫の家事遂行は、同居しないケースに比べすべ  

ての家事項目で遂行率が低い。とくに、夫が自分の親と同居する場合は、妻方の親との同  
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居に比べて全項目で遂行率は低くなっている。これは自分の親との同居によって、本来夫  

が分担すべき家事役割の機能を親が代行し、親が補助的役割を担っているためであろう。   

妻の就業形態別では、妻が常勤で働く場合、夫の家事遂行率は、パート、自営業、専業  

主婦の夫よりも、すべての家事項目でもっとも高い割合を示している。ほぼすべての家事  

項目別の遂行率は前回に比べ低下しているが、妻が常勤で働く夫の場合は、逆に、「炊事」  

以外は、どの項目も上昇している（「炊事」についても、「食後の後片づけ」と代替すれ  

ば、前回を上回っている）。共働き家庭における夫の家事遂行率は多少改善している。  

表3－3 属性別にみた夫の家事遂行割合  

総 数   ゴミ出し   買い物   
日常の  部屋の掃除   洗 濯   炊 事   風呂洗い  食後の 後片づけ  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第3回のみ   
6，0・415，807  33．4％ 36．4％  34．7％ 31．9％  18．7％16．7％  19．7％17．7％  24．9％15．7％  25．4％ 24．7％  23．1％   総 数                     の年  

29歳以下   563  459  47．6％ 53．6％  42．1％ 37．9％  15．3％19．6％  21．3％19．2％  27．2％ 21．8％  32．9％ 34．8％  36．5％   
30～39歳   1，5411．482  36．5 43．8  36．3  35．9  15，5 15．7  16．5 19．6  25．4 15．7  24．8 29．0   27．6   
40～49歳   1，8511，439  28．6  31．0  32．3  29．9  16．3 15．2  16．4 15．5  21．4 14，7  21．3  20．4   20．5   

50～59歳   1，3591，590  32．7 28．7  30．8  28．2  19．6 15．7  20．7 16．3  24．2 14．5  24．3  21．5   19．0   
60～69歳   727  837  41．4  37．6  38．9  31．8  32．7  21．3  31，6 19．8  32．3 16．7  33．8  25．1   19．7   子年齢  

1歳未満   175  284  50．9％ 53．2％  52，0％ 35．2％  17．1％16．5％  16．6％、15．1％  32．0％18，0％  36．6％ 34．6％  29．9％   
3歳未満   516  472  42．4 48．9  38．6  33．9  16．1 14．8  17．6 15．5  24．4 14．0  32．0  33．2   26．9   
6歳末浦   510  481  34．9  39．5  32．4  33．1  15．3 16．6  17，1 19．8  24．1 17．3  21．1 26．7   27．2   

12歳未満   885  738  27．9  32．1  33．7  32．9  13．6 15．4  12．0 16．3  20．9 17．1  20．1 24．1   23．8   

18歳未満   916  722  27，9  28．5  31．4  29．8  15．3 14．0  16－8 14．8  20．7 12．6  19．7 19．6   18．6   

18歳以上  2．240 2，492  32．5  31．6  31．4  28．1  21．7 17。2  21．7 16．9  24．0 14．8  26．2  22．3  18．7   
との同別居  
夫の親と同居   931 906  23．0％ 23．4％  31．0％ 26．5％  16，3％13．4％  14，5％13．0％  18．8％12．6％  19．3％17．6％  16．3％   
妻の親と同居   295  334  22．0  30．5  30．8  28，1  16．3 18．6  ・13．2 14．7  19．0 14．1  19．7  20．3   21．7   
いずれの親とも別居  3，800 3，231  37．8  39．7  35．3  33．1  17．0 15．5  23．9 17．8  25．5 15．8  26．0 27．1   25．5   
の就形  

常勤   910  963  41．4％ 45．3％  34．0％ 34－9％  21．8％ 21．8％  28．1％ 30．3％  30．9％ 23．5％  30．6％ 33．3％  34．1％   

パート   7861，385  29．0  31．6  30．3  30．1  14．1 15．5  16．2 17，0  23，0 13，9  21．6  23．1   21．8   
自営・家族従業   648  695  35．3  30．5  30．9  22．7  19．6 13．7  20．7 14．1  24．2 14．5  22．2  20．5  16．9   

専業主婦   2，552 2，521  34，8  37．7  37．5  34．5  17．8 16．2  16．8 13．9  22．5 13．7  26．0 23．5   21．3   

旺1）表中の及位は各項F＝こ対して「遇に1－2回程度以上」と回答したケースの割合。   

2）ゴミ出し・日常の問い物・師屋の掃除・洗澗・炊動こついては、これら5項目すべてが有効回答なケースを対象に集計している．   

3）風呂洗いについては、上記5項目と風呂洗いが有効回答なケースを対象に集計している。   

4）食後の後片付けについては、03年調査の家事7項目すべてに有効回答しているケースを対象に集計している。   

5）炊動こついては、第2回は食器洗いも含む．   

6）歪の年齢69歳以下を紺色に嬢計している。  

3．夫妻の育児分担慶  

子どもの誕生、成長という家族の拡大期にみられる夫婦の育児分担について、妻が育児  

全体のうちどの程度を担っているのかをみたのが図3・9である。妻集中型（育児の80％以上  

を妻が担う）は、いずれの年齢層でも80％前後を占めている。もっともその割合が低い20  

歳代でも77．8％がこのタイプに含まれる。これら妻集中型のうち、夫が子育てに参加せず、  

妻に100％育児を任せきりの妻専従型は、若い世代ほど漸減するが、20歳代でも1割（10．5％）  

もある。妻集中型が大半であるが、妻傾倒型（妻が60～79％）は14．9％、夫が比較的育児  

に積極的である夫傾倒型（夫が60％以上）と夫妻ほぼ平等に行う分担型（40～59％）を合  

わせてもわずか7．4％である。夫の育児への関与は低く、妻が育児の主体者である実態は変  

化していない。  
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図3・9 妻の年齢別にみた妻の育児分担割合  
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末子の年齢別にみる（図3－10）。末子年齢1歳未満、3歳未満、6歳未満のいずれの場合も  

妻集中型（80％以上）が、8害り前後を占め、ライフステージによる差異はあまりみられない。  

夫が分担を相応に担う分担型、夫傾倒型の合計は、1歳未満の子を持つ場合でも、合わせて  

わずか5、4％である。また、1歳未満の子を持ちながらまったく育児に協力しない夫も1割近  

くいる。育児役割にかぎっても、結婚や出産へのコスト感、負担感を強いものにさせてい  

る。  

図3・10 末子年齢別にみた妻の育児分担割合  

（N＝2，513）  

1歳未満  

（N＝278）  
未   

子 3歳未満  
年（N＝455）  
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6歳未満  

（N＝474）  
390   

潮  IEl 
□40％未満 ロ40・59％ 田60－79％ 臼80・89％ ロ90－99％ ■100％  

4．夫の育児参加の実態と変化  

以下の育児項目に関して、妻に夫の育児実態をたずねている。具体的には、育児に関連  

する6項目（「遊び相手」、「風呂に入れる」、「寝かしつける」、「食事をさせる」、  

「おむつを替える」、「あやす」）であり、「週1～2回」以上の遂行割合を示した（図3・11）。   

「週1～2回」以上遂行の割合は、「食事をさせる」、「寝かしつける」、「おむつを替  

える」などの項目では遂行率40～50％と低い。しかし、前回に比べるとそれぞれの項目で4  

～6ポイント上昇している。   

夫の育児の遂行実態を育児領域別に尺度化し、このトータルを妻の年齢別に図示した（図  

3－12）。どの年齢層も、総合得点を上昇させており、夫の育児遂行はわずかに増進してい  

る。  
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図3－11夫の育児遂行割合（週1～2回以上） 図3・12 妻の年齢別夫の育児合計得  
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注）育児得点の計算は、各領域別に「月1  

～2回」行う場合は1点を付与、同様  
に「週1～2回」程度2点、「週3～4  

回」程度3点、「毎日・毎回」行う場合  

は4点、「やらない」場合0点とし、第  

2回との継続項目（遊び相手・風呂入  

れ・食事・寝かす・おむつ替え）5領  

域全ての得点を合算したもの）。   

注1）妻の年齢49歳以下を対象に集計している．  

注2）第2回・第3回とも、6項目すべてに回答し  
たケースを対象に集計している．  

妻の年齢、末子年齢、親との同別居、妻の就業形態等属性別に、夫の育児遂行率を掲示  

したのが表3・4である。年齢別にみると、すべての育児項目で、20歳代、30歳代前半の順で  

遂行率は高い。20歳代では、すべての育児項目で2～10ポイント上昇し、とくに、「食事を  

させる」「おむつを替える」で、それぞれ5．3、9．7ポイント近く遂行率は上がっている。6  

項目中最も遂行率の低いのは、「寝かしつける」で全体の4割強、20歳代でも47．4％と半数  

以下である。この項目の遂行には夫の帰宅時間の影響もあろう。20歳代についで遂行率の  

高い30歳代は、ほ．ぼすべての項目で20歳代に比べ数ポイント程度低い。   

末子の年齢別には、1歳児未満の子をもつ夫の遂行率は前回に比べほとんどの項目で遂行  

率を下げている。ただ、「おむつを替える」は、前回より5．7ポイント高くなっている。3  

人のうち2人程度（67．8％）は、「週1～2回」以上は「おむつを替え」ている。3歳児未満  

の子をもつ夫の場合は、「おむつを替える」「食事をさせる」で、それぞれ4ポイント、3．5  

ポイント高くなっており、後者は68．0％の遂行率である。   

親との居住関係別には、ほぼすべての項目（「寝かしつける」以外）で、親と同居して  

いない夫の方が夫方妻方に関わらず親と同居する夫に比べ育児遂行率は高い。同居の場合  

は、夫方同居よりも妻方同居の夫の方が、よりハードな育児項目で数ポイント以上上回っ  

ている。親との居住関係は夫の育児行動に影響を与える要因となっている。   

妻の就業形態別にみると、妻が常勤である夫の育児遂行率は項目によって低下するなど、  
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どの項目をみても妻が専業主婦である夫の育児遂行率とほとんど差異がない。このことは、  

妻の働き方に関係なく、基本的に育児も妻まかせ、妻主体であることを反映している。  

表3－4 夫の育児遂行（妻の年齢別、末子年齢別、親との同別居別、就業形態別）  

総 数  遊び相手  風呂に入れる  食事をさせる  寝かしつける  おむつを替える  あやす  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第3回   

総 数  3，538 2，837  82．3％ 85．1％  77．4％ 78．6％  49．9％ 53．9％  38．8％ 42，9％  46．1％ 52．1％  64．4％   
妻の年齢  
29歳以下   397  306  93．2％ 96．1％  78．8％ 83．7％  59．4％ 64．7％  45．6％ 47．4％  57．9％ 67．6％  77．4％   
30～34歳   612  569  90．0 91．9  82．5  78．9  58．7  59．8  46．2  47．3  56，5  60．6  72．7   
35～39歳   763  648  82．0 86．4  78．1 78．5  51．4  54．3  40．2 43．4  47．8  54．6  65．0   
40～44歳   852  656  77．0 80．9  76．5  78．7  44．7  51．4  33．9 42．2  40．8  47．4  60．6   

45～49歳   914  658  77．5  77．1  73．6  76．1  43．4 46．0  34．4  37．4  37．5  39．7  54．2   

末子年齢  
1歳未満   174  283  96．6％ 94．7％  86．8％ 82．3％  60，9％ 57．6％  56．9％ 51．2％  62．1％ 67．8％  82．7％   
3歳未満   524  465  93．9  94．2  82．1 80．9  64，5  68．0  45．8  46．2  59．2  63．2  73，9   

6歳未満   506  471  83．4  88．5  78．1 76．0  53．0 52．4  44．5 42．7  53．0  56．7  64．0   

親との同別居  
夫の親と同居   701  574  82．7％ 83．1％  73．5％ 75．8％  45．1％ 48．8％  37，2％ 42．0％  37．1％ 44，8％  61．8％   

妻の親と同居   202  202  80．2  84．7  71．8  74．8  47．0  55．0  35．6  49．0  37．1 49．0  63．0   
いずれの親とも別居  2，5571，829  82．4  86．3  79．1 80．3  51．3 56．0  39．5  42．6  49．4  55．1  65．7   

妻の就業形態  

常勤   560  513  84．5％ 82．8％  75．7％ 79．3％  55．2％ 56．5％  43．2％ 42．9％  48．9％ 55．4％  66．0％   
パート   565  741  81．4 83．0  80．0  78．7  50．3  51．4  36．8  43．5  41．6  49．4  60．4   

自営・家族従業   339  256  74．9 83．6  69．0  75．4  41．0  52．0  36．3  38，3  40．1 44．5  60．4   

専業主婦   1，4561，224  85．2 88．1  79．7  79．0  50，7  55．1  40，2  43．5  50．0  54．8  67．1   

注1）顔中の数値は各項目に対して「遡にl～2何程度以上」と回答したケースの割合。   

2）遊び相手・風捌こ入れる・食事をさせる・巧かしつける・おむつを替えるについては、これら5項目すべてが有効回答なケースを対射こ集計している。   

3）あやすについては、03年羽東の育児6項目すべてに有効回答しているケースを対象に銀計している。   

4）妻の年齢以外の凪他についても、妻の年齢伯歳以下を対射こ免絆している。   

5）妾の成業J隊憶について、那3回の「専菜主婦」は、第2同の「非就業」に対応．  

夫の帰宅時間帯別の分布をみたのが表3－5である。ある程度育児に関われる午後8時前後   

を目安とすると5年前とほぼ変わらず半数強が8時前に帰宅している。しかし、8時以降の帰   

宅時間帯の分布は遅い時間帯にシフトしている。9時までの帰宅が減少し、9時以降の帰宅   

は増加している。9時以降の帰宅割合は20歳代、30歳代で、それぞれ35％、40％にもなる。  

表3－5 妻の年齢、就業形態別にみた夫の帰宅時間  

総 数   20時前   21時前   22時前   22時以降  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

総 数  4，573 4，783  54．3％ 54．5％  18．3％ 16，3％  11．7％ 12．2％  15．7％ 17．0％   
妻の年齢  

29歳以下   495  439  50．7   49．4  19．2  15．0  13．1  13．9  17．0   21．6   

30～39歳   1，307 1，392  43．8   42．2  20．9  17．2  15．1  15．6  20．2   25．0   
40～49歳   1，493 1，301  51．1  50．4  19．8  17．6  13．2  13．7  15．9  18．3   
50～59歳   978 1，306  67．8   66．2  14．9  16．9  7．0    8．7  10．3  8．2   
60～69歳   300  345  77．3   81．7  8．3   7．8  3．0   3．8  11．3    6．7   

妻の就業形態  

常勤   767   870  62．6   59．7  16．9  14．8  8．6  11．5  11．9  14．0   
パート   658 1，267  53．0   54．6  1臥7  17．4  12．5  12．3  15．8  15．7   
自営・家族従業  376  452  52．7   62．2  15．2  15．7  11．4   9．3  20．7  12．8   
専業主婦   1，928 2，009  50．9   50．7  19．1  16．4  13．1  12．8  16．9   20．1   

注）妻の年齢69歳以下を対象に集計．  
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10時以降の帰宅も2割を越し、前回に比べ5ポイント近く増加している。これは、妻の従業  

上の地位別にみても、妻が常勤、あるいは専業主婦の夫の帰宅時間は遅いほうにシフトし  

ている。常勤では9時以降の帰宅が5ポイント上昇している。帰宅時間が遅くなると育児遂  

行の阻害要因になる。20、30歳代の妻の夫では、3～4割が依然として9時以降に帰宅してい  

る。帰宅時間の改善が進んでいるとはいえず、逆に後退した。  

5．夫の育児遂行と妻の就業継続および子ども数  

夫の育児協力と第1子出産時の妻の就業継続との関係をみている（就業を継続するか、  

否かの判断は、出産前に判断しており、夫の育児協力を前提として就業継続したことも想  

定されるため解釈には慎重を要する）。第1子出産時に、就業継続よりも退職するケース  

の方が多い。全体としてみると、夫が比較的育児に協力している層で仕事を継続した割合  

が高く、育児に非協力的な層で退職する割合が高い。これは結婚持続期間の長短にかかわ  

らず夫の育児協力が得られるほど、就業継続と退職の差が小さくなる。  

表3－6 結婚持続期間別、夫の育児得点別にみた  

第1子出産時の仕事状況の変化  

第1子出産時の仕事状況の変化  

結婚持続期間  育児得点      総 数   
退職した   

0－4年   0～4   46   34．8％   65．2％  
5～8   61   34．4  65．6  
9～20   79   43．0  57．0  
総 数   186   38．2  61．8   

5－9年   0′－4   116   27．6  72．4  

5～8   101   36．6  63．4  
9～20   131   47．3  52．7  
総 数   348   37．6  62．4   

10・14年   0～4   105   28．6  71．4  
5～8   107   29．0  71．0  

9～20   70   48．6  51．4  
総 数   282   33．7  66．3   

15－19年   0～4   103   37．9  62．1  

5～8   75   48．0  52，0  
9～20   70   54．3  45．7  

総 数   248   45．6  54．4   

0～4   370   31．6  68．4  
5～8   344   36．3  63．7  

9～20   350   48．0  52．0  

総数   1，064   38．5  61．5   

注）育児得点は図3－12に同じ 表3・7，3・8も同様．   

結婚持続期間別に夫の育児遂行の程度と子ども数についてみたのが表3・7である（ここで  

は子どもを持つ場合を対象としている）。夫の育児遂行について、0～4、5～8点と育児に  

積極的でないグループ、9点以上の比較的協力的なグループに大別してみると、育児参加の  

高い協力的なグループは、どの結婚持続期間別にみても、子ども数はわずかであるが非協  

力的グループに比べ高くなっている。  
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表3・7 結婚持続期間別・夫の育児得点別にみた子ども数  

結婚持続期間  育児得点  総 数   
子ども数（3区分）   平均  

子ども数     1人l2人l3人以上   
0・4年   0～4   97   76．3％  20．6％  3．1％   1．29  

5～8   114   85．1   14．9   1．15  

9～20   162   74．7  20．4  4．9   1．30  

総 数   373   78．3  18．8  2．9   1，25   
5・9年   0～4   237   35．0  52．7  12．2   1．78  

5～8   195   30．8  53．8  15．4   1．85  

9～20   220   29．1  56．4  14．5   1．86  
総 数   652   31．7  54．3  14．0   1．83   

10・14年   0～4   215   20．9  49．8  29．3   2．11  

5～8   183   21．9  57．9  20．2   2．01  

9～20   145   15．2  53．8  31．0   2．19  
総 数   543   19．7  53．6  26．7   2．10   

15－19年   0～4   228   18．4  50．9  30．7   2．19  
5～8   166   12．7  55．4  31．9   2．22  
9～20   161   13．0  49．7  37．3   2．27  
総 数   555   15．1  51．9  33．0   2．22  

表3・鋸ま、現在の子ども数別に今後何人子どもがほしいか、追加予定子ども数についてみ  

ている。まず、調査時点で子どもが1人の場合についてみる。もう子どもはいらない追加予  

定0人のケースを、はとんど夫が育児をしないグループと比較的協力的なグループで比較す  

ると、前者がほぼ4割であるのに対し後者は3割弱にとどまっている。また、今後2人以上子  

どもを産みたいと思う割合では、育児に非協力的なグループと比較的育児参加するグルー  

プでは、前者は9％、後者18％とはぼ倍になっている。現在の子ども数が2人の場合でも、  

もう1人産みたいと思う割合は、夫の育児協力のある方がない場合に比べ高くなっている。  

現在の子ども数が1人の場合、2人の場合とも、夫の育児参加の程度が高くなるほど順に今  

後ほしいと思う子どもの数は多くなる。  

表3・8 現在の子ども数別・夫の育児得点別にみた追加予定子ども数  

現在の子ども数  育児得点  総 数   
追加予定子ども数（3区分）  

平均値  
0人  1人  2人以上   

1人   0～4   168   31．0％  58．3％  10．7％  0．80  
5～8   160   28．1  59．4  12．5  0．85  
9～20   159   19．5  59．7  20．8  1．04  
総 数   487   26．3  59．1   14．6  0．89   

2人   0～4   207   87．0  11．6  1．4  0．14  
5～8   190  85．3  13．7  1．1  0．16  
9～20   208   82．2  15．9  1．9  0．21  
総 数   605   84．8  13．7  1．5  0．17   

6．夫の家事、育児遂行に対する妻の評定  

夫の家事、育児への寄与、分担の度合いは低水準であるが、夫の家事、育児への遂行実  

態に対し妻はどう認識しているのか、満足度を示したのが表3・9である。   

夫の家事、育児遂行を肯定的に受けとめ「満足」している妻の割合（「非常に満足」と  

「まあまあ満足」の合計）が不満である割合（「非常に不満」「やや不満」の合計）より  

やや多いが、はほぼ括抗する状態になっている。5年前の結果とはぼ変化していない。妻の  

年齢別にみると、30歳代、40歳代で5年前に比べ肯定派が増え、50歳代、60歳代では逆に  
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否定派が増加している。しかし、肯定派が増えたとはいえ、もっとも否定派が多いのは40  

歳代で、「非常に不満」層が17％、50歳代では19．3％いる。40歳代で不満層が多いのは、  

夫のU字型の家事参加割合の実態とも相応している。   

妻の従業上の地位別にみると、常勤の妻、専業主婦とも満足派が微増しているが、はと  

んど満足度に差がみられない。ただ、「非常に不満」層も、それぞれ16．5％、14．4％と前回  

に比べ同程度はいる。親との居住関係別でも、同居別居に関わらず肯定派が伸びている。  

ただ、同居者のほうが否定的態度を示す方が多い。帰宅時間別にみると、8時前の帰宅で満  

足派がもっとも高く、10時以降の帰宅で満足派が最も少ない。10時以降の帰宅では、「非  

常に不満」が19．8％いる。   

夫の家事、育児への遂行実態に依拠すれば、ほぼ半数が肯定派であることは、「夫も家  

事や育児を平等に分担すべき」に8割以上が肯定している妻の意識と併せて考えれば納得の  

いく結果とは言えない。しかし、こうあって欲しいという願望が意識に反映され、一方実  

態認識には現実の生活のなかで妻の側でも性別役割分業を肯定するような、あるいはあき  

らめ感が潜在意識としてあり、それを前提とした判断であると考えれば、意識と実態認識  

の間に帝離が生じても不思議ではない。   

表3－9 妻の夫の家事・育児に対する満足度（年齢別，就業形態別，居住関係別，帰宅時間別）  

総  数  
非常に満足  まあまあ満足  やや不満  非常に不満  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

総 数  6，197 5，998  51．7％ 52．5％  10．1％10．9％  41．6％ 41．6％  48．3％ 47．5％  32．4％ 31．2％  15．9％16．3％   
妻の年齢  
29歳以下   562  461  63．3  63．8  16．2  19．7  47．2  44．0  36．7  36．2  26．7  25．2  10．0  11．1   
30～39歳   1，5431，513  52．4  57．2  11．8  12．9  40．6  44．3  47．6  42．8  33，2  28．8  14．3  13．9   
40～49歳   1，8961，484  44．8  48．1  8．5  10．9  36，3  37．2  55．2  51．9  36．1  34．8  19．1 17．0   

50～59歳   1，4101，661  52．3  48．5  8，7  8．5  43．7  39．9  47．7  51．5  31．9  32．2  15．7  19．3   
60～69歳   786  879  57．3  53．6  8．8  7．2  48，5  46．4  42．7  46．4  26．7  30．3  16．0  16．2   

妻の就業形態  
常勤   9251，001  52．4  55．6  12．6  15．7  39．8  40．0  47．6  44．4  31，5  27．9  16．1 16，5   
パート   8121，438  45．2  46．9  7．3  9．0  37．9  37．9  54．8  53．1  35．8  34．8  19．0  18．4   

自営・家族従業   664  718  49．1  49．7  8．3  7．9  40．8  41．8  50．9  50，3  33．9  33．0  17．0  17，3   
専業主婦   2，604 2，580  54．7  55．5  10．4  11．1  44，3  44．4  45．3  44．5  31．6  30．0  13．7  14，4   

親との同別居  

同居   
いずれかの親  1，2701，295  46．7  49．4  9．1 10．5  37．6  38．9  53．4  50．6  36．4  33．1  17．0  17．5   

夫の親   956  944  47．3  49．7  9．1   9．9  38．2  39，8  52．7  50．3  35．7  33．2  17．1 17．2   
妻の親   306  350  43．8  48．9  9．2  12．3  34．6  36．6  56．2  51．1  39．2  33．1  17．0  18．0   
別 居   3，872 3，305  52．2  53．8  10．7  11．5  41．5  42，2  47．8  53．8  32．0  11．5  15．8  42．2   

夫の帰宅時間  
20時前   2，189 2，382  53．5  56．5  10．9  13．1  42．6  43．4  46．5  43．5  32．6  29．1  13．9  14．4   

21時前   772  715  48．2  49．1  9，6  9．4  38．6  39．7  51．8  50．9  35．4  35．0  16．5  15．9   
22時前   497  540  45．7  50．6  6．6  10．0  39．0  40．6  54．3  49．4  37．0  33．0  17，3  16．5   
22時以降   661 772  43．7  46．4  8．5   9．3  35．2  37．0  56．3  53．6  33．1  33．8  23．1 19．8   

注）妻の年齢69歳以下のケースを対象に集計した．  

満足度の結果は、夫の家庭役割の遂行実態の低さからすれば、満足・不満足が半々程度   

の評価はかなり甘いようにみえる。調査では、妻は夫の家事や育児遂行に対して、そもそ   

もどのような期待をもっているかをたずねている（表3－10）。  

夫の家庭役割遂行を肯定的に期待する割合は41．2％である（「非常に期待」「まあまあ期   

待」の合計）。逆に、あまり期待しない、否定的な回答は58．8％である（「あまり期待して   

いない」「ほとんど期待していない」「もともと期待していない」の合計）。肯定的に期  
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待する割合41．2％は、前回の47．5％から6．3ポイント％低下している。明示的に否定する回  

答（「ほとんど期待していない」「もともと期待していない」の合計）は、21．7％から28．8％  

へと7．1ポイントも上昇している。   

期待度の高さは年齢に相応しており、高齢になるほど期待度は小さくなる。20歳代でも  

っとも高く、肯定的期待は唯一過半数を超える6割強、年齢順に期待度は低下し、60歳代で  

は3割程度と20代の半分まで低下する。前回と比べれば20歳代のみ肯定的期待の割合は上昇  

し、30歳代以降は低下しており、40歳代5．2ポイント、50歳代9．7ポイント、60歳代13．9ポ  

イントと大きく下落している。そもそも夫の家庭役割にあまり期待していない否定的な回  

答は、逆に高齢になるはど高くなる。20歳代の4割弱から60歳代では7割近くに達する。20  

歳代を除きほかの年齢層では否定的回答が前回を上回っている。明示的に否定の回答が、  

それぞれ30歳代4，8ポイント、40歳代5．9ポイント、50歳代10．3ポイント、60歳代10．6ポイ  

ントと、高齢になるほど前回に比べ大きく上昇している。   

就業形態別にみると、妻が常勤の場合で肯定、否定がほぼ半数、それ以外は否定的回答  

が6割前後となっている。常勤も含めて、どの形態も前回比べ肯定的回答は低下している。  

そのなかで、常勤の妻の場合、「非常に期待している」割合が3．4ポイント上昇し20．‘7％（前  

回17．3％）となっている。   

専業主婦にとって家事役割は、夫の収入獲得役割に対する互酬的役割としての代替行為  

ともいえる。夫の家庭役割への期待度は、フルタイムで働く妻に次いで期待度は高い。  

表3－10 妻の夫の家事・育児に対する期待度（年齢別、就業形態別）  

総 数  非常に期待  まあまあ期待  あまり期待  ほとんど期待  もともと期待  
している   している  していない  していない   していない  

第2同l第3回  第2匝l第3回  第2匡＝第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

総 数  6，440 6，110  47．5％ 41．2％  13．7％13．1％ 33．8％ 28．1％   52．5％ 58．8％  30．8％ 30，0％13．6％17．2％ 8．1％11．6％   
妻の年齢  
29歳以下  571 472  59．9％ 61．4％  18，9％ 22．5％ 41．0％ 39．0％   40．2％ 38．6％  24．0％ 22．2％10．2％10．2％ 6．0％ 6．1％   
30～39歳  1．5831，527  50．0  48．9  13．6 17．1 36．4  31．8   49．9  51．1  29．6 25．9 13．5 16．1  6．8  9，0   
40～49歳  1，9621，498  43．7  38．5  12．7 12．6 31．0  25．9   56．3 61．5  32．3 31．6 15，8 18．3  8．2 11．6   
50～59歳  1，4861，704  45．6  35．9  13．0 10．4 32．6 25，5   54．4 64．1  33．0 32，3 12．6 18．7  8．8 13．0   
60～69歳  838  909  46．1 32．2  13．8  7．6  32．3  24．6   53．8 67．8  30．3 33．7 12，9 17．8 10．6 16，3   

妻の就業形態  
常勤   9521，025  53．6％ 50．1％  17，3％ 20，7％ 36．3％ 29．5％   46．4％ 49．9％  27．0％ 26．5％11．6％14．9％ 7．8％ 8．4％   
パート  8331，453  43．1 38．1  11．9 11．7 31．2 26．4   57．0  61．9  35．1 30．9 14．2 18．5  7．7 12．5  
自営・  
家族従業                          701 733  44．9  34．4  13．4 10．6  31．5  23．7   55．0 65．6  29．5 31．5 15．1 19．8 10．4 14．3   
専業主婦  2，699 2，631  47．8  41．3  13．0 11．9 34．8  29．4   52．3 58．7  30．8 30．8 13．7 16．6  7．8 11．3   

注）妻の年齢69歳以下を対象に集計している。  

評価と実際の行動がどのような関係にあるのかを、尺度化した家事得点・育児得点と評  

価を示したのが表3・11である。一応遂行得点の高い夫に対しては高い評価、満足度が与え  

られている。4段階の満足度に対応する平均得点は、家事では低下し、育児では「満足」  

でわずかに上昇している。  
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表3－11家事育児得点と満足度評価  

総 数   
家事合計得点  平均値  

0  1～4  5～8  9～12  13～16  17～20  第3回  第2回   

非常に満足   619  6．3％  15．8％  32．6％  27．6％  11．1％  6．5％  8．2   8．9   

まあまあ満足  2，391  12．8  36．9  31．6  12．3  3．9  2．6  5．3   5．9   
やや不満   1，839  25．8  49．6  17．9  4．0  1．1  1．6  3．1  3．6   
非常に不満   989  45．3  41．5  9．0  1．0  1．2  2．0  2．1  2．2  

育児合計得点  

総数         平均値    0  1′－4  5～8  9～12  13～16  17～20  第3回  第2回   

非常に満足   499  2．2％  3．0％  6．2％  17．8％  30．3％  40．5％  14．3  13．5   

まあまあ満足  2，017  2．軍  8．9  19．8  32．6  23．8  12．6  10．8  10．7   
やや不満   1，622  6．0  21．8  31．6  26．9  10．2  3．5  7．5   7．7   
非常に不満   895  15．5  37．9  28．7  12．2  3．2  2．5  5．0   5．4  

注）家事得点は図3－8、育児得点は図3－12に同じ．  

4．夫婦の共通行動   

1．夫婦間のコミュニケーション  

「夕食」、「買い物」、「旅行」、「話し合う」、「相談」などの領域について、夫婦間の共通  

行動の頻度を示したのが表4・1である。共通行動の頻度分布は、前回と比べ大きくは変化  

していない。わずかに、「休日の過ごし方」「予定」について「よく話す」割合が、それぞ  

れ、3．2、4．3ポイント上昇し、逆に「旅行」で3．6ポイント低下している。   

「相談」は2．6ポイント上昇し、4割程度の夫婦間では常日頃から相談がよくなされて  

いる。一方で、「あまりない」「まったくない」夫婦の合計も27．3％あり、3割弱の夫婦で  

は心配事や悩み事の相談がほとんどなされていない状態は、前回の結果とほとんど変化し  

ていない。  

表4－1夫婦の共通行動  

総 数   よくある   ときどきある   あまりない   全くない  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

夕食を一緒にする  7，554 6，848  72．7％ 72．5％ 16．6％ 16．6％  8．4％  8．7％  2．3％  2．2％   

買い物に行く   7，492 6，821  32．1  32．9  39．9  41．1 17．5  16．7  10．5   9．4   

旅行に出かける  7，334 6，758  19．6  16．0  34．3  32．4  27．4  29．2  18．7  22．4  
帰宅時間や  
週の予定を話す  

休日の過ごし方に  
ついて話し合う  7，349 6，723  34．6  37．8  27．8  28．4  23．1  21．0  14．5  12．8  

心配事や悩み事を  
相談する  7，505 6，797  37．3  39．7  35．0  33．0  20．1  20．1  7．6   7．2   
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夫婦の共通行動を年齢別にみる（表4・2）。前回と比較して、各年齢層別にみても、頻度  

分布に大きな変化は認められない。そのなかで、20歳代が大半の領域で、「よくする」割  

合を低下させ、「旅行」については14．7ポイント低下させている。一方で、「心配や悩み事  

の相談」については、3，9ポイント上昇している。30歳代、40歳代では、「相談」をよく  

する割合は、それぞれ6．0ポイント、3．4ポイント増加させている。  

表4－2 夫婦の共通行動のコミュニケーションを「よくする」割合  

夫婦での行動（「よくある」と答えた人の割合）  

夕食を一緒  
週の予定を  

にする   行く   出かける   
話す   

29歳以下   72．7％   44．7％   13．8％   70．5％   58．1％   54．3％   

30～39歳   59．2  35．6  15．4  60．6  49．3  44．2   
40～49歳   63．7  28．5  10．9  49．9  35．5  36．5   
50～59歳   77．9  30．3  16．9  50．1  31．7  36．4   
60～69歳   87．8  35．7  23．1  47．2  30．7  38．7   

70歳以上   92．2  29．2  18．0  39．7  22．1  34．0   

2．夫婦の裁量権  

夫婦間の裁量権についてみる（表4・3）。夫婦で「一緒に」の割合が高い事項は、「高価  

なものの購入」（51．5％）、「親や親族とのつきあい」（56．4％）、「育児や子どもの教育」  

（46．1％）で、それぞれ、前回に比べ2．9ポイント、3．8ポイント、3．1ポイント上昇し、  

夫、妻どちらか一方ではなく、夫婦両方で相談の上、意思決定する割合は増えている。「家  

計」では、妻に決定権が集中しており、7割近くで妻が裁量権をもつ。しかし、「家計」で  

も「一緒に」が2．7ポイント上昇している。「育児や子どもの教育」についても、「一緒に」  

が前回に比べ3．1ポイント増えたが、半数の家庭では妻任せである（50．5％）。夫の存在は  

極めて小さい（夫が決めるとしたものは3．4％で前回とほぼ同じ）。  

表4－3 夫婦における裁量権  

総 数  妻  一緒に  夫  

第2回  第3回  第2回  第3回  第2回  第3回  第2回  第3回   

車や耐久消費財など  
高価なものの購入   7，499 6，729   11．6％ 11．3％ 48．6％ 51．5％ 39．8％ 37．2％   

家計の分配や管理・運営  7，487 6，794   68．8  66．5  18．1  20．8  13．1 12．7   

親や親族とのつきあい   7，467 6，770   35．4  34．6  52．6  56．4  11．9  9．0   

育児や子どもの教育   6，540 5，776   53．5  50．5  43．0  46．1   3，6  3．4  

親との居住関係と夫婦裁量権の関係をみた（表4・4）。親との居住関係では中立的な別居に  

比べると、夫も妻も自分の実家で同居する場合は、裁量権は高まる。この傾向は前回と同  

様である。しかし、前回に比べ、夫、妻とも実家での自身の決定権の割合は低下し、おお  

むねどの領域でも、夫と妻が相談して決める割合の増加にシフトしている。  
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表4－4 親との居住関係別の夫婦裁量権  

総 数   
主たる決定者  

同別居  妻   一緒に   夫  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   
妻の親と同居  346   363  15．0％ 12．9％  52．0％ 51．0％  32．9％ 36．1％  

車や耐久消費財など 高価なものの購入                   夫の親と同居  1，042   
991  6．2   6．3  46．2  49．6  4716  44．1  

別 居   3，946 3，434  12．2  11．8  50．6  53．9  37，2  34．2   

家計の分配や  
妻の親と同居  344   364  77．0％ 70．9％  15．1％ 21．4％  7．8％  7．7％  

生理・運溢  夫の親と同居  1，037  991  64．8  63．7  18．9  22．4  16．3  13．9   
別居   3，938 3，445  72．8  70．3  16．7  18．5  10．5  11．2   

妻の親と同居  344   361  40．7％ 42．4％  50．0％ 50．7％  9．3％  6．9％  

親や親族とのつきあい                    夫の親と同居  1，037  993  31．0  28．5  51．4  56．7  17．6  14．8  

別居   3，930 3，429  37．1  36．6  53．1  56．5  9．8   6．9  

妻の親と同居  312   328  58．3％ 55．2％  50．4％ 43．3％  1．3％  1．5％  
夫の親と同居  973   922  50．2  47．4  45．9  49．0  3．9   3．6  
別居   3，488 2，919  54．5  52．0  43．0  45．8  2．5   2．2   

5．家族に関する妻の意識  

現実の家族生活は、夫婦や親子間の関係・あり方を指示する様々な規範（ここでは、総称  

して家族規範とする）にもとづいて営まれている。それは価値基準として家族成員個々の  

行為を内面から方向づけ、結果的に家族の形態、構成や機能をも規定しうるものである。  

したがって、家族規範に対する人々の意識や変化を明らかにすることは、今後の家族のゆ  

くえを知るうえできわめて重要である。ここでは、夫婦に関する規範意識、子どもに関す  

る規範意識、および老親に関する規範意識など代表的な家族規範に関するステーツメント  

をとりあげ、それぞれに対する妻の意見を尋ねている。5年前の第2回調査との比較を中心  

に、主たる結果を紹介する。  

1．結果の概略  

今回の12のステーツメントのなかで、前回に比べ10ポイント以上の変化がみられた設問  

は、「夫は外で働き、要は主婦業に専念すべき」の1項目である（図5・1）。性別分業役割  

に賛成する肯定派は11．2ポイント低下、はじめて過半数を切った（41．1％）。また、「まっ  

たく反対」の絶対否定派は逆に6．7ポイント増加した。この項目と関連している「夫も家事  

や育児を平等に分担すべきだ」では、肯定派が6．1ポイント上昇し、全体の8割を超した。た  

だし、「夫は会社の仕事を優先すべきだ」については、前回とほぼ変化がない。また、性  

別役割分業の観点からみると、「男の子は男の子らしく、女の子は女の子らしく」につい  

ても、肯定的回答は6．4ポイント減少したが、7割は賛成派である。ただし、自信を持った賛  

成（「まったく賛成」）は8ポイントほど低下している。「家庭の重要なことは、父親が決  

定すべきだ」に関しても、6．8ポイント減少したが、四分の三は依然賛成派である。   

つぎに、子どもに関する意識でも、変化がみられる。「夫婦は子どもを持って、初めて  

社会的に認められる」では、8．1ポイント低下、絶対賛成も3ポイント強減少し、肯定派は3  

割程度にまでに落ち込んでいる。一方で、「自分たちを多少犠牲にしても、子どもたちの  
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事を優先」は、ほとんど変化はないが、高率（77．8％）を維持している。また、「子どもが  

3歳くらいまでは、母親は育児に専念」は、7．2ポイント低下したが、8害IJ以上（肯定的回答  

82．9％）の支持を得ている。ただ、ここでも、絶対的回答（まったく賛成）の割合は、11．6  

ポイントも激減しており、肯定的回答の内容に変化がみられる。  

図5－1家族に関する規範意識   

まったく賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 まったく反対  

夫は外で働き、  

妻は主婦業に  

専念  

自分たちを  

多少犠牲にしても  

子どものことを優先  

家庭の重要な  

ことは父親が  

決定すべきだ  

子どもが3歳くらい  

までは、母親は  

育児に専念  

男の子は男の子  

らしく、女の子は  

女の子らしく  

夫婦は子どもを  

持って初めて  

社会的に認められる  

夫も家事や  

育児を平等に  

分枝すべきだ  

夫、妻とも  

別姓であっても  

良い  

夫は、会社の  

仕事を優先  

すべきだ  

年をとった親は  

息子夫婦と暮らすべきだ  

年をとった親は  

子ども夫婦と暮らすべきだ  

年老いた親の  

介護は家族が  

担うべきだ  

高齢者への  

経済的な援助は  

家族が行うべき  

■t■〈t■      50．3  14・6闘3・8  ■胴■；■    49．0二  19・8 闊    8・8悶2・2  ■■         ・44．4  汀1            39．4  7・7日2・2  39．1          一 こ  12・6閲4・6  
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前回との比較で差が大きかったのは、「年老いた親の介護は家族が担うべきだ」に対す  

る同意派の9．2ポイント低下である。この間に、介護保険法が施行され、介護の社会化が進  

んだことの影響もあるが、それでも65．6ポイントは肯定的回答である。「高齢者への経済的  

な援助は家族が行うべき」への回答は、前回とほぼ変化しておらず、2臥6％の支持であり、  

経済的支援については、個々の家族ではなく社会的に支援すべきだとの回答が多数派であ  

る。高齢者に対する介護と経済的支援の役割は、家族にとって別の役割として捉えられて  

いる。   

「夫、妻とも別姓であってもよい」もかなり変化した項目である。全体で賛成派が7．3ポ  

イント上昇し、夫婦別姓に対する意見はほぼ括抗した状態になったが、過半数には達して  

いない（47．0％）。   

第2回調査に比べ今回調査では、伝統的価値観を否定する方向にふれる結果が多くの設問  

でみられた。夫婦関係や老親との家族関係に関する規範については、世代間の差異はある  

ものの、20歳代の専業主婦に、前回同様伝統的価値観支持がみうけられた。また、親子関  

係に関する規範については、夫婦や個人よりも子ども重視の家族生活を支持する回答が依  

然高率である。  

2．夫婦に関する規範意識  

（1）夫婦間の役割分業意識   

「結婚後は、夫は外で働き、妻は主婦業に専念すべきだ」という役割分業規範に対する  

意見を妻の年齢別にみる（表5－1）。性別分業肯定派（「まったく賛成」＋「どちらかといえ  

ば賛成」、以下同様）は、ほぼ全年齢層で10ポイント以上減少し、20歳、30歳、40歳代では、  

30％台にまで低下した。50歳代の賛成派は44．8％であるが、15ポイントも減少している。  

また、同時に「まったく反対」派が、20歳、30歳、40歳代で10ポイント前後上昇し、2割  

程度にまで増えている。  

表5・1「結婚後は、夫は外で働き、妻は主婦業に専念すべきだ」への賛否（妻の年齢別）  

総 数  どちらかと  
まったく賛成   いえば賛成  どちらかと いえば  まったく反対  

反対  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

総 数  6，608 6，189  52．3％ 41．1％  7．6％ 4．9％  44．7％ 36．2％  47．7％ 5臥9％  37．5％ 42．0％  10．2％16．9％   
29歳以下  586  479  48．8  35．7  7．0  2．3  41．8  33．4  51．2 64．3  41．1 41．5  10．1 22．8   
30～39歳  1，5781，533  45．4  34．1  4．3  2．2  41．1 31．9  54．6 65．9  41．1 43，8  13，5  22．1   
40～49歳  1，9951，511  44，8  33．2  5．3  3．1  39．5  30‘1  55．2 66．8  43．7  47．2  11．5 19．6   
50～59歳  1，5521，723  59．7 44．8  10．0  5．4  49．7  39．4  40，3  55．2  32．4 41．9  7．9 13．3   
60～69歳  897  943  70．0 61．2  14．4 12．6  55．6  48．6  30，0 38．8  24．2  31．4  5．8  7．4  

妻の働き方によっても、役割分業規範に対する考え方は大きく異なる（表5・2）。ただ、  

働き方の如何に関係なく、いずれの場合も役割分業肯定派は10ポイント前後減少している。  

専業主婦だけが過半数を維持（53．8％）し、逆に、常勤では賛成が2割で、反対は8割程度  

にまで達している。反対の内容も、「まったく反対」が18．3％から31．8％と13．5ポイントも  

上昇している。  
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表5－2「結婚後は、夫は外で働き、妻は主婦業に専念すべきだ」への賛否（妻の就業形態別）  

総 数  どちらかと  
まったく賛成   いえば賛成  どちらかと いば  まったく反対  

え反対  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

総 数   5，292 5，919  52．6％ 41．4％  7．2％ 4．9％  45．4％ 36．5％  47．5％ 58．6％  37．3％ 41．8％  10．1％16．7％   
常 勤   9631，029  33．1 21．7  3．3  2．3  29，8 19．3  66．9  78．3  48．6 46．6  18．3  31．8   
パート   8491，469  41．7  31．8  4．5  2．5  37．2  29．3  58．3  68．2  45．6  49．6  12．7 18．7   

自営・家族従業  721 744  52，7  43．3  6．7  5．8  46．0  37．5  47．3 56．7  37．2  41．5  10．1 15．2   

専業主婦  2，759 2，677  62．7  53．8  9．5  7．0  53．2  46．8  37．4  46．2  30．9  35．9  6．5 10，3   

注）妻の年齢以外の属性についても、妻の年齢69歳以下を対象に集計している。  

しかしながら、夫婦間の役割分業規範を「夫も家事や育児を平等に分担すべきである」   

という別の表現で尋ねると、かなり異なる反応となる（表5－3）。年齢別にみると、30歳代  

で肯定的態度が最も高い。しかし、世代間の差異は小さく最大最小の差は5ポイント程度で   

ある（ただ、「まったく賛成」の世代間の開きは大きくなっている）。いずれの世代でも、  

夫に対して家庭役割としての「家事や育児を平等に分担」してほしいと考えており、この  

傾向は、前回に比べ強まっている。妻の働き方別に賛否をみると、常勤で働く場合が、最   

も強い支持を示し、9割が「賛成」している。一方で専業主婦の妻の場合でも、はぼ8割が  

「賛成」している。また、前回に比べ賛成の割合がもっとも増えたのは専業主婦で7．5ポイ   

ント上昇した。  

表5－3 「夫も家事や育児を平等に負担すべきだ」への賛否（妻の年齢別、就業形態別）  

総 数  どちらかと  
まったく賛成   いえば賛成  

どちらかと  
いえば反対  まったく反対  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

総 数   6，602 6，207  76．7％ 82．8％  20．1％ 27．3％  56．6％ 55．5％  23．3％17，2％  21．5％15．5％  1．8％ 1．6％   

妻の年齢  
29歳以下   588  477  80．4  83．9  24．1 38．2  56．3  45．7  19．5 16．1  17．5 14．5  2．0  1．7   

30～39歳   1，5821，539  77．9 84．7  23．8  30．7  54．1 54．0  22．1 15．3  20．9 14．3  1．2  1．0   

40～49歳   1，9941，515  77．8  83．6  21．2  29．3  56．6 54．3  22．3 16．4  20．6 14．7  1．7  1．7   
50～59歳   1，5581，730  73．2  82．4  16．1 23．1  57．1 59．3  26．7 17．6  24．3 15．6  2．4  2．0   

60～69歳   880  946  75．7 78．9  15．1 20．8  60．6  58．0  24．4 21．1  22．2 19．2  2．2  1．9   

妻の就業形態  
常勤   9811，037  85．0  90．5  30．7  38．2  54．3  52．4  15．0  9．5  13．6  7．9  1．4  1．5   
パート   8491，470  80．4  84．6  21．6 29．5  58．8  55．1  19．7 15．4  18．6 13．8  1．1 1．6   

自営・家族従業  725  747  76．9  78．8  20．6  22，8  56．3  56．1  23．2 21．2  22．1 19．7  1．1 1．5   
専業主婦   2，7412，675  72．1 79．6  15．1 22．6  57．0  56．9  27．9 20．4  25．5 18．7  2．4  1．7   

注）妻の年齢以外の属性についても、妻の年齢69歳以下を対象に集計している．総数は妻の年齢についての数値，  

（2）夫婦の社会的認知  

「夫婦は子どもを持ってはじめて社会的に認められる」という規範に対しては、年齢の   

上昇とともに肯定的態度が増加し、逆に若い世代ほど否定的態度が多数となる（表5－4）。   

今回の設問のなかで、この間は、世代間の差が最も大きく、20歳代と60歳代では35．7ポイ   

ントの開きがあり、若い世代に、子どもを持つこと＝社会的認知に強い抵抗感がみられ、   

その傾向がいっそう強くなっている。その現れとして、20歳代では、強い意思表示である   

「まったく反対」だけで前回に比べ15．3ポイントも上昇して50．2％となり、過半数を越え   

ている。  
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表5・4 「夫婦は子どもをもってはじめて社会に認められる」への賛否（妻の年齢別）  

総 数  どちらかと  
まったく賛成   いえば賛成  どちらかと い  まったく反対  

えば反対  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

総 数  6，487 6，108  39．4％ 31．4％  11．0％ 7．7％  28．4％ 23．6％  60．6％ 68．6％  32．5％ 32．4％  28．1％ 36．2％   
29歳以下  584  478  23．8 15．9  5．0  2．9  18．8 13．0  76．2  84．1  41．3  33．9  34．9  50．2   
30～39歳  1，5781，524  29．6  21．8  7．0  2．8  22．6 19．0  70．5 78．2  36．5  34．1  34．0  44．2   
40～49歳  1，9741，506  36．8  28．2  8．9  6．2  27．9 22．0  63．2 71．8  35．1 35，1  28．1 36．7   

50～59歳  1，5111，682  48．8  36．1  14．1  9．2  34．7  26．9  51．1 63．9  26．9  32．9  24．2 30．9   
60～69歳  840  918  58．2  51．6  22．1 18．2  36．1 33．4  41．8  48．4  22．5  23．5  19．3  24．8  

社会的認知における「夫婦＝子ども」は、現在子どもがいて、しかも親としての愛情が  

もっとも強く注がれる乳幼児期の子どものいる妻に多いのではないか、という予想に反し  

て、実際には、より小さい子どもをもつ妻の方でむしろ「反対」が多い（表5・5）。子育て  

期がひととおり終わった段階になってから「賛成」が増える傾向は、上記でみた妻の年齢  

の方がこの規範に対する賛否をより強く規定しているためと考えられる。子どものいない  

妻では、84．5％が否定的で、「まったく反対」だけで55．3％を占めている。  

表5－5「夫婦は子どもをもってはじめて社会に認められる」への賛否  

（子どもの有無・末子年齢別）  

総 数  どちらかと  
まったく賛成   いえば賛成  どちらかと いえば反対  まったく反対  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

総 数  6，156 6，032  38．9％ 31．3％  10．6％ 7．7％  28．3％ 23．6％  61．2％ 68．8％  32．6％ 32．5％  28．6％ 36．3％   

1歳未満   181 286  25．4 16．8  4．4  3．1  21．0 13．6  74．6  83．2  43．1 36．7  31．5 46．5   

3歳未満  532  480  26，9 19．6  5．5  1．9  21．4 17．7  73．1 80．4  38．9  37．5  34．2  42．9   
6歳未満  512  498  30．6  24．9  7．2  4．4  23．4 20．5  69，3  75．1  36．3  33．1  33．0 42，0   
12歳未満  922  753  34．5  28．8  7．2  4．8  27．3  24．0  65．6 71．2  37．9  32．4  27．7 38．8   
18歳未満  972  752  37．4  28．2  10．0  6．0  27．4  22．2  62．7  71．8  35．0  38．0  27．7  33．8   

18歳以上  2，512 2，650  50．1 41．3  15．4 12．3  34．7  29．0  49．9 58．7  26．7  30．2  23．2 28．5   
子どもなし  525  613  20．0 15．5  5．0  2．3  15．0 13．2  80．0  84．5  33，3  29．2  46．7  55．3   

注）妻の年齢69歳以下を対象に集計している。  

3．子どもに関する規範意識  

夫や妻は、自分たちのことを多少犠牲にしても、子どものことを優先すべきだ」という   

規範に対しては、前回調査と同様、8害り近くが賛成し、全体としてはもっとも変化の少なか   

った規範である（表5－6）。しかし、年齢別にみると、20歳代、30歳代、40歳代では、肯定   

的回答が数ポイント高くなっており、その内容も「まったく賛成」の割合が増加している。   

常勤やパートなど働く妻でも、子ども優先を支持する回答が増えており、とりわけ、若い   

世代の傾向と同様に、強い支持を示す「まったく賛成」が数ポイント伸びている。若い世   

代や、働く妻でも子ども中心の考え方が受け入れられている。  

また、この設問の回答には明示的に末子の年齢が反映されており、末子の年齢が低年齢   

であるほど、「賛成」が多いという肯定の結果になっている。未の子どもが1歳未満の場合、   

子ども優先を支持する回答は前回に比べ7ポイント上昇し、90％が賛成している。さらに、   

子どものいない妻においても、7割強が子ども中心の考え方に「賛成」している。  
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表5・6 「夫や妻は、自分たちのことを多少犠牲にしても、  

子どものことを最優先すべきだ」への賛否（年齢別、就業形態別）  

総 数  どちらかと  
まったく賛成   いえば賛成  どちらかと いえば反  まったく反対  

対  

第2回1第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

総 数   6，558 6，188  77．2  77．8％  14．5％18．1％  62．7％ 59．7％  22．8 22．2％  20．7％19．1％  2．1％ 3．0％   

妻の年齢  

29歳以下   589  479  83．3  88．7  24．4  31．1  58．9  57．6  16．6 11．3  14．6  9．8  2．0  1．5   

30～39歳   1，5811，539  80．5 84．3  14．5  21．2  66．0  63．1  19．4 15．7  17．6 14．6  1．8  1．1   

40～49歳   1，9781，513  72．8  77．7  11．4 15．4  61．4 62．3  27．1 22．3  24．7 19．4  2．4  2．9   

50～59歳   1，5311，718  74．3 72．6  12．6 14．3  61．7  58．3  25．8 27．4  23．4 22．9  2，4  4．5   

60～69歳   879  939  82．0  71．5  18．1 17．9  63．9  53，6  18．0 28．5  16．5 24．1  1．5  4．5   

妻の就業形態  

常勤   9681，022  73．8  77．1  11．9 17．5  61．9  59．6  26．3 22．9  24．1 20．1  2．2  2．8   

パート   8471，466  73．2  77．8  12．5 17．5  60．7  60．3  26．8 22．2  24．3 19．6  2．5  2，6   

自営・家族従業  720  755  75．5  71，7  13．3 14．6  62，2  57．1  24．5 28．3  21．7  23．7  2．8  4．6   
専業主婦   2，727 2，677  80．5  80．0  16．3 19．7  64．2 60．3  19．5 20．0  18．0 17．2  1．5  2．8  

表5－7 「夫や妻は、自分たちのことを多少犠牲にしても、  

子どものことを最優先すべきだ」への賛否・つづき（末子年齢別）  

総  数  どちらかと  
まったく賛成   いえば賛成  どちらかと いえば  まったく反対  

反対  

第2回l第3回  第2回1第3回  第2匡Il第3回  第2固l第3回  第2回t第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

末子年齢  

1歳未満   183  291  83．0％ 90．0％  28．4％ 33．0％  54．6％ 57．0％  16．9％10．0％  15．8％ 8．6％  1．1％ 1．4％   

3歳未満   529  482  86．4  87．8  20．4  26．3  66．0  61．4  13．6 12．2  11．9 11．8  1．7  0．4   

6歳未満   516  500  81．0 85．4  16．1 24．2  64．9 61．2  19．0 14．6  16．5 13．6  2．5  1．0   

12歳未満   934  763  76．3  83．9  12．8 16．8  63．5  67．1  23．6 16．1  21．5 14．8  2．1 1．3   

18歳未満   980  753  76．2  77．8  12．4 15．4  63．8  62．4  23．7  22．2  22．0 19．5  1．7  2．7   

18歳以上   2，572 2，707  76．5  72．9  13．7 16．2  62．8  56．7  23．4  27．1  21．5  23．0  1．9  4．1   
子どもなし   507  609  66．7  73．4  9．5 14．1  57．2  59．3  33．3  26．6  29．4  21．5  3．9  5．1   

注）妻の年齢69歳以下を対象に集計している．総数は妻の年齢についての数値．  

第2回調査でとりあげた家族規範の中でもっとも高い支持を得たのは、「子どもが3歳く  

らいまでは、母親は仕事を持たず育児に専念した方がよい」という規範である。この規範  

は今回の設問のなかでも最も多くの支持を得ている（82．9％）。ただ、今回は前回に比べ、  

肯定的な支持は7．2ポイント低下した（表5・8）。また、「まったく賛成」の積極的支持も前  

回の50．7％から39．1％へと10ポイント以上低下している。  

年齢別には、どの世代も肯定派が多数を占めるが、20歳代、30歳代では、前回に比べそ  

れぞれ16ポイント、10．5ポイントと大きく減少させている（85．5％→69．5％、84．9％→74．4％）。  

また、「まったく賛成」の割合も、20歳代では39．7％から23．9％へと大きな変化を見せて  

いる。就業行動は、直接、出産、子育ての影響を受けるが、妻の就業の有無、あるいは雇  

用形態によってどのような差があるのか、妻の従業上の地位別にみる。乳児期の母親の育  

児専念に対して、フルタイムの妻では、専業主婦の89％には及ばないし、前回に比べると   

14．1％も低下しているものの、それでも6割以上（65．4％）が支持している。働く妻の場合  

でも、子育てに専念できればそうしたいと考えている妻は多いが、その傾向に少し変化の  

兆しが見える。  
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表5－8 「子どもが3歳くらいまでは、母親は仕事を持たずに  

育児に専念した方がよい」への賛否（年齢別、就業形態別）  

総  数  どちらかと  
まったく賛成   いえば賛成  どちらかと いえば  まったく反対  

反対  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

総 数   6，626 6，235  90．1％ 82．9％  50．7％ 39．1％  39．4％ 43．8％  9．9％17．1％  7．7％12．6％  2．2％ 4．6％   

妻の年齢  
29歳以下   587  476  85．5％ 69．5％  39．7％ 23．9％  45．8％ 45．6％  14．5％ 30．5％  11．4％ 22．1％  3．1％ 8．4％   

30～39歳   1，5881，537  84．9 74．4  39．1 27．2  45．8 47．2  15．1 25．6  11．7 18．9  3．4  6．8   
40～49歳   1，9931，519  90．2  82．5  50．9  35．4  39．3  47．1  9．8 17．5  7．2 12．8  2．6  4．7   
50～59歳   1，5751，743  94．7 89．2  59．9 47．4  34．8  41．7  5．3 10．8  4．2  7．9  1．1  3．0   
60～69歳   883  960  94．2  92．4  62．3 56．0  31．9  36．4  5．8  7．6  5．2  5．8  0．6  1．8   

妻の就業形態  
常勤   9841，023  79．5％ 65．4％  36．8％ 23．7％  42．7％ 41．7％  20．5％ 34．6％  15．0％ 22．8％  5．5％11．8％   
パート   8501，481  89．6  83．0  48．7  40．6  40．9 42．4  10．3 17．0  8．1 13．2  2．2  3．8   

自営・家族従業  731  757  90．2  86．1  47．9  42．0  42．3 44．1  9，9 13．9  7．7 10．8  2．2  3．0   
専業主婦   2，754 2，697  93．4  88．8  54．8  43．3  38．6  45．5  6．5 11．2  5．4  8，6  1．1  2．6   

注）妻の年齢69歳以下を対象に集計している。  

4．老親に関する規範意識  

第1、2回調査では、「年をとった親は、息子夫婦と一緒に暮らすのがよい」という設問  

であったのに対して、今回は、「子ども夫婦と一緒に暮らす」に変更している。したがっ  

て、単純には比較できないので今回分だけをみる。支持、不支持は50．4％、49．6％と括抗し  

ているが、どちらかといえばという消極的な賛成、反対が多数を占める。年齢によっても  

あまり差がみられない。  

表5－9 「年をとった親は子ども夫婦と一緒に暮らすのがよい」への賛否  

（年齢別、居住地域別、同居別居別）  

総  数  どちらかと  
まったく賛成   いえば賛成  どちらかと いえば  まったく反対  

反対  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

総 数  6，536 6，137  50．4％ 50．4％  8．2％ 6．8％  42．2％ 43．6％  49．6％ 49．6％  38．8％ 40．7％  10．8％ 8．9％   
妻の年齢  
29歳以下   581  474  45．4％ 49．2％  5．5％ 6．8％  39．9％ 42．4％  54．6％ 50．8％  42．0％ 39．2％  12．6％11．6％   

30～39歳   1，5661，517  44．0  47．1  5．2  4．7  38．8  42．3  56．1 52．9  41．3  44．2  14．8  8．8   
40～49歳   1，9781，497  47．2  49．1  6．8  5．3  40．4  43．8  52．8  50．9  41．5  40．8  11．3 10．1   

50～59歳   1，5281，699  57．6  53．1  10．7  7．7  46．9  45．4  42．5  46．9  34．9  38．9  7．6  7．9   
60～69歳   883  950  60．1 53．6  14．6 10．8  45．5  42．7  39．8  46．4  32．8  38．6  7．0  7．8   

居住地区  
非人口集中地区  2，212 2，296  59．4％ 59．1％  11．7％ 9．0％  47．7％ 50．1％  40．6％ 40．9％  33．6％ 34．2％  7．0％ 6．7％   
人口集中地区  4，3 4 3，841  45．9  45．2  6．5  5．5  39．4  39．8  54．1 54．8  41．4  44．5  12．7 10．3   

親との同別居  
いずれかの  
親と同居  1，3421，281  59．4％ 61．5％  10．6％ 9．3％  48．8％ 52．2％  40．6％ 38．5％  31．6％ 32．4％  9．0％ 6．1％  
いずれの  

親とも別居  3，840 3，666  44．5  46．0  5．4  5．0  39．1 41．0  55．5  54．0  43．2  44．0  12．3  9．9   

注1）妻の年齢69歳以下を対象に集計している．  

注2）第2回調査は、「年をとった親は息子夫婦と一緒に暮らすのがよい」の数値を使用  
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居住地域別には、人口集中地区よりも非人口集中地区の方で支持の割合が高い。人口集  

中地区でははぼ6割が支持しているのに対し、非人口集中地区では45％程度となっている。  

しかし、いずれも大半は消極的な支持回答である。親との同居別居別にみた場合、現在親  

と同居状態にある者の方で肯定的回答が15ポイント程度上回っている。   

「年老いた親は子ども夫婦と一緒に住む」ことに対し、「年老いた親の介護は家族が担  

うべきだ」という表現で設問したところ、かなり異なる結果となっている（表5・10）。全  

体では6割以上がこれを支持し、前者の問い方に対しては15ポイント以上上回っている。し  

かし、前回の結果と比較すると9．2ポイントも低下している。これは、第2回と3回調査の間  

に介護保険法が施行され、介護の社会化の認識が広まったことの影響と思われる。年齢別  

には、20歳代で肯定的回答がもっとも高く、年齢の上昇とともに低下、50歳代でもっとも  

低くなる。その後60歳代で反転する。若い世代で高く、高齢に向かうほど漸減するのは、  

介護に関する認識の違い、介護に直面するか、近い、あるいは遠いかの現実の問題として  

の距離感が反映されていると思われる。全世代で前回よりも5ポイント以上低下しているが、  

50歳代では、13．6ポイントと最大の減少幅となっていることもその証左であろう。逆に、  

60歳代で反転するのは、介護を受ける側にまわることの現実感、切実感であろう。しかし、  

全体として、依然65％の賛成があり、家族が中心となった老親の介護そのものが否定され  

たわけではなさそうである。  

表5－10 「年老いた親の介護は家族が担うべきだ」への賛否（年齢別）  

総 数  どちらかと  
まったく賛成   いえば賛成  どちらかと いえば反  まったく反対  

対  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

総 数   6，569 6，138  74，8％ 65．6％  15．8％10．9％  59．0％ 54．7％  25．2％ 34．4％  21，0％ 28．2％  4．2％ 6．2％   

29歳以下  585  472  83．2  78．2  20．5 18．0  62．7 60．2  16．7  21．8  13．3 17．2  3．4  4．7   

30←39歳  1，5691，512  76．6  68．1  15．0 10．3  61．6 57．8  23．4  31．9  19．0  26．4  4．4  5．5   

40～49歳  1，9811，493  69．5  62．9  12．2  9，2  57．3  53．7  30．4  37．1  25．8 29．7  4．6  7．4   

50～59歳  1，5461，706  74．9  61．3  16．6  9．0  58，3  52．2  25．2  38．7  21．0  32．2  4．2  6．6   

60～69歳  888  955  77，6  67．4  20．5 14．3  57．1 53．1  22．4  32．6  19，1 27．2  3．3  5．3  

最後に、高齢者の経済的負担を誰が負うべきかについて尋ねてみた結果を比較している。  

高齢者の経済的支援については、もともと年金制度などが定着しており、家族負担への支  

持派は少数派であるが、前回に比べ、家族による経済的支援の支持はわずかに低下してい  

る（表5－11）。妻の年齢でみると、60歳代だけが、家族による援助に対して、4割以上の支  

持を維持している。  

表5－11「高齢者への経済的な援助は、公的機関より家族が行うべきだ」への賛否（年齢別）  

総 数  どちらかと  まったく賛成   いえば賛成  どちらかと いえば  まったく反対  
反対  

第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回  第2回l第3回   

総 数  6，529 6，130  29．7％ 28．6％  4．4％ 3．5％  25．3％ 25．1％  70．3％ 71．4％  49．9％ 50．0％  20，4％ 21．4％   
29歳以下  581  469  29．0  26．7  4．6  3，0  24．4  23．7  71．0  73．3  52．2 51．4  18，8  22．0   
30～39歳  1，5671，507  23．4  25．7  2．4  2．6  21．0 23．1  76．5  74．3  52．8 51．4  23て 23．0   

40～49歳  1，9711，502  24．7  24．2  3．1  2．4  21．6  21．8  75．3  75．8  53．4 52．8  21．9  23，0   
50～59歳  1，5331，713  35．9  29．2  5．6  3．5  30．3  25．7  64．1 70．8  45，5  50．2  18．6 20，5   

60～69歳  877  939  41．5  40．1  8．4  7，1  33．1 33．0  58．5  59．！）  42．9 42．2  15．6 17．7   

－62－   



人口問題研究（］．ofPopulationProblems）62rl・2（2006．6）pp．63～64  

書 評・紹 介  

GianpieroDallaZuannaandGiuseppeA．Micheli（eds．）  

ぶ亡ro乃g凡mよ抄α乃dエ0王〟釣「亡よgわごAf）αrαdoエア  

KluwerAcademicPublishers，2004，177pp．（EuropeanStudiesofPopulation，Vol．14）  

本書はイタリアを中心とする南ヨーロッパの強い家族主義と，極端に低い出生力を扱った論文集  

である．序章に続き5本の論文が収録されているが，うち3本は雑誌等に発表済みのものである．も  

ともと共通の了解の下に書き下ろされた論文ではなく，そもそも編者のDallaZuannaとMicheliが  

低出生力の原因に関して見解を異にしているため，本書を貫く統一見解や結論のようなものはない．   

序章では，南欧の極低出生力（lowest－lowfertility）に対する家族主義の影響が示唆される．  

McDonaldは家庭内の両性平等の未発達が低出生力をもたらすとしたが，調査データによると家庭  

外であれ家庭内であれ性別分業が強い夫婦ほど出生力が高いこと，インドでは経済発展している地域  

で最も性別分業が強固なことをあげ，人類学的要因の重要性を強調する．また南イタリアでは失業率  

が高いのに離家が早く出生率が相対的に高いことをあげ，経済的要因による説明も不十分とする．同  

様に編者らは，家族政策努力による説明にも懐疑的である．またオーストラリアの移民二世ではイタ  

リア系とギリシア系で出生力が低いことをあげ，文化的要因の持続性を示唆する．   

Rosinaの「イタリアの家族形成と出生力」は書き下ろしで，マイクロ・データを用いたコーホー  

ト比較を行っている．イタリアの極低出生力は，北中部がヨーロッパ最低水準にあるためで，南部の  

コーホート出生力はヨーロッパでも高い方に属する．社会階層的には，出生力低下を主導しているの  

は下層出身の高学歴女子で，多忙な職場と伝統的な家族価値の板挟みになっているとされる．一方で  

上層出身の高学歴女子は，脱物質主義的価値が強く同棲が多いとされる．イタリアでは同棲の頻度は  

まだ相対的に低いが，近年かなりの速度で増加している．しかしRosinaは，これを北欧・西欧文化  

への同化とみなすことには懐疑的である．   

Reherの「西ヨーロッパの家族紐帯」は，1998年のPqpulationandDeuelqpmentReuiewに掲載  

され，よく知られている論文である．北欧を中心とする地域の弱い家族システムと南欧の強い家族シ  

ステムが対比される．弱い家族紐帯は，スカンジナビア，ブリテン諸島，低地諸国（LowCountries），  

ドイツ，オーストリア，北フランス等に見られる．その特徴は早い離家，家族以外による福祉制度，  

親子関係や夫婦関係における契約の観念，個人主義，女性の高い地位等である．地中海地域の強い家  

族紐帯との対照は，ローマ社会とゲルマン・ノルディック社会の対照に起源を発し，宗教改革はこの  

南北差を拡大したとされる．現在，極低出生力が南欧，東欧，旧ソ連，東アジアにひろがっている状  

況を見ると，北欧・西欧の弱い家族紐帯こそが比較的高い出生力を維持している原因ではないかとい  

う感を強くする．Reherの南北対比は，居住制や相続規則とは対応しない．ということは，そちら  

の側面を重視するE．Toddの理論は，極低出生力の説明にはあまり役に立たないようである．   

DallaZuannaの「アユオロスの宴」は，マックス・プランク研究所のウェッブ雑誌Demographic  

月e5eαrCゐに発表済みの論文である．ここでは離家しないイタリアの若者を風の神の子ども達にたと  

え，極低出生力の原因を強い家族主義に求めている．DallaZuannaは，「強い家族主義→遅い離家  

→低い出生力」という連鎖を仮定している．家族主義から夫婦出生力への直接効果としては，母親役  

割の強調が就業と育児の両立を困難にしていることや，子どもに保護的なため子の費用が上昇しやす  
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いことをあげている．また強い家族主義が世俗化と脱物質主義的価値の拡散を食い止めるとされ，こ  

れは離婚・同棲・婚外出生を抑制すると考えられる．要するにイタリアでは強い家族主義が出生力低  

下を加速しており，家族システムが浸食されない限り出生力の回復はないと結論される．   

Micheliは，DemogT・qPhicReseaT・Chに発表済みの「親族・家族と社会ネットワーク」に加え，  

「家族主義的解釈の境界について」を書き下ろしている．前者ではLePlayの直系家族と不安定家族  

に関する古典的研究に依拠し，北欧と北・中部イタリアと南部イタリアを比較する三項モデルを提示  

する．後者では意識調査に基づいて不安感（insecurity）の因子を抽出し，それが出生意欲や出生行  

動を強く規定することを示す．極低出生力の原因については，強い家族主義の影響によるとする  

DallaZuannaに対し，Micheliは家族主義からある種の個人主義へ移行したためとする．つまり極  

低出生力は，子の費用高騰に対する合理的選択ではなく，不可逆性を避けようとする非合理的な性向  

のためとする．しかしDallaZuannaとの解釈の違いについて，どちらも正当である（131ぺ－ジ）  

と述べており，いささか物足りない．   

21世紀に入って，極低出生力は東アジアにも拡散した．2004年の合計出生率は，日本の1．29に対し，  

韓国は1．16，台湾は1．18となっている．北欧・西欧の弱い家族主義を極めて特異で例外的なものと見  

るならば，それ以外の地域では不可避的に極低出生力が現れると予想される．つまり高度成長を経て  

先進国並みの生活水準が達成され，高学歴化や女性の経済活動参加が進んで子の直接・間接費用が高  

騰しても，北欧・西欧のように子育ての社会化や家庭内の両性平等が進まず，婚外出生が増えず，南  

欧や東アジアのように極低出生力に陥ると考えられる．この意味で，中国や東南アジアの都市部の出  

生力の動向が注目される．また地域内差異（たとえば日本・韓国・台湾の出生力の差異）を，どの程  

度家族主義の差異に帰すことができるかの検討も重要だろう．  （鈴木 透）  
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大淵寛・阿藤誠編著  

『少子化の政策学』  

原書房，2005年，268pp．（人口学ライブラリー 3）   

1969年，人口問題審議会は「わが国の出生力，人口再生産力は人口学的基準からみて下がりすぎて  

いる」との警鐘を鳴らしたが，その時はあまり関心をもたれることばなかった．1989年に合計特殊出  

生率が1．57となったことを契機に，少子化をめぐる議論と対策が活発になっていったが，その成果は  

いまだに見えてこない．そのような折に本書が刊行されたことは，まさに時機を得たものである．本  

書はこれまで経済学，社会学，社会政策学，労働経済学，医学などの立場から人口研究に携わってき  

た専門家達が著した学術書である．   

本書は，少子化をめぐるわが国の動きに対する反省を踏まえ編まれたものである．少子化施策の効  

果が上がらない理由の一つは少子化是正に対する政策理念の欠如にあると考え，具体的な分析結果に  

裏づけされた明確な政策理念の提示を求めている．二つ目の理由として，その施策が必ずしも体系的  

で整合性のあるものではなかったということ，さらに三つ目として，従来の多くの政策提言は政策実  

現可能性を左右する財源調達の具体的手段について全く触れられていなかったということを挙げてい  

る．   

まず一点目の政策理念については，人口政策の意義目的と少子化是正の理念など政策論の理論的整  

理に始まり，少子社会が持続可能でない以上，出生率を置換水準まで回復させることを人口政策の最  

優先目標にしなければならないと提言している．   

第二点目の体系的で整合性のある政策提言については，「多数の専門分野の政策科学が集まって1  

つの目的のために協力することの意義は大きい」という認識は正しいと思う．しかし実際には各章ご  

との値打ちはあるが，「はしがき」でも述べられているように，それぞれの関連性が薄く，結果的に  

体系的で整合性のある提言となっていない点が残念である．各分野の専門家がそれぞれの立場を踏ま  

えた上で分析を行い，少子化に対して本書がまさに総合的な政策提言になっていれば，という思いを  

強く持った．各章でなされた提言の濃淡はあるものの，全体としてみると流れが感じられなかったの  

は上記の理由によるものであろう．   

第三点目の財政的な裏づけを含めた内容の政策提言は道半ばという感じを持った．まず，従来の政  

策がもたらした効果に対する判断があり，その判断に基づいた政策提言を期待していたが，政策の実  

行可能性や費用と効果の関係に言及がほとんど無く，一部の章を除き政策提言の側面が弱いと感じた．  

しかし全体的に見ると，少子化対策にかかわる議論の整理や目指そうとする方向性についての叙述は  

高く評価できる．   

少子化には様々な要因が影響している．すでに先行研究によって子どもの数は婚姻率，婚姻年齢  

（晩婚化）が大きな影響を与えていることがわかっているが，本書にはこの晩婚化に対する政策論議  

が欠けていたことは残念である．   

政策論議は価値観の相違もあり非常に難しい．まして施策を実行することはもっと難しい．35年分  

のつけを一気に解消できる政策提言は望むべきも無いが，国民が「少子化」に伴う社会・経済的問題  

を共有し，それを乗り越えるため，家庭や個人がなすべき事柄と政府や自治体がなすべき政策論議に  

踏み込んだ本書の果たす役割は高く評価できる．欲を言えば，次の機会により体系的で整合性のある  

政策が提言されることを待望したい．  （杉野元亮／九州共立大学）  
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厳善平著  

『中国の人口移動と民工 マクロ・ミクロ・データに基づく計量分析』  

勤草書房，2005年，261pp．   

Ⅰ 本書の特徴  

1990年以降，経済市場化の進展とともに農村の出稼ぎ労働者（中国語で「民工」と称される）の移  
動が加速化している．国家統計局の調査によれば，2003年にその数は，1億1390万人に上り，農村労  

働人口の約4分の1を占めている．本書は，1990年以降，増大する中国の地域間労働移動の実態とメ  
カニズムについて人口センサスや農家のアンケート調査に基づき，マクロ・ミクロ両面から実証分析  

を行い，農村の構造問題や都市労働市場間題など多面的に考察したもので，興味深く優れた書である．  

中国では，市場経済への体制転換後も農村戸籍者に対する就業規制や社会保障制度の都市戸籍者との  

格差など計画経済時代に形成された制度，慣行が今なお多く残存しているが，地域間の所得格差の拡  

大につれ，農民出稼ぎ労働者の移動が急増し，都市における下層労働市場の拡大とともに，労働市場  

の分化か起きている状況を解き明かす．  

Ⅱ 各章の構成と内容   

本書は，第Ⅰ部の「理論，方法および先行研究において」，第Ⅱ部の「労働移動のマクロ・アプロー  

チ」と第Ⅲ部の「労働移動のミクロ・アプローチ」から構成される．第Ⅰ部では，主に途上国におけ  

る都市・農村間の労働移動を中心とする労働移動理論が紹介され，1949年中華人民共和国成立以降の  

地域間移動の状況と移動研究が示される．1980年代前半までは，自己都合による移動が不許可であっ  

たため，移動研究は少なかったが，その後経済と移動の新局面を迎え，中国内外の移動研究も多く実  

施されるようになった．   

第Ⅱ部では，人口センサスデータに基づき，人口移動の実態と特徴，省間人口移動の決定要因や性，  

年齢，学歴による移動の選択性について分析される．中国では，計画経済時代の制度を反映し，戸籍  

登録地から離れて他地域に住む者（主に農村からの出稼ぎ移動者から成る）を，「暫住移動人口（流  

動人口）」と呼び，戸籍の転出入を伴う移動者（公安部の業務統計に移動統計として公表）と区別し  

ており，圧倒的に暫住移動人口が多い．1980年代後半以降，中国の中部，西部地域から東部地域への  
移動が顕著となっていることをセンサスから実証している．   

第Ⅲ部は，1995年百村労働力調査などに基づき農家の所得，就業および農村出稼ぎ者の労働移動と  

その決定要因，さらに上海市1995年流動人口調査の個票データより，出稼ぎ労働者の就業と生活や労  

働市場の階層構造について詳細な分析を行っている．調査より農村内部においても経済格差が急速に  

拡大しており，教育，非農業就業などが所得向上に寄与しており，外出経験がある者ほど非農業に就  

業する確率が高い．1990年代初め頃まで推奨された農村工業化の発展戦略の基に，農村内の農業から  

非農業への産業間移動が恒常化すると共に，1993年，政府の「秩序ある広域労働移動の促進」政策以  
降，地縁，血縁などのネットワークを利用して，東部地域では他地域からの季節的出稼ぎ労働者の流  

人が増え，農村から都市へ，小都市から大都市への移動が拡大した．上海市では1985年の戸籍制度に  

よる移動の規制緩和以降流動人口の急増が見られた．出稼ぎ労働者は比較的高い教育を受けた青壮年  

層が主流であるが，建設業，製造業などのいわゆる3K業務に従事する者が多い．流動人口は従来の  

短期出稼ぎタイプから定住型の移住へとシフトしているが，戸籍制度など各種制度の差別の残存によ  

り，低賃金重労働の下層労働市場が拡大し，出稼ぎ者の医療保険の問題，親や子供が農村に取り残さ  

れる状況など問題が山積している．最近，中国各地の農村で格差是正と貧困廃決を求め，暴動が起き  

ており，政府は貧困対策や出稼ぎ労働者の子女教育問題に取り組み始めた．本書は人口移動を起点と  

して中国の直面する多くの新しい知見を与えてくれる．  

（早瀬保子／元日本貿易振興機構アジア経済研究所）  

－66岬   



人口問題研究（一．ofPopulationProblems）62－1・2（2006．6）pp．67～72  

新 刊 紹 介  

○対  象：図書委員会等の選書や寄贈により，図書室に受け入れたもののうち，人口分野に関する  

新刊図書・資料  

○受入期間：2005年7月～2006年3月  

○記載事項：著・編者 （又はシリーズ名）  

書  名 （第1行目がシリーズの場合は省略し内容細目へ） ．著・編 者  

（第1行目と同じ場合は省略）／発行地：発行所（第1行目と同じ場合，または  

著・編者と同じ場合は省略），発行年  

ページ数 ， 大きさ  （シリーズ 名）  

注記（または内容細目）  

和書（50昔順）：  

1．池本美香  

失われる子育ての時間 少子化社会脱出への道．／東京：勃草書房，2005．1．15  
231pp．20cm  

2．NHK放送文化研究所編  

現代日本人の意識構造 第6版．／東京：日本放送出版協会，2005．3．10  
271pp．19cm （NHKブックス1019）   

3．大淵寛，兼清弘之編著  

少子化の政策学．／東京：原書房，2005．4．11  

282pp．22cm （人口学ライブラリー3）   

4．小塩陸士  

人口減少時代の社会保障改革一現役層が無理なく支えられる仕組みづくり－．／東京：  
日本経済新聞社，2005．9．20  

285pp．20cm  

5．白波瀬佐和子  

少子高齢社会のみえない格差 ジェンダー・ 世代・階層のゆくえ．／東京：東京大学出  
版会，2005．2．10  

220pp．22cm  

6．社会政策学会編  

少子化・家族・社会政策．／京都：法律文化社，2005．9．30  
285pp．22cm （社会政策学会誌 第14号）   

7．高橋美由紀著  

在郷町の歴史人口学一近世における地域と地方都市の発展－ノ 京都： ミネルヴァ書房，  
2005．5．30  

－67－   



329pp．22cm （MINERVA人文・社会科学叢書105）   

8．積木俊詔編著  

現代女性の労働・結婚・子育て 少子化時代の女性活用政策．／京都： ミネルヴァ書房，  
2005．10．20  

300pp．22cm （経済政策分析シリーズ）   

9．統計情報研究開発センター（Sinforlica）編  

市区町村人口の長期系列一平成の大合併後の市区町村境域による遡及人口系列一大正9年   

（1920）～平成12年（2000）（5年ごと）［付：CD－ROM］．／東京：日本統計協会，2005．8  
229pp．30cm  

lO．毎日新聞社人口問題調査会編  

人口減少社会の未来学．／東京：論創社，2005．12．10  
223pp．20cm  

ll．巌喜平  

中国の人口移動と民工 マクロ・ミクロ・データに基づく計量分析．／東京：勤草書房，  

2005．11．1  

274pp．22cm  

12．労働政策研究・研修機構国際研究部研究交流課編  

労働力需給の推計一労働力需給モデル（2004年版）による将来推計－．／東京：労働政  
策研究・研修機構，2005．8．31  

137pp．30cm （JILPT資料シリpズNo．6）  

洋書（アルファベット順）：  

13．Alho，JuhaMリ＆Spencer，BruceB．  

StatisticalDemographyandForecasting．／NewYork：Springer，2005  

431pp．24cm（SpringerSeriesinStatistics）  

14．Blickstein，lsaac，＆Keith，LouisG．（eds．）  

MultiplePregnancy：Epidemiology，Gestation＆PerinatalOutcome（SecondEdition）．／  

London，UK：Taylor＆Francis，2005  

972pp．29cm  

15．Boeri，Tito，Boca，DelDaniela，＆Pissarides，Christopher（eds．）  

WomenatWork：AnEconomicPerspective：AReportfortheFondazioneRodolfo   
Debenedetti．／0Ⅹford，UK：0ⅩfordUniversityPress，2005  

288pp．24cm  

16．Bogue，DonaJdJ．（WithessaysbySinding，StevenW．，andBlumberg，Morrie）  

Fertility，FamilyPlanning，HIV／AIDS，andReproductiveHealth．／ChicagoIL：The  

SocialDevelopmentCenter，2004  

271pp．28cm  

－68－   



17．CaseIli，Graziella，Va”in，Jacques，＆Wunsch，Gui”aume  

Demography：AnalysisandSynthesis．／Amsterdam，Netherland：EIsevier，2006  

4voIs．29cm（ATreatiseinPopulationStudiesVolumel）  

Volumel，688pp．；Volume2，688pp．；Volume3，677pp．；Volume4，999pp．  

18．Cook，Hera  

TheLongSexualRevolution：EnglishWomen，Sex，andContraception1800－1975．／  

0Ⅹford，UK：0ⅩfordUniversityPress，2005  

424pp．25cm  

CounciTofEurope  

19．  Po［icyImplications ofChanglng Family Formation：Study Prepared fortheEuropean  

Population Conference2005．［by］Hantrais，Linda，Philipov，Dimiter，＆Billari，FrancescoC．   

／Strasbourg，France：CouncilofEuropePublishing，2005．12  

188pp．24cm（PopulationStudies，NoA9：DirectorateGeneralIIトSocialCohesion）  

20．  PopulationAgeingandltsChaI］engestoSocialPolicy：StudyPreparedfortheEuropean  

PopulationConference2005．［by］Schoenmaeckers，Ronald＆Kotowska，Irena／Strasbourg，  

France：CouncilofEuropePublishing，2005．12  

174pp．24cm（PopulationStudies，No．50－DirectorateGeneralIII－SocialCohesion）  

21．DemographicandHealthSurveys  

Bangladesh：DemographicandHealthSurvey，2004．［by］Al－Sabir，Ahmed，Mitra，S．N．，   

Islam，Shahidul，Bhadra，Subrata，K．，Cross，Anne＆Kumar，Sushil／Dhaka，Bangladesh；  

Calverton，Maryland：［Bangradesh］NationalInstituteofPopulationResearchand  

Training（NIPORT）／MitraandAssociates；ORCMacro，2005．5  

364pp．28cm（DemographicandHealthSurveys（DHS）［CountryReport］）  

22．Douglass，CarrieB．（ed．）  

BarrenStates：ThePopulation‖Implosion一’inEurope．／0Ⅹford，UK：Berg，2005  

280pp．24cm  

23．Gijsberts，Merove，Hagendoorn，Louk，＆Scheepers，Peer（eds．）  

NationalismandExclusionofMigrants：Cross－NationalComparisons．／Aldershot，  

UK：Ashgate，2004  

310pp．24cm（ResearchinMigrationandEthnicRelationsSeries）  

24．Greenha］gh，Susan＆Winck］er，EdwinA．  

Gov？rningChina’sPopulation：FromLeninisttoNeoliberalBiopolitics・／Stanford，  

Californla：StanfordUniversityPress，2005  

405pp．23cm  

25．Guilmoto，ChristopheZ．，＆Rajan，S．lrudaya  

FertilityTransitioninSouthIndia．／NewDelhi，India：SagePublications，2005  

460pp．23cm  

－69－   



26．Harris．Fred R．（ed．）  

TheBabyBust：WhoWillDotheWork？WhoWillPaytheTaxes？．／Lanham，MD：  

Rowman＆LittlefieldPublishers，Inc．（AMiltonS．EisenhowerFoundationBook），2006  

246pp．24cm  

27．Jatrana，Santosh，Toyota，Mika＆Yeoh．BrendaS．A．  

MigrationandHealthinAsia．／Abingdon，UK：Routledge，2005  

278pp．24cm（RoutledgeResearchinPopulationandMigration）  

28．Jones，GavinW．，＆Karim，Mehtab（eds．）  

Islam，theStateandPopulation．／London，UK：Hurst＆Company，2005  

302pp．22cm  

29．Joppke，Christian  

SelectingbyOrigin：EthnicMigrationintheLiberalState．／Cambridge，MA：  

HarvardUniversityPress，2005  

339pp．25cm  

30．Kandel．WilliamA．，＆Brown，DavidL（eds．）  

PopulationChangeandRuralSociety．／NewYork：Springer，2006  

482pp．25cm（SpringerSeriesonDemographicMethodsandPopulationAnalysis16）  

31．Kreager，Philip，＆Schroder－Butterfill．Elisabeth（eds．）  

AgeingwithoutChildren：EuropeanandAsianPerspectives．／NewYork：Berghahn  

Books，2004  
285pp．23cm（Fertility，ReproductionandSexuality，Volume6）  

32．Kroger，Teppo，＆SipiIa，Jorma（eds．）  

Overstretched：EuropeanFamiliesUpAgainsttheDemandsofWorkandCare．／  

Malden，MA：BlackwellPublishing，2005  

171pp．23cm（BroadeningPerspectivesinSocialPolicy）  

33，Lemay，MichaelC．  

U．S．Immigration：AReferenceHandbook．／SantaBarbara，CA：ABC－CLIO，2004  

298pp．24cm（ABC－CLIO’sContemporaryWorldIssues）  

34．Levine，PhiIlipB．  

SexandConsequences：Abortion，PublicPolicy，andtheEconomicsofFertility．／  

Princeton，0Ⅹford：PrincetonUniversityPress，2004  

229pp．24cm  

35．Murdock，SteveH．，Kelley，Chris，Jordan，Jeffrey，Pecotte，Beverly，Luedke．AIvin  

Demographics：AGuidetoMethodsandDataSourcesforMedia，Business，and  

Government．／Boulder，CO：ParadigmPublishers，2006  

204pp．24cm  

－70－   



36．Ness．1mmanuel  

Immigrants，Unions，andtheNewU．S．LaborMarket．／Philadelphia，PA：Temple  

UniversityPress，2005  

240pp．22cm  

37．Nyce，StevenA．．＆Schieber，SylvesterJ，  

TheEconomicImplicationsofAgingSocieties：TheCostsofLivingHappilyEveAfter．   

／NewYork：CambridgeUniversityPress，2005  

418pp．24cm  

38．Oishi，Nana  

WomeninMotion：Globalization，StatePolicies，andLaborMigrationinAsia．／  

Stanford，CA：StanfordUniversityPress，2005  

252pp．23cm   

39．OrganisationforEconomicCo－OPerationandDevelopment（OECD）編著  

国際比較：仕事と家族生活の両立 日本・オーストラリア・アイルランドノ 東京：明石  

書店，2005．3．31  
288pp．21cm  
Original：BabiesandBosses；ReconcilmgWorkandFamilyLife？Austria，IrelandandJapan，  

Volume2．／Paris，France：，2003，230pp．23cm  

40．Poston．DudleyL．＆Micklin．Michael（eds．）  

HandbookofPopulation．／NewYork：KluwerAcademic／PlenumPublishers，2005  

929pp．26cm（HandbooksofSociologyandSocialResearch）  

41，Poston，DudleyL．．Lee．Che－Fu，Chang，Chiung－Fang．McKibben，SherryL．＆Walther，  

CaroJS．（eds．）  

Fertility，FamilyPlanning，andPopulationPolicyinChina．／London，UK：Routledge，  

2006  

208pp．25cm（RoutledgeStudiesinAsia－sTransformations）  

42．Tobh，KathleenA．  

PoliticsandPopulationControl：ADocumentaryHistory．／Westport，CT：  

GreenwoodPress，2004  

182pp．26cm（DocumentaryReferenceCollections）  

43．Toro－Morn，Mauralり＆Alicea，Marixsa（eds．）  

MigrationandImmigration：AGlobalViewノWestport，CT：GreenwoodPress，2004  

286pp．25cm（AWorldViewofSoc五alIssues）  

44．Tuljapurkar，Shripad，Pool．lan，＆Prachuabmon，Vipan（eds．）  

Population，ResourcesandDevelopment：RidingtheAgeWaves－Volumel．／  

Dordrecht，TheNetherlands：Springer，2005  

262pp．25cm（InternationalStudiesinPopulation，Vol．1）  

－71－   



45．［United Kingdom］．OfficeforNationalStatistical  

FocusonPeopleandMigration：2005Edition．［editedbyChappell，Roma］／  

Basingstoke，UK：Palgrave，2005  

232pp．30cm  

46．UnitedNations（UN），DepartmentofEconomicandSociaIAffairs，PopulationDivision  

PopulationChallengesandDevelopmentGoals．／NewYork：UnitedNations，2005．9  

65pp．22cm（ST／ESA／SER．A／248－SalesNo．E．05．XIII．8）  

47．UnitedNations，EconomicCommissionforEurope（ECE），UnitedNationsPopulation  

Fund（UNFPA），PopulationandFamilyStudyCentreF［emishScientificlnstitute（CBGS），＆  

EuropeanCommission（EC）  
TheNewDemographicRegime：PopulationChallengesandPolicyResponses．   

［editedby］Macura，Miroslav，MacDonald，AIphonseL．，＆Haug，Werner／NewYork；  

Geneva：，2005．3  

316pp．30cm（CE／EAD／PAU／2005／1－SalesNo．E．05．ⅠⅠ．E．10）  

48．UnitedNationsPopulationFund（UNFPA）  

StateofWorldPopulation2005：ThePromiseofEquality：GenderEquity，  

ReproductiveHealthandtheMillenniumDevelopmentGoals．／NewYork：UNFPA，2005  

119pp．30cm  
日本語版：『世界人口白書 2005 平等の約束－ジェンダーの公正，リブログクティブ・ヘルスそして  

ミレニアム開発目標乱／東京：家族計画国際協力財団（ジョイセフ），201）5，124pp．30cm  

49．UnitedNationsResearchJnstituteforSociaJDevelopment（UNRISD）  

GenderEquality：StrivingforJusticeinanUnequalWorld．／Geneva，Switzerland：  

UnitedNationsResearchInstituteforSocialDevelopment（UNRISD），2005．2  

338pp．30cm（UNRISD／GPR／05／1－SalesNo．E．05．ⅠⅠⅠ．Y．1）  

50．Wattenberg，BenJ．  

Fewer：HowtheNewDemographyofDepopulationWillShapeOurFuture．／Chicago，   

IL：IvanR．Dee，Publisher，2004  

245pp．24cm  

－72－   



人口問題研究（］．ofPopulationProblems）62－1・2（2006．6）pp．73～84  

研究活動報告  

第10回厚生政策セミナー   

『超少子高齢・人口減少社会の課題一日本社会のあるべき姿を問う－」】  

国立社会保障・人口問題研究所は読売新聞社の後援のもと，2006（平成18）年1月17日，国連大学  

国際会議場において標題のセミナーを開催した．セミナーは京極高宣所長の開会挨拶のあと，当研究  

所高橋重郷副所長から「超少子高齢化社会下の人口減少」と題する基調講演があり，続いて同研究所  

佐藤龍三郎情報調査分析部長から，午後のパネルディスカッションに向けた「少子化をめぐる議論と  

その論点」と題する問題提起がなされた．   

午後のパネルディスカッションでは，社会保障や少子化について鋭い論説活動をされている榊原智  

子氏（読売新聞社）をモデレーターとして，このテーマの専門家である阿藤誠氏（早稲田大学人間科  

学学術院特任教授），樋口美雄氏（慶應義塾大学商学部教授），落合恵美子氏（京都大学大学院文学研  

究科教授），松井博志氏（経団連国民生活本部長），ならびに島崎謙治氏（国立社会保障・人口問題研  

究所政策研究調整官）による討議が行われ，「超少子高齢・人口減少社会」における今後の日本社会  

のあるべき姿を議論することができた．   

今回の厚生政策セミナーは，わが国が少子高齢化の急速な進展と総人口の減少という人口現象上の  

歴史的な一大転換期にあるなか，人々の価値観の多様化や「格差社会」という言葉に代表される人々  

を取り巻く社会経済状況にも注目すべき新たな変化が現れている時期に開催された．   

このような状況下にあって，少子化問題は，様々な関連する諸問題と複雑に絡み合い，少子化の議  

論や観点がややもすると他の諸問題と重なり，少子化問題に対する基本的な視点を見失った議論が見  

受けられる現状にある．   

本セミナーでは，いま一度少子化問題の本質的議論に立ち返り，様々な諸問題との関係を再整理し，  

「超少子高齢・人口減少社会」という人口現象が今日の社会においてどのような課題としてあるのか  

を明らかにし，かりに課題としてあると言えるとすれば，関連する諸課題と「超少子高齢・人口減少  

社会」との関係をどのように把握・理解し，「超少子高齢・人口減少社会」に向き合っていくべきか  

議論を深めることを目的とした．   

上記の議論を深めるにあたって，いくつかの観点が用意された．第一の観点は，「超少子高齢・人  

口減少社会」の人口学的事実である．いうまでもなく人口置き換え水準（合計特殊出生率で2．07前後）  

を割り込む出生率が長期にわたって持続するなら，総人口は減少を開始し，人口高齢化は加速され，  

高齢化水準も上昇する．とくに出生率が1．3を割り込む水準は超低出生率ともよばれ，人口置換水準  

よりはるかに低い水準であり，出生率が人口置換水準に再び近づかない限りにおいては，人口減少に  

歯止めがかからず，持続的人口減少社会となる．   

この観点に対しては，おおよそ二つの見方がある．①出生率低下は歴史的趨勢であるから，出生率  

低下に対して政策的介入は意味が無く，人口減少社会を受け入れ，それに見合った社会へ適応すべき  

という考え方である．それに対して，②持続的人口減少の規模と速度が問題であり，社会経済に及ぼ  

す影響の大きさから，ある程度の出生率水準を維持すべきとする考え方である．いいかえれば，「そ  

もそも少子化はそれほど大きな問題なのだろうか」という見方と「『支え手』増やす対応急げ」とい  

う見方の違いである．   

第二の観点は，「出生率と社会保障」を結びつけて論じる観点である．平成14年の年金国会におけ  
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る政治対立に象徴されるように，現行の年金・医療・介護などの社会保障制度が，人口の年齢構造に  

依存した仕組みとして制度設計されているため，出生率低下に伴って負担の増加と給付水準の見直し  

が絶えず必要となる．そのため，少子化原因諭とその原因に対する少子化対策が浮上する．このこと  

から年金・医療・介護などの社会保障政策の制度設計問題の政治的側面が強調され，少子化の本質的  

問題から遊離し，「超少子高齢・人口減少社会」の議論を複雑なものにしている．   

第三の観点は，少子化の原因論である．日本の出生率低下，すなわち人口置換水準以下への低下は，  

1973年のオイルショックの翌年から開始した．この出生率低下には，人口学的要因についてみれば，  

1990年頃までの「未婚化・晩婚化」を主たる要因とする出生率低下があり，1990年代に入ってからは，  

「夫婦出生力の低下」が顕著な要因となっている．このような出生率の近接要因の変化は，その背景  

にある社会経済的な変化と密接に結びついていることはいうまでもない．人口置換水準以下への出生  

率低下は，しばしば①先進諸国共通の現象であり，歴史的趨勢である．したがって，政策によって出  

生率の回復には限界があるとする見方がある．また積極的な少子化対策否定論者は，②少子化対策は  

「選択の自由を保障する政策ではないから反対する」という論点もある．先進国の中には明らかに異  

なる出生率の趨勢を示している国もあり，また多くのヨーロッパ諸国では，出生率低下から上昇に転  

じ，回復傾向にある．さらに，「選択の自由」を主張する考え方は，人々の結婚する／しない，ある  

いは子どもを産む／産まないを含めて，それらが選択の自由によってなされている行為であるという  

ことを前提としているようにみられるが，はたしてそのように理解してよいかどうか疑問である．む  

しろ，社会的制度や様々な社会の仕組みによって選択の自由が奪われ，個人の意志に反して人々のラ  

イフスタイルやライフコースが「晩婚・未婚」「出生抑制」へと誘導されている可能性が考えられる  

からである．   

かりにこのようなメカニズムによって，現在の超低出生社会が出現しているとすれば，人々の自由  

な選択が保障される社会，すなわち，個々人の生き方が社会経済の矛盾や過去に設計された様々な社  

会制度や社会慣行によって誘導されている仕組みを直すことが重要であるということもできる．   

「超少子高齢・人口減少社会の課題」は異なる視点から見れば，多様な議論が可能である．したがっ  

て，今回の厚生政策セミナーを通じ，様々な観点から議論を深め，「超少子高齢・人口減少社会」に  

私たちがどのように向き合うべきか考える機会になったとすれば幸いである．しかしながら，時間的  

な制約からフロアーから寄せられたご意見について紹介し，十分に議論に反映することができなかっ  

た点もあり，今後のセミナーの反省材料として課題を残した．   

なお，本セミナーの報告内容ならびにパネルディスカッションで討議された内容は，「第10回厚生  

政策セミナー報告書 超少子高齢・人口減少社会の課題一日本社会のあるべき姿を問う－」としてま  

とめられている．  （高橋重郷記）  

特別講演会（2月14日，Dr．BhakutaGubhaju）  

2006年2月14日（火）午後1時半より，当研究所において国連アジア太平洋地域社会経済委員会人  

口分野担当のグバジュ博士による，“FertilityDeclineinAsia：OpportunitiesandChallenges”（ア  

ジアにおける出生力低下：その見通しと挑戦）と題された特別講演が行われた．グバジュ博士は，長  

年ニューヨークの国連本部の社会経済理事会のもとにある国連人口部において，国連が定期的に公表  

する世界人口推計の担当者として活躍されていたが，現在は国連の地域事務所の一つで，タイのバン  

コックにある前記の地域委員会で活躍されている．とくに2002年に開催されたアジア太平洋人口会議  

においては，事務局として中心的な役割を果たされている．  
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今回の研究発表はその当時から積極的に取り組んでおられたアジア地域の出生率低下に関するもの  

で，日本語のタイトルが示すように，アジア地域全般にわたって包括的に出生力動向を分析し，その  

人口学的特徴を分析したエッセンスが報告されたものである．そして，出生力水準別に，将来の人口  

学的な影響，すなわち人口の年齢構造への影響＝人口高齢化について類型化と特徴が示された．とく  

に日本を含む超低出生率の国々については，超低出生率がもたらす人口構造への影響の懸念と国の対  

策の重要性が指摘された．  （高橋重郷記）  

日本統計学会75周年記念研究集会  

日本統計学会は1931年に設立され，2006年に創立75周年を迎える．これを期に，統計・統計学の現  

状を振り返り，21世紀におけるさらなる社会貢献を目指して，「21世紀の知識創造社会を支える統計  

科学の現状と展望」というテーマの下に，75周年記念事業が企画されている．具体的には，上記テー  

マにもとづく研究集会，シンポジウム，出版，統計の改善と普及，統計教育，75周年記念出版賞等の  

事業が予定されている．   

この一環として，2006年5月6～7日，東京大学浅野キャンパスVDEC（武田先端知ビル）武田  

ホールにて，5月研究集会が開催された．   

全体は5つのセッションと基調講演で構成され，  

セッション1「日本の統計制度の改革方向一戦後60年の歴史をふまえて」   

オーガナイザー：舟岡史雄（信州大学）  

セッション2「人口減時代に向けた統計からの課題と展望」   

オーガナイザー：小島宏（国立社会保障・人口問題研究所）  

セッション3「金融・保険の統計学」   

オーガナイザー：国友直人（東京大学）  

セッション4「情報量規準の展望」   

オーガナイザー：小西貞則（九州大学）  

セッション5「統計的因果推論と知識創造」   

オーガナイザー：狩野裕（大阪大学）  

基調講演「古典的推測理論一意義と限界」   

竹内啓（明治学院大学国際学部）  

となっていた．このうち，特に，当研究所の小島宏国際関係部長がオーガナイザーを務められたセッ  

ション2「人口減時代に向けた統計からの課題と展望」では，人口に関係する以下の3つの報告が行  

われた．  

「形式人口学からみた人口減時代」石井太（国立社会保障・人口問題研究所）  

「人口減時代の人口統計と社会政策」永瀬伸子（お茶の水女子大学）  

「人口減時代の人口移動統計」小島宏（国立社会保障・人口問題研究所）   

当日は筆者より，人口減時代の概観や生命表等を用いた視点等について報告し，永瀬先生からは国  

際比較の視点を交えつつ，出生・結婚・就業に関する統計とそれを取り巻く社会政策について報告が  

あった．最後に小島部長から，人口減時代における人口移動に関する統計，特に国際人口移動統計を  

概観するとともに，今後の人口移動統計整備の課題に関する報告があり，各報告の後にフロアーから  

の質疑なども行われた．最近の統計学会では人口統計学に関する報告は必ずしも多いとはいえないが，  

本セッションは，統計に関して人口学的視点から話題を提供する有意義な機会となったのではないか  
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との感想を持った．  （石井 太記）  

日本人口学会東日本地域部会 2005年度第2回  

日本人口学会の2005年度第2回東日本地域部会が2006年5月13日，東京大学医学部教育研究棟（東  

京都文京区）にて開催された．今回は，人口研究と社会疫学・公衆衛生学などの境界領域にかかわる  

テーマとして健康格差に焦点をあて，話題提供者とコメンテーターを中心に全員で討議をする形式で  

行なわれた．座長，話題提供者，およぴコメンテーターは以下の通りであった．  

座長：大塚柳太郎（国立環境研究所），中澤 港（群馬大学）  

話題提供：「健康格差」一社会疫学の立場から，福田書治（東京医科歯科大学），梅崎昌裕（東京大  

学）  

コメント1：保健医療政策の立場から，林 謙治（国立保健医療科学院）  

コメント2：人口学の立場から，金子隆一（国立社会保障・人口問題研究所）  

コメント3：人類生態学の立場から，高坂宏一（杏林大学）   

福田氏，梅崎氏は，社会経済的水準に伴う健康格差ならびにその社会的決定要因を対象とする研究  

領域「社会疫学SocialEpidemiology」について，欧米での進んだ成果やわが国の現状等の紹介を行  

い，報告者らの研究として，（1）都道府県や市区町村を単位とした健康の地域格差の経年変化と社会経  

済的要因との関連，（2）個人を単位とした生活習慣や死亡と個人の社会経済的要因の関連について報告  

を行った．これをもとに林氏は保健医療政策の立場から各地の現場における社会経済要因の捉え方の  

難しさ等について，筆者は人口学の立場から健康の指標としての死亡率（D重要性等について，また高  

坂氏からは人類生態学の立場から生存様式の多様性のきめ細かな視点の重要性等についてコメントを  

行い，その後に全般についての全員討議を行った．その内容は個別の地域性の問題から，今後の平均  

寿命の見通しにまで至る活発なものであった．昨今において社会的関心事となっている「格差拡大」  

とも密接に関連し，最も基礎的な課題としての健康についての研究会はタイムリーであるとともに，  

今後の日本社会における社会疫学的視点の重要性と関連領域の連携の必要性を感じさせるものであっ  

た．  （金子隆一記）  

日本中東学会第22回年次大会・第6回アジア中東学会連合大会  

日本中東学会（会長：三浦 徹・お茶の水女子大学教授）の第22回年次大会（大会実行委員長：大  

塚和夫・東京外国語大学教授）が2006年5月13日（土）～14日（日）の2日間にわたって東京外国語  

大学府中キャンパスで開かれた．第6回アジア中東学会連合（AFMA）大会と同時開催されたこと  

から，初日の午後には中国，韓国，モンゴルの中東学会会長・副会長と片倉邦雄会員（元在エジプト・  

イラク日本国大使・元大東文化大学教授）による，公開パネル“The Evaluation of Asian  

DiplomaticPolitics：TheMiddleEast：ExperiencesinChina，Korea，MongoliaandJapan”が開  

催された．その後に総会が行われ，2E】目には午前・午後とも4分科会が設けられて会員による報告  

がなされた．2日目には同時並行的に，2会場で，午前と午後それぞれ2セッションずつ，計8セッ  

ションのAFMA大会も開催され，日本中東学会会員のほか，北東アジア，中東，欧米の中東研究者  

による報告がなされた．また，人口に関係する会員報告としては以下の3つがあった．  
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錦田愛子（総合研究大学院大学大学院）「ヨルダン系パレスチナ人におけるディアスポラ・アイデン   

ティティーの現状」  

小島 宏（国立社会保障・人口問題研究所）「欧州在住ムスリムと移民に対する態度」  

宮澤栄司（上智大学アジア文化研究所研究院）「トルコのチェルケス人『ディアスポラ」】一強制移住   

から再定着へ」  

なお，来年の第23回年次大会はほぼ同時期に東北大学で開催される予定である． （小島 宏記）  

日本人口学会第58回大会  

日本人口学会（会長：阿藤誠・早稲田大学人間科学学術院教授）の第58回大会は2006年6月3日～  

4日，慶鷹義塾大学三田キャンパスにて開催された．津谷典子・大会運営委員長（慶鷹義塾大学経済  

学部教授）のご尽力により231名の参加者があり（非会員含む），2日間にわたって活発な研究発表と  

討議がおこなわれた．シンポジウム，テーマセッション（1，2，3，4）および9部会17セッショ  

ンに及ぶ自由論題報告の組織者，報告題目，討論者等は以下の通りである．なおテーマセッション2  

は，報告・討論とも英語でおこなわれた．  

0シンポジウム「人口減少下の日本社会」  

＜組織者＞津谷典子（慶鷹義塾大学）  

＜座長＞阿藤誠（早稲田大学）  

ジェームズ・レイモ（ウィスコンシン大学）  

今田幸子（労働政策研究・研修機構）  

原俊彦（札幌市立大学）  

＜討論者＞樋口美雄（慶鷹義塾大学）  

嵯峨座晴夫（早稲田大学）  

1．青年層を中心として  

2．中高年齢層を中心として  

3．高年齢者層を中心として  

○テーマセッション1「人口とライフコースの計量分析」  

＜組織者＞金子隆一（国立社会保障・人口問題研究所）  

＜座長＞稲葉寿（東京大学）  

加藤彰彦（明治大学）  

鈴木透（国立社会保障・人口問題研究所）  

人口減少と家族の再生産問題  

若年層の世帯・家族形成の動向  

1
 
2
 
3
 
4
 
 

結婚・就業に関する意識と家族形成：循環モデルによる検証  

結婚願望は結婚を左右するか？  

小林淑恵（和光大学）  

水落正明（お茶の水女子大学）  

筒井淳也（立命館大学）  

朝井友紀子（慶鷹義塾大学）  

5．結婚・出産・離家の将来推計：若年フリーター増加の影響  稲垣誠一 （農業者年金基金）  

＜討論者＞中澤港（群馬大学）  

和田光平（中央大学）  

○テーマセッション2「東アジアにおける少子化：女性の社会経済的役割の変化の視点から」  

＜組織者＞阿藤誠（早稲田大学）  
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＜座長＞河野桐果（麗澤大学）  

1．KoreaWomen’sLifeCourseandMeanlngSOfFami1yandEconomicActivities  

Keong－SukPark（Dong－AUniversity）  

2．Women’sJobSecurityandFertilityDecisions：ACaseStudyofTaiwan  

WenShanYang（InstituteofSociologyandRCHSS，AcademiaSinica）  

An－ChiTung（InstituteofEconomics，AcademiaSinica）  

3．Women．sSocio－eCOnOmicStatusandFertilityDeclineinPost－WarJapan：  

EffectsofEducation，EmploymentandFamilyStructureOnParityTransitions  

SetsuyaFukuda（MeijiUniversity）  

4．ComparlngLowFertilityinJapanandWesternEuropeanCountries：   

InaGenderPerspective  

HidekoMatsuo（KatholiekeUniversiteitLeuven）  

＜討論者：＞白波瀬佐和子（東京大学）  

永瀬伸子（お茶の水女子大学）  

○テーマセッション3「歴史人口学からみた結婚・離婚・再婚」  

＜組織者＞黒須里美（麗津大学）  

＜座長＞岡田あおい（帝京大学）   

ハラルド ・フース（上智大学）  1．明治期における結婚と離婚  

2．「皆婚」社会における結婚終了と再婚：徳川農民再婚のイベントヒストリー分析  

黒須里美  

高橋美由紀  

斎藤修  

浜野潔  

＜討論者＞鬼頭宏  

虞嶋清志  

（麗澤大学）  

（麗澤大学）  

（一橋大学）  

（関西大学）  

（上智大学）  

（島根大学）  

3．近世在郷町在住女性の離婚・再婚  

4．近世日本における離死別と家の継承  

○テーマセッション4「21世紀の地域人口統計」  

＜組織者＞大林千－（帝京大学）  

＜座長＞阿部隆（日本女子大学）  

松村辿雄（統計センター）  

石原秀男（総務省統計局）  

酒井高正（奈良大学）   

野上裕生（アジア経済研究所）  

1．国勢調査の地域統計に与える市町村合併の影響  

GISによる小地域人口統計利用の課題  

日本の障害者向け政策と地域人口統計  

2
 
3
 
4
 
 

新しい地域人口推計手法の県推計への適用：神奈川県企画部との共同研究  

大江守之（慶鷹義塾大学）  

＜討論者＞石川義孝（京都大学）  

伊藤薫（岐阜聖徳学園大学）  

○自由論題報告  

【第1部会】  

＜座長＞石南開（城西大学）   
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1．中国の高齢化と家族形態の変化について  

2．中国農村家庭における人口流出の影響  

3．中国における人口政策・動態史をめぐって  

4．出生率回復の条件について：欧米の経験から  

5．マルクスの人口論とマルサス批判  

【第2部会】  

1．離婚と労働市場の時系列分析  

2．若年世代の結婚意欲：就業環境，就業意欲等の影響  

3．子どもを持たない選択：その経済理論  

4．国民世代間移転勘定の目的と重要性  

張筒（東京農工大学）  

鴻文猛（東京農工大学）  

梁頴（東京農工大学）  

＜座長＞岡崎陽一（元日本大学）  

河野桐果（麗澤大学）  

京極高宣（国立社会保障・人口問題研究所）  

＜座長＞江見康一（一橋大学）  

加藤久和（明治大学）  

藤野敦子（京都産業大学）  

松下敬一郎（関西大学）  

＜座長＞兼清弘之（明治大学）  

松倉力也（日本大学）  

Maliki（日本大学）  

根本和郎（総務省統計研修所）  

小川直宏（日本大学）  

赤坂克也（総務省統計研修所）  

伊原一（統計数理研究所）  

5．日本における2つのdemographicdividends   

6．人口構造変化による家計資産への影響と簡易推計  

【第3部会】  

＜座長＞井上孝（青山学院大学）  

1．人口移動が出生に及ぼす影響について：「第5回人口移動調査」から  

小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）  

2．Child－WomanRatioを応用した地域出生力指標の検討  

山内昌和（国立社会保障・人口問題研究所）  

菅桂太（国立社会保障・人口問題研究所）  

＜座長＞早乙女智子（ふれあい横浜ホスピタル）  

別府志海（国立社会保障・人口問題研究所）   

佐藤龍三郎（国立社会保障・人口問題研究所）  

白石紀子（国立社会保障・人口問題研究所）   

坂東里江子（国立社会保障・人口問題研究所）  

西文彦（総務省統計研修所）  

3．わが国出生行動の地域格差：パターンと要因  

4．有配偶女性の出生力と撫子割合  

5．近年の日本における人工妊娠中絶の動向  

6．シングル・マザーの最近の動向  

【第4部会】  

1．平成17年国勢調査の実施状況と今後の課題  

2．21世紀における人口センサスの世界的潮流と日本  

3．人口地域分布の不均等度に関する指標について  

4．小地域推計と労働力調査への適用  

＜座長＞嵯峨座晴夫（早稲田大学）  

奥野重徳（総務省統計局）  

藤田峯三（元総務省統計局）  

大林千一（帝京大学）  

＜座長＞大淵寛（中央大学）  

山口幸三（一橋大学）  

久保奨（総務省統計局）   
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高橋眞一（神戸大学）  

石川晃（国立社会保障・人口問題研究所）  

5．明治前期の地域人口の特徴  

6．人口動態統計指標の評価  

【第5部会】  

1．日本人人口の将来推計  

く：座長＞中澤港（群馬大学）  

渡達吉利（エイジング総合研究センター）  

鬼頭宏（上智大学）  

加藤久和（明治大学）  

君島葉菜（大正大学）  

2．わが国の平均寿命の動向と死亡率推計モデルの検討 石井太（国立社会保障・人口問題研究所）  

3．人口動態におけるテンポ効果：2次元コーホート生命表関数による解明  

虞嶋清志（島根大学）  

＜座長＞加藤久和（明治大学）  

稲葉寿（東京大学）  

原俊彦（札幌市立大学）  

増田幹人（東海大学）  

4．ライフサイクル事象のサバイバルモデル  

5．北海道における少子化のシミュレーション ・モデル：その1  

6．出生率モデルシミュレーションの際の推定手法の検証  

【第6部会】  

＜座長：＞若林敬子（東京農工大学）  

1．ロシア極東連邦管区における人口変動：その要因と特徴トゥルヒーン・ミハイル（早稲田大学）  

2．少子高齢社会における高齢者雇用の推進  笠原弘義（麗澤大学）  

＜座長＞濱英彦（元成城大学）  

3．岐阜県の人口移動  伊藤薫（岐阜聖徳学園大学）  

4．市町村合併と都道府県内人口移動数の変化  清水昌人（国立社会保障・人口問題研究所）  

5．戦後における東京圏人口の変動構造  吉岡茂（立正大学）  

【第7部会】  

＜座長＞早瀬保子（元アジア経済研究所）  

1．マラウイにおけるHIV／AIDSの蔓延と家族の変容：親の死亡が子供の人的資本に与える影響  

上山美香（一橋大学）  

2．ネパールにおける乳児死亡率の現状：ネパール人口センサス，サンプルデータベースの結果から  

ナビン・アリヤル（一橋大学）  

3．秋田県の死亡傾向：平均余命と死亡年齢の散布度による考察  

岡部恭子（国際教養大学）  

＜座長＞高橋重郷（国立社会保障・人口問題研究所）  

池田一夫（東京都健康安全研究センター）  4．病気の分布の場としての人口  

灘岡陽子（東京都健康安全研究センター）  

倉科周介（老人保健施設ケアセンター阿見）  

5．寺院「過去帳」に記録された子供の戒名：「過去帳」分析システムを用いた史料吟味  

川口洋（帝塚山大学）  
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【第8部会】  

＜座長＞森岡仁（駒澤大学）  

1．デルファイ調査の概要  安戒伸治（明治大学）  

2．デルファイ調査にみる少子化の見通しに対する専門分野別の分析  鎌田健司（明治大学）  

中島満大（明治大学）  

＜座長＞渡辺秀樹（慶應義塾大学）  

3．若い夫婦における出生意欲格差の要因分析：  

少子化に関する6自治体調査の比較を通して  

4．夫婦間の役割分担と出生力  

5．育児不安が出産意欲に与える効果  

新谷由里子（武蔵野大学）  

吉田千鶴（関東学院大学）  

松田茂樹（第一生命経済研究所）  

【第9部会】  

＜座長＞吉田良生（朝日大学）  

1．台湾の「外国人花嫁」の家族形成行動：2000年国勢調査個票との比較分析①  

小島宏（国立社会保障・人口問題研究所）  

2．静岡県A市の日系ブラジル人児童の就学状況：2000年国勢調査個票との比較分析②  

千年よしみ（国立社会保障・人口問題研究所）  

鎌田修（中央大学）  

河野道和（姫路市役所）   

3．日系ブラジル人労働者の意識と行動  

4．05年仏国移民暴動から学ぶべき教訓について  

なお初日の会員総会において学会賞の授賞式がおこなわれ，早瀬保子会員（『アジアの人口：グロー  

バル化の彼の中で」】（独）日本貿易振興機構アジア経済研究所，2004年3月発行）に普及奨励賞，鈴  

木允会員（「明治・大正期の東海三県における市郡別人口動態と都市化：戸口調査人口統計の分析か  

ら」『人文地理」l第56巻第5号，2004年10月発行）に優秀論文賞が授与された．  

（佐藤龍三郎記）  

第39回国達人口開発会議  

「国際人口移動」をテーマとする第39回国達人口開発会議（UNCPD）が4月3日（月）から7日  

（金）の会期でニューヨーク市の国連本部会議場で開催された．今回の会議は，第58・59回国連総会  

（2003年12月・2004年12月）での決定を受けて本年9月に開催される第61回国連総会のテーマが「国  

際人口移動」となり，同時に国際人口移動に関する高官会議（High－LevelDialogue／HIJD）が開催  

されることになったことに呼応したもので，それに向けて昨年から今年にかけて「国際人口移動」を  

テーマとして開催されつつある国連関係の会議の一環という位置づけももつ．実際，2005年から2006  

年にかけて国連社会開発委員会，国連女性の地位委員会等の専門委員会やUNECE，UNESCAP等  

の各世界地域の国連経済社会委員会で「国際人口移動」をテーマとする会議が開催されつつある．ま  

た，2005年10月にはアナン事務総長の選出による国際人口移動に関するグローバル委員会の報告書も  

提出された．さらに，国連関係機関ではないEUやOECDでも「国際人口移動」や「国際人口移動  

統計」に関する会議が多数，開催されてきた．   

UNCPDの参加国は40数カ国であったが，中国代表は1990年代初頭に国立公衆衛生院への留学経験  

がある王国強国家人口和計画生育委員会副主任であった．また，EU議長国がオーストリアであるこ  
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とから副代表としてⅠIASAのWolfgangLutz博士やF．LandisMacKeller博士が参加し，フラン  

ス副代表としては国際人口移動に関する著作も多いFrancoisH6ran国立人口研究所長，ドイツ副代  

表としてはCharlotteH6hn連邦人口研究所長，イタリア副代表としてはAntonioGoliniローマ大  

学人口学部数授といった旧知の人口学者も参加していた．さらに，ブラジル副代表も昨夏の国際人口  

学会大会の「帰還移動の送り出し社会への影響」に関するセッションで小生と一緒に報告された  

DuvalMagalhaesFernandesミナス大学教授であった．こちらは知らなかったが，UNECE人口活  

動量長のAndresVicat博士から2年前にMaxPlanck人口研究所で小生の講演を聴いたと言われて  

恐縮した．   

しかし，人口学者が代表や副代表として参加する国が多数派とは言えず，途上国の場合は政治家や  

官僚のみが参加したり，国連代表部の職員が他の会議と掛け持ちで担当したりしていた．その上，政  

治的な意味合いをもつ討議が行われることが多かったため，人口学者が講演に対する質問以外で発言  

することは少なく，国際人口移動専門家として著名なWernerHaug統計局長が代表を務めたスイス  

は例外的であった．Hるranフランス国立人口研究所長も予め用意された，国際人口移動と共同開発  

（co－development）に関するステートメントを読み上げたが，それ以外の場面では官僚が発言してい  

た．日本は須永和男・国連代表部公使が代表のはずであったが，同時開催の他の国連会議に忙殺され  

ておられたため，厚生労働省から代表部へ出向されている山本尚子参事官が実質的な代表を務められ，  

日本から参加した外務省国際協力部国際行政課の星合千春事務官と小生が副代表を務めた．   

初日の4月3日（月）にはJoseAntonioOcampo国連社会経済委員会担当事務次長の開会挨拶の  

後，国連人口基金（UNFPA）のThorayaObaid事務局長が演説をし，国連人口部長で国際人口移  

動の専門家でもあるHaniaZlotnik博士が世界の国際人口移動の動向について概観を述べ，国連人  

口部と国連人口基金の職員が国際人口移動を中心とする人口モニタリング・レポートを紹介した．そ  

の後，途上国を代表する「G77＋中国」とEU代表が意見を交換したり，各国代表やESCAPの大崎  

敬子博士を含む国連世界地域社会経済委員会代表が意見を述べたりした．また，公式協議の前後の時  

間や公式協議で講演がない時間には決議案を修正して合意形成に至するための非公式協議が開始され  

た．小生は公式協議に出ており，併行してなされていた非公式協議には出なかったが，そちらの方で  

は決議案等を巡ってEUや米国と「G77＋中国」の間で蛾烈な議論が展開されていたようである．   

2日目の4日（火）にはRitaSussmuthベルリンOTA大学総長（元連邦議会議長）とPapa  

Owusu－Ankomahガーナ内務大臣による講演がなされるとともに，各国，国際機関，国連専門委員  

会の代表がステートメントを述べた．日本を代表して山本参事官は，人間安全保障の概念枠組みの下  

で国際協力を進めているところであるが，具体的には2国間協力や人間安全保障基金により被災地等  

におけるトラフイッキング防止等の施策を実施するとともに，国際機関への拠出を通じて難民支援も  

実施していると述べた．   

3日目の5日（水）にはMargaritaEscobarエルサルバドル在外邦人担当副大臣，J．Edward  

Taylorカリフォルニア大学デービス校教授による講演がなされるとともに，各国代表がステートメ  

ントを述べ，国連人口部の関連業務報告や大崎博士によるESCAPの関連業務報告もなされた．4日  

目の6日（木）には国際的な政財界の大物で国際人口移動と開発に関する国連事務総長特別代表に任  

命されたPeterSutherland氏の講演がなされるとともに，各国代表のステートメントや各世界地域  

の国連経済社会委員の業務報告が述べられた．そして，Zlotnik博士から国連人口開発委員会のあり  

方に関するworkingmethodの見直しに関する報告がなされ，それに関する若干のステートメント  

が各国代表から述べられた後，それに関する非公式協議も決議案に関する非公式協議と併行して実施  

するため，公式協議を7日（金）の午後まで休会する旨が議長により宣言された．   

結局，最終日の7日の午後までには非公式協議で決議案についての合意に至らず，午後に公式協議  
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が再開されてもすぐにその中断が宣言された．非公式協議は夜も若干続いていたが，各国から来た代  

表が帰国し始めたため中断された．会期終了後も各国の国連代表部等を中心とする非公式協議が続き，  

決議案に関する合意に達したのが5月5日（金）で，5月10日（水）に公式協議が再開されるとの連  

絡があった．国連のプレス・リリースによれば，再開された公式協議で「国際人口移動と開発」と題  

された決議案が全会一致で採択されたとのことである．   

国際人口移動と開発の関係に関する議論では予想通り，頭脳流出と送金が論点となっていたが，一  

部の途上国からは頭脳流出の結果，大卒者や医療技術者の不足が深刻な問題となっていることが報告  

された．キューバが「頭脳泥棒」（braintheft）という言葉まで使って，大量に受け入れた国際移動  

者を十分に保護しない隣の超大国を非難する場面もあり，超大国は翌日になってこの場は2国間の問  

題を議論する場ではなく，多国間の問題を議論する場であると反論していた．これを見て，日本が近  

隣諸国に非難されるような場面があれば，反論しなければならないかと思って身構えていたが，公式  

協議は通常，外交的な発言がなされるためか，幸いそのようなことはなかった．   

国連人口開発会議も専門委員会であるし，リブログクティブヘルスとは遠いテーマであることから，  

国際人口移動統計やその分析に基づく科学的分析に基づく議論がなされるのではないかという淡い期  

待をもって参加したが，上記の例のように期待は見事に裏切られてしまった．なお，来年の第40回国  

達人口開発会議のテーマは「人口の年齢構造変動とその開発にとっての含意」であるので，もう少し  

科学的な議論がなされることを祈りたい．  （小島 宏記）  

米国での将来人口推計に関する情報交換及び資料収集  

平成17年度厚生労働科学研究費補助金による政策科学推進研究事業「将来人口推計の手法と仮定に  

関する総合的研究」（主任研究者：金子隆一）の一環として，米国の将来人口推計作成機関及び研究  

者との情報交換・資料収集を目的とし，平成18年2月12日～23日の期間，米国センサス局，米国社会  

保障庁，ペンシルベニア大学，ロックフェラー大学，国連人口部を訪問した．   

米国センサス局では，センサスの補正法であるA．C．E（AccuracyandCoverageEvaluation）に  

ついてRitaPetrroni，DavidRaglinと，将来人口推計についてGregSpencer，WardKingkade，  

CaribertIraziとの意見交換を行った（なお，帰国後GregSpencerの計報が届いた．ご冥福をお祈  

りしたい）．また，当方からはわが国の死亡状況と死亡率推計の改善，確率推計に関する講演を行い，  

貴重な意見を得た．米国社会保障庁では，SteveGoss，AliceWade，AIWintersと将来人口推計等に  

関する意見交換を行った．ペンシルベニア大学では，EmilyHannum，Douglas Ewbank，Herb  

Smith，HiramBeltran－Sanchez，Hans－PeterKohler，IlianaKohler，JasonSchnittkerと人口推計  

等についての意見交換を行うとともに，当方から講演を行った．ロックフェラー大学では，堀内四郎  

博士と死亡率推計等に関する意見交換を行った．国連人口部では，Thomas Buettner，John  

Wilmoth，PatrikGerland，KirillAndreevと将来人口推計等について意見交換を行うとともに，  

DESASEMINARにおいて当方から講演を行い，JohnBongaartsなどから貴重な意見を得ること  

ができた．   

この他，各訪問先では将来人口推計等に関する論文などの資料収集を行い，本研究事業に関して得  

た貴重な意見と合わせ，大きな成果を得ることができた．  （石井 太記）  
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アメリカ人口学会2006年大会  

アメリカ人口学会（PopulationAssociationofAmerica）の2006年大会が3月30日～4月1日の  

日程でロサンゼルスにて開催された．176のセッションに加え，関連分野の研究会や若手研究者向け  

のワークショップなどが企画され，盛況であった．参加者はアメリカ本国からのみならず，アジアや  

欧州など多地域にわたっており，例年通り国際学会の様相を呈していたと言える．本研究所からは金  

子隆一人口動向研究部長が“CohortProcesstotheLowestFertilityinJapan：Estimationand  

ProjectionofLifetimeMeasuresofFirstMarriageandBirth”について報告し，筆者が“Unmar－  

riedCohabitationandFamilyFormationinJapan”についてレイモ氏との共同報告を行った．   

例年よりも死亡研究関連のセッションが多かった印象を得た．死亡データベースの充実が研究者の  

参入を促進したことが予想できる．世界的に進む少子化については，コーホート出生力の低下が一層  

明らかになり，出生率の下限や回復を無根拠に設定するべきではない，といった大胆な提言もなされ  

た．移民の問題についても，移民の性比のアンバランスが送出国の結婚難を招いているといった指摘  

や，移人民の出生力が過大に測定される問題点の改善の試みなど興味深い研究が多かった．シンガポー  

ル大学を中心としたアジアの結婚プロジェクトなど，アジア各国の連携によるアジア研究の成果も今  

後大いに期待できそうである．   

会長講演では，ウィスコンシン大学のAlberto Palloni氏が“ReproducingInequality：Luck，  

WalletsandtheEnduringInfluenceofChildhoodHealth”と題した報告をおこなった．また，数  

理人口学や人口統計学の方法論に関する優れた貢献に対して与えられるThe MindelC．Sheps  

Awardをペンシルベニア大学のS．Preston氏が受賞し，若手研究者に与えられるTheCliffordC．  

CloggAwardは，近年，出生力分野における数多くの業績をあげている同大のHP∴Kohler氏が受  

賞した．  （岩澤美帆記）  
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